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ていぱーく所蔵資料紹介�
日本国憲法公布記念絵葉書原画

ふ じ

川端龍子「不尽」

この絵は、日本画家の川端龍子が静岡県の海岸から望む富士山を描いたもので、

昭和２１年に日本国憲法が公布されたのを記念して発行された官製絵葉書の原画で

す。

この官製絵葉書は「日本絵葉書」と命名され、秋の農村風景を描いた「平和」

（石井柏亭画）、漁村の地引網を描いた「迎日」（藤田嗣治画）と合わせて３枚１

組の袋入りとして発売されました。

終戦後、再建途上にある日本文化の向上にも寄与すると同時に収入増もはかる

予定でしたが、額面２銭の絵葉書３枚で売価が３円と高価だったため、この第１

集は売れ行きが悪く、第２集は発行されませんでした。

（表紙解説）

東海道五拾三次之内 大磯 虎ヶ雨

けわいざか

花水橋を渡り化粧坂を過ぎると、高麗山の麓と太平洋に挟まれた大磯宿の東側入口に至
しょうぜん

る。蕭然とした雨の中、傘を差し蓑を着けた旅人が頭を垂れて歩んでいる。

虎ヶ雨とは曽我物語のヒロイン虎御前の涙雨、曽我五郎十郎の兄弟は富士巻狩で父の仇
すけつね すけなり

工藤祐経を討ち果たすが、虎御前の恋人曽我十郎祐成は討死してしまう。悲恋にまつわる

雨の大磯の風景が暗く描かれている。
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謹んで、新春のお慶びを申し上げます。

昨年は、雪印乳業の大量食中毒事件、三菱自動車のクレーム隠し、生命保険会社・

百貨店の倒産など、大企業の不祥事・事件が相次ぎました。さらに、子どもたちの犯

罪、過去最高の失業率、年間１２万件の自己破産……。全て私たちの生活に密着した問

題ばかりで不安なミレニアムを過ごしました。

今年は新しい世紀、２１世紀の始まりです。実り多き年であることを祈るとともに、

一人ひとりの行動によって一歩でも良い方向に向かうことを期待しています。

今年は中央省庁等が再編され、郵政事業にとって大きな節目の年を迎えました。名

称は変わっても、事業の果たす役割は大きくは変わらないとも言われていますが、２

年後の「国営公社」に向かって、新たな、そして意義深い一歩を踏み出しました。

今、全国の市区町村に設置されている郵便局に求められているのは、地域に根ざし、

住民本意で各地・各郵便局の特徴を活かしていくことです。私たちの生活習慣には地

域性があります。大都市、小都市、過疎地で消費者の生活・行動が異なるように、そ

の地域の実情に合わせた業務運営が必要になると思います。例えば、各郵便局によっ

て営業日・時間帯等を消費者の要望に合わせて柔軟に変えることでさらに利用しやす

くなるはずです。全国２４，７００局のネットワークを最大限に活用することも大切ですが、

地域の特性を配慮したネットワークの構築も重要ではないでしょうか。消費者の期待

を担うべき郵政事業の実現は、何よりも身近な郵便局を通してこそ実感できるものと

思われるからです。

そこで年頭にあたって、いくつかの要望を述べさせていただきます。

最も重要なのが消費者からの質問や苦情を受け付け、きちんと対応できる相談窓口

機能を強化して欲しいことです。この苦情相談体制の整備は２１世紀の郵政事業推進を

保証していく「鍵」ともなるもので、改めてその果たすべき役割について重視する必

要があります。苦情を受け付け、迅速に対応し、消費者が納得できる公平さで適切に

２１世紀を迎えて

主婦連合会 佐野真理子

巻 頭 言

郵政研究所月報 ２００１．１ ２



処理する、そのことによって郵便局および郵政事業への信頼度はさらに増すでしょう。

商品・役務等の質の向上は、消費者の苦情や意見を尊重してこそ達成されるものです。

また、その苦情相談を事業にどのように反映させたか、施策の決定過程を徹底して

公表して欲しいものです。事業内容に関するさまざまな情報を分かりやすく公開する

ことによって、消費者はより郵政事業を理解することができ、信頼も確保されます。

情報公開は行政機関の説明責任を果たし、消費者とのきずなを強固にする上でこれか

らの大きな課題です。４月から情報公開法が施行されますが、制度が導入されるから

ではなく、身近な郵政事業への消費者の参加を保証するものとして、積極的に情報公

開を位置付けて欲しいと思います。

さらに、「高齢社会」への対応も重要です。「少子・高齢化」が高度に進む２１世紀は、

これまでの郵便局のあり方に大きな転換を迫るものと思われます。地域の高齢者・障

害者が今まで以上に、気軽に利用できる郵便局とするにはどうしたらいいか。早急な

「郵便局のバリアフリー化」ではないでしょうか。施設面はもとより、設置されてい

る機器の操作性など、ハード・ソフト両面から使用性を考慮したバリアフリー化が求

められてきます。郵便局がどの公共機関、金融機関よりも親しみやすく身近な存在で

あるという、これまでの評価は２１世紀の「高齢社会」の中で改めて問い直される可能

性があります。だからこそ、「IT革命」推進に伴う事業の「効率性」「競争」だけに

偏重するのではなく、「暖かみ」を兼ね備えた、消費者の期待を担い得る郵便局へと

大きく飛躍して欲しいものです。

３ 郵政研究所月報 ２００１．１



［要約］

筆者は郵政研究所月報１１月号において、「個人及び企業におけるIT利用と効果」と題し

て、ITの様々な側面を概観した。その中では、インターネットの利用状況、デジタルデ

バイド、電子商取引に加えて、企業のIT利用と生産性向上の効果についても、解説した。

本稿では、企業のIT利用と生産性向上について、詳細に議論する。概要は、以下のとおり。

１ 日米間におけるIT化投資比率（対設備投資）の格差が、１９９０年代に急速に拡大して

いる。

米国では、特にソフトウェアの比重が急速に高まっている一方、日本では、繊維、電

機機械等においてコンピュータストックが増えていない。パソコンやLANの導入や総

務部門のIT化は進んでいるものの、営業、調達、顧客対応といった基幹業務を本格的

にIT化している企業は数％に過ぎない。

２ ITの生産性への効果については、米国において、マクロ経済レベル、産業レベル、

ミクロ経済（企業単位）レベルでの検討が行われてきた。その結果、ミクロ経済レベル

では、組織改革等に前向きな企業はIT導入により生産性が向上することが判明した。

これに疑問を呈する向きは見当たらないが、その他については以下のような議論がある。

�１ 産業レベルでは、最もIT投資に積極的なサービス業において、その産出を的確に

把握することが困難なため生産性の向上が確認できない。これを正確に計測できない

限り、ITの生産性への寄与があまり大きくないという可能性を排除できない。

�２ マクロ経済レベルでは、生産性向上が認められるという意見が多いが、反対意見も

根強く、最近の成長率が好景気によって誇張されていると思われる。「IT産業の生産

性向上」が経済全体の生産性を押し上げていることは確かである。一方、ITユーザー

の生産性が向上しているという主張においては、IT投資が他の設備投資と同じ程度

に生産性向上をもたらすことが前提にされているが、これは、組織改革等に前向きで

ない企業は生産性向上が見られないという、上記ミクロ経済レベルの結論と矛盾する。

調査研究論文

企業におけるIT利用と生産性向上
「ニュー・エコノミーは、昔ながらの美徳の上に成り立っている；

倹約、投資、そして自由市場経済である。」
（ローレンス H サマーズ、米国財務長官）

通信経済研究部長 杉山 博史

４郵政研究所月報 ２００１．１
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IT投資の伸び�
（左目盛）�

IT投資の設備投資全体に�
占めるウェイト�
（右目盛）�

１ 企業情報化の現状

１．１ 企業のIT化投資

米国における企業のIT化投資１）（ソフトウェア

を含む）については、図表１、２のとおり、設備

投資全体に対するIT化投資の割合は、その増加

率には変動があるものの、１９８０年代、１９９０年代を

とおして一貫して増大しており、設備投資全体の

５割近くにまで拡大している。ここで、ソフト

ウェアを除くIT化投資（図表３）をみると、１９９３

年から１９９８年の間の設備投資の増加率は、IT化

投資が１．６倍、その他も１．５倍～１．７倍と大差なく、

また、全体に対するIT化投資の割合も３０％程度

と控えめである。両者を比較すると、米国におけ

るIT化投資の中でも、特にソフトウェアの比重

が急速に高まっていることが分かる。

図表４は、日米における設備投資中のIT化投

資の割合の推移を比べたものであり、１９９０年代に

したがって、その効果についてはある程度割引いて考える必要があろう。また、「IT

の利用による企業の効率性向上」については、研究例はあるものの、その内容につい

ては検討の余地がある。

３ 「ニューエコノミー論」については、ベンチャー・キャピタル等からの資金流入と継

続的なIT投資が滞れば、米国にも長い不況が訪れると警鐘を鳴らす声も出始めている。

４ IT投資による生産性向上は、オーストラリア、カナダ、スカンジナビア諸国でも認

められるが、日本及び欧州の大国では確認されていない。これは、IT産業比率及びIT

投資比率が大きく上昇していないことが大きな要因とされている。

５ 日本における先行的研究の結果は、以下のとおりであり、今後より詳細な検討が必要。

・ミクロ；米国と同様、IT化がその効果を発揮して幅広い生産性上昇に繋がるために

は、人的資本や企業組織のあり方の変革も同時に必要

・産業別；生産性及び効率性に対するコンピュータストックの寄与は、限定的ないくつ

かの業種について、その可能性が示唆される程度

図表１ 米国におけるIT投資（ソフトウェアを含む）の伸びと、設備投資全体との比較（１）

（注）２０００年は上期中の平均。

１）最近の米国のIT化投資に関する統計では、一般に、コンピュータ関連設備（ハード及びソフト）に加えて、通信設備も含まれる。

５ 郵政研究所月報 ２００１．１
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入り、日米の格差が急速に拡大している。

ただ、日本企業における今後の情報化投資に対

する姿勢は、図表５４）のとおり、IT化投資（情報

関連諸経費）の割合を高めるとする回答が多く、

今後は、日米格差の拡大もペースが緩くなると期

待される。

図表６は、日本におけるIT投資のうちコン

ピュータ・ストック（ハード及びソフトを含む。

ただし通信機器、事務機器等を除く。）に関し、

全ストック中に占める割合について、業種別の推

移を示したものである（２）。この中では、金融・保

険業が最も高く、３割弱に達しており、建設業、

卸売・小売業、電気機械、一般機械、食料品、繊

維などでのコンピュータ・ストック率が比較的高

いが、このうち、繊維、電気機械については９０年

代半ば以降横ばいとなっている。また、鉱業、金

属、紙、化学、精密機械、輸送機械、運輸・通信、

電気・ガス等については、コンピュータ・ストッ

ク比率が小さい。

１．２ 企業情報化のフロー

企業の情報化は、従来、経理、人事などを機械

化するOA化が進められてきたが、インターネッ

トの普及に伴い、電子メールの導入やLANの構

築が進められ、その後、図表７のような様々な情

報システムの導入が行われつつある。

これらの情報化システムは、１企業において全

てが同時に導入されるものではなく、業種、必要

性、体制その他に応じて段階的に導入される。こ

のような情報システム導入のフローを図示したも

のが、図表８である。図中の（％）が、日本企業

における各システムの導入率を示しており、電子

メールやLANの導入は比較的容易に行われるが、

データベースの整備やその活用のためのシステム

になると、導入率は次第に低下する。

１．３ 情報化の現状

�１ 情報端末の導入率

図表８「情報化のフロー」で示されているよう

に、企業の情報化は、まずパソコン等の情報端末

図表２ 米国におけるIT投資（ソフトウェアを含む）の推移と他の投資との比較（１）

Source：BEA

６郵政研究所月報 ２００１．１
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SOURCE: U.S. Department of Commerce（１９９９）. The Emerging Digital Economy Ⅱ, using data from the Bu-
reau of Economic Analysis.

図表４ 情報化投資率の日米比較（富士通総研）

｛情報化投資（ソフトウェアを含む）／非住宅民間設備投資｝

図表５ 日本における投資的経費の今後の見通し（４）

（注）インフラ業；鉱業、建設業、運輸業、電気・ガス・熱供給・水道業、通信業
サービス等業；卸売・小売・飲食店、金融・保険業、不動産業、情報サービス・調査業、サービス業

７ 郵政研究所月報 ２００１．１
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の導入から始まる。

日本において（１台でも）情報端末を導入した

企業の率は高く（図表９）、事務管理等部門では

デスクトップパソコンはほぼ１００％、ノートパソ

コン、携帯電話・PHSも８割台に達しており、生

産部門でも半数以上の企業が、それぞれデスク

トップパソコン、ノートパソコンを導入している。

特徴的なのは、インターネット接続可能な携帯電

話も、既に事務管理等部門で４割台の導入率に達

していることであり、携帯型パソコン及びモバイ

ル端末の約３割と併せて、企業の情報化における

新たな活用方法が期待されている。

企業内のパソコン普及率（パソコン１台当たり

の従業員数）でも（図表１０）、事務管理等部門で

は１人に１台以上の企業が半数近くを占め、２～

３人に１台程度の企業が３割強、電子メールアド

レスも１人１アドレスとしている企業が４割程度

となっている。一方、生産部門ではパソコン１台

を６人以上で共有という企業、電子メールについ

ても６～２０人に１アドレスとしている企業が最も

多く、情報端末や電子メールの普及も低いレベル

にある。

図表６ 日本における業種別コンピュータ・ストックの推移（２）

８郵政研究所月報 ２００１．１



③非製造業（金融・保険業以外）�
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�２ ネットワーク化率

日本企業のネットワーク化の状況については、

図表１１（４）に示したように、企業におけるパソコン

のネットワーク接続比率は全般的に高いレベルで

あり、「インフラ業」（全体６８．９％、新規導入分

８０．７％）に対し、特に「製造業」（全体８２．８％、

新規導入分９１．９％）、「サービス等業」（全体８０．８％、

新規導入分８５．６％）が高くなっている。

�３ 情報通信アプリケーションの導入状況

図表１２に示すように、全社向けアプリケーショ

ンについては、全般的に電子メールの導入率が９

割程度と高く、プロジェクト管理が５割程度、電

子会議が２割程度と、高度なアプリケーションと

なるにつれ導入率が少ない。この結果は、図表８

「情報化のフロー」と同様の傾向を示している。

業務別アプリケーションについては、当然のこ

とながら業態の特徴が出ており、「インフラ業」

及び「サービス等業」では、「販売・営業業務」

「マーケティング業務」等で導入率が高いが、「製

造業」では「購買・決済業務」「開発・製造業務」

で導入率が高い。また、「インフラ業」と「サー

ビス等業」では、「サービス等業」の方が全般的

に導入率が高い。

９ 郵政研究所月報 ２００１．１



部門� 技術� 調達� 製造� 営業� 経理� 総務�

外部�

連携�

基幹�

共通�

EC（BtoB）/EDI

CRM/SCM

CAD/CAM SFA

ERP

生産管理� 販売管理� 経理�
人事�

給与�

データウェアハウス（ERPからの生データを蓄積し検索を可能とする）�

グループウェア／イントラネット／ワークフロー（例：電子伝票）�

ファイリングシステム（文書管理、図面、技術文書、ISO文書、その他）�

LAN／WAN／音声／パソコン（１人１台）�

EC（BtoB）�EC（BtoC）/DBM

KM

システム�

システム�

インフラ�

ホームページ�

また、大企業と中小・中堅企業を比較してみる

と（図表１３）、両者とも、経理や人事等の総務分

野を中心に、比較的導入率が高いように思われる。

これらの結果は、前述の図表８「情報化のフ

ロー」と比べて、全体的に情報システムの導入率

が高めに現れているように思われるが、これは、

情報化の程度に幅があるためと思われる。図表１４

に示すとおり、外部のネットワークを介した

BtoBやセクション横断的な企業活動の統合・高

度化・効率化を進めるためのインターネット技術

をベースにした最新のITシステムについてみれ

ば、ERP（企業資源管理）、SFA（営業活動統合

支援）、SCM（サプライ・チェーン・マネージメ

ント）、KM（ナレッジ・マネージメント）等の

いずれのシステムについても、大企業においても

一部導入の企業が多く、本格的に導入しているの

は数％程度に過ぎない。

２ ITの効果：生産性向上

IT産業が数少ない将来の希望の一つであり、

ITの導入が生産性の大幅な向上と事業の発展に

大きく貢献することに疑問を差し挟むものは少な

図表７ 最近の企業情報化システムの分類

（注） 略称の説明；

略称 名 称 内 容

EDI 電子データ交換 伝票、設計等の情報の電子データ交換

DBM 顧客データベース・マネージメント 顧客の属性・嗜好に応じたマーケティング

CRM カスタマー・リレーション・マネージメント 顧客対応を最適化

SCM サプライ・チェーン・マネージメント 生産、販売、物流を最適化

SFA セールス・フォース・オートメーション（営業活
動統合支援システム）

外出先の営業マンの営業報告、製品・在庫情報の
問合せ等

ERP エンタープライズ・リソース・プランニング（統
合業務パッケージ／企業資源管理）

経理、生産・販売管理の統合システム

KM ナレッジ・マネージメント 社内情報・ノウハウを共有し創造的な成果につな
げる
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日報の�
トップ報告�
（24.7％）�

日報の個人�
相互参照�
（21.7％）�

日報�
DB化�

（26.1％）�

営業マンの�
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（9.8％）�

インターネット�
顧客サービス�
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インターネット�
法人営業�
（12.6％）�

インターネット�
消費者営業�
（13.4％）�

LAN�
（49％）�

開放型�
購買�

（7.7％）�

顧客価値�
評価�

（16.1％）�

営業助言システム�
（SFA＊）�
（16.1％）�

各種DBの統合�
（ERP＊）�
（15.5％）�

商品DBの�
個人利用�
（36％）�

取引DBの�
個人利用�
（31.5％）�

取引�
DB化�
（42％）�

商品�
DB化�

（45.5％）�

検索分析の�
個人利用�
（15.4％）�

SCMの�
整備�

（7.2％）�

生産・物流�
情報同盟�
（6.5％）�

開発情報同盟�
（EDI/CALS＊）�
（6.4％）�

顧客検索分析�
（DBM＊）�
（12.7％）�

い。その一方で、ITが生産性（単位労働時間当

りの労働生産性）に及ぼす効果については、最も

研究の進んでいる米国においても、様々な議論が

行われている。本稿では、米国での議論を中心に

検討し、その後、各国の比較を行う。

ここで、「生産性」と一言でいっても、ITを導

入したITユーザーとしての企業の生産性だけで

なく、マクロ経済の運営に役立つ指標として経済

全般の生産性を議論する際には、IT産業の生産

性も含めて、これら２つが同時に議論されている。

�Ⅰ「IT産業の生産性向上」：IT産業＝コンピュー

タ、関連機器、通信機器、ソフトウェア、コン

ピュータ関連サービス、及び通信・放送サービ

ス

�Ⅱ「ITユーザの生産性向上」：ITユーザ＝企業が

その本来業務にITを活用

このようなマクロレベルの検討においては、

「ITユーザーの生産性向上」が大きく現れない

図表８ 情報化のフロー（３）

情報化先端企業１４５社を対象。（ ）内は「ほぼ整備終了」＋「完全動作」の割合。＊は筆者注
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場合でも、IT産業が成長（図表１５）するに従い

「IT産業の生産性向上」が大きな効果を生じて

いくことになる。

さらに、�Ⅱ「ITユーザーの生産性」を向上さ

せる要素として、以下の２つがあるが、後者の�２

「ITストックの蓄積」については、IT設備が資

本として機能すれば（少なくとも無駄な投資でな

ければ）生産性は上昇することが前提として議論

されている。

�１「ITユーザの効率性（全要素生産性〈TFP〉）

の上昇」

�２「ITストックの蓄積（資本の深化）」

このように、最近のマクロレベルの研究２）にお

いては、「生産性」の定義にIT産業の急速な発展

が盛り込まれていること、また、ITユーザーと

しての企業についても、IT設備が生産性の向上

に貢献することを前提として計算が行われている

こと、に留意する必要がある。

また、ITユーザーに限定しても、IT化投資に

は様々な分野とレベルがある。ワープロ代わりに

パソコンを導入することに始まり、事務計算、電

子メールの送受、グループウェアの導入、一般管

理・事務のコンピュータ化、営業・生産・流通等

の本来業務の情報化、知識の共有、電子商取引な

どがあり、それぞれ導入の目的や期待する効果は

異なる。さらに、厄介なのは、これらのシステム

を使いこなすためには、それなりのノウハウと高

い意識が必要になる、ということである。単純な

業務の合理化・機械化を目的としたIT化投資（会

計事務のコンピュータ化、金融機関におけるコン

ピュータネットワークやATMの導入、製造業に

おける製造ラインの自動化等）については、業務

の効率化への貢献は明確であり、その実績は証明

ずみと考えて良い。一方で、電子メールの送受、

グループウェアの導入、知識の共有、顧客対応の

改善などのためのシステムは、これらを使う企業

によって、成果は全く異なるものになることは明

らかであろう３）。

図表９ IT端末等の導入の状況（２）
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また、デル・コンピュータほどリテラシーの高

い企業においても、デル自身が率先してインター

ネットの布教活動４）を行わなければならなかった

ことは、注目に値する。

なお、ある議論では電子商取引を念頭におき、

また、別の議論では最新のKM（ナレッジマネー

ジメント）等を念頭におくなど、限定された異な

るITシステムを対象として検討し極端な結論に

走る例もあるため、研究結果を評価する際には十

分な注意が必要である。

２．１ 米 国

�１ 議論の経緯

IT投資が企業の生産性（労働生産性）に与え

る影響に関しては、ローチが、１９７０年代～１９８０年

代のコンピュータ化の進展にもかかわらずサービ

図表１０ 事務管理等部門・生産部門におけるパソコン及びE―mailの設置状況（２）

（備考）「事務管理等部門」とは、事務、管理、営業、販売等の部門を指す。
「生産部門」とは、財貨・サービスの生産が行われる部門を指す。
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ス産業における生産性の計測値の上昇に寄与して

いないと発表（１９８７年）し、また、ノーベル経済

学賞受賞者のロバート・ソローが、「至るところ

にコンピュータ時代が現出している。ただし、生

産性の数値を除いて。」と発言して以来、活発な

情報化投資にも関わらず米国におけるマクロ経済

及びミクロ経済の生産性が期待ほど上昇していな

い「生産性のパラドクス」として大きな議論を呼

んでいた。

その後、１９９０年代後半に入って、一定の条件

（組織のフラット化や人材育成等に努力）を満た

す企業において情報化投資が生産性を上昇させて

いるというミクロ的研究「生産性パラドクスを超

えて」（７）（付録１）が出され、１９９７年夏には、米国

経済についての「ニューエコノミー」論５）が盛り

上がった。

米国商務省のレポート「デジタル・エコノミー」

の最新版「デジタル・エコノミー２０００」（８）では、

１９９５年以降の生産性上昇率が１９７２～１９９５平均の＋

１．４％／年と比べて２倍の＋２．８％／年に増大したと

主張している（付録２）。これに対し、�３項で述

べるように、この変化と従来の景気の循環との違

いが見出せない、とする意見も根強い（９）（付録３）。

なお、マクロ的に生産性の向上が数値に現れに

くいことについて６）、以下のような要素がある、

といわれている（１０）（付録４）。

�１時間的ラグ説：革新的技術により生産性向上

の効果が現れるまでに時間が

必要。ポール・デビッド（ス

図表１１ 業種別、PC全体及び１９９８年度新規導入

PCのネットワーク化率（４）

全 体 新規導入分

製 造 業 ８２．８％ ９１．９％

インフラ業 ６８．９％ ８０．７％

サービス等業 ８０．８％ ８５．６％

（全業種平均） ７８．９％ ８８．４％

（注） インフラ業；鉱業、建設業、運輸業、電気・ガス・
熱供給・水道業、通信業

サービス等業；卸売・小売・飲食店、金融・保険業、
不動産業、情報サービス・調査業、
サービス業

図表１２ 業種別、情報通信アプリケーションの導入状況（４）

２）最近のマクロレベルの研究では、�Ⅰ「IT産業の生産性向上」及び（Ⅱ―�１）「ITストックの蓄積」の２項目の合計を「（狭義の）
ITの生産性上昇効果」として研究対象としている例が多い。
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フォード大）によれば、電気

モーターは１８８０年代に導入さ

れたが、生産性向上に効果を

及ぼしたのは１９２０年代とのこ

と。

�２技術革新効果相殺説：旧セクターの縮小が同

時発生し、効果を相殺

�２ 最近の研究

�ア「IT産業の生産性向上」及び「ITストックの

蓄積（資本の深化）」

米国における最近の主な研究結果では、９０年代

後半の労働生産性上昇率が９０年代前半と比べて

１％程度高まっている中で、どの研究においても、

「狭義の生産性向上」（「IT産業の生産性向上」

及び「ITストックの蓄積」）の貢献度がその５～

７割程度を占める、としている。（８）（付録５）

ただし、このうち「ITストックの蓄積」の効

図表１３ 日本における企業規模別ネットワークの適用業務（５）

図表１４ 日本の大企業におけるITアプリケーションの導入状況（６）
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「効率性（全要素生産性＜TFP＞）上昇」�

（Ⅱ－①）「ITストックの蓄積（資本の深化）」�

（Ⅱ－②）「ITユーザーの効率性（TFP）上昇」�

（注）企業に導入されるITはストックであり、ストックである以上、実�
　　際の効果は別にして、他のストックと同じく資本を深化（労働力�
　　に対して資本の比率が増大）させ生産を増大させるものと捉える�
　　考え�

（注）ITを導入することにより、資本の一部として労働生産性を向上さ�
　　せる以上に、企業活動そのものを進歩させ効率化させる効果�

図表１５ 米国IT産業の成長；GDPに対するシェアの変化（８）

sowce: ESA estimates based on BEA and Sensus data through１９９７.
ESA estimares for１９９９―２０００based on some data for１９９８and
projections from ITA.

図表１６ ITによる生産性向上の要素

３）例えば、デル・コンピュータは、中間マージンを除き、顧客サービスを最重視するコンピュータの通販会社としてインター
ネットと無関係に成功していた。その後、導入したインターネットベースの電子商取引（EC）やサプライチェーン・マネージ
メント（SPM）、カスタマー・リレーション・マネージメント（CRM）は、それ以前の業務手法をインターネットベースに乗
せ替えたものに過ぎない。
POSシステムを導入しているコンビニチェーンの中でも、セブン・イレブンのみが売上で他社に大きな差をつけているのは、
商品需要予測を始めとするノウハウの蓄積による。

４）インターネットに親しんでもらうために、デル自身がPRポスターのモデルとなり、マネージャー全員にアマゾンで本を買わせ、
ウェブ上での宝捜しゲームを開催し、社員にメールを送り、また、ネットに関するクイズを作った。さらに、事業に役立つこ
とを理解させるために、営業担当者を中心に、業務の効率化、顧客に対する付加価値サービスの提供につながることを繰返し
て説明し、教育にかなりの投資を行っている。（「デルの革命」）
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果については、IT化投資が他の資本と同様に生

産性向上に貢献すると仮定し、これを前提として

「ITストックの蓄積」に相当する生産性の向上

が当然あるものとして計算が行われている。IT

設備が資本として機能していれば（少なくとも無

駄な投資でなければ）問題ないが、IT化投資に

は様々な種類があり７）、また、その生産性への効

果についても不確実性８）が示されていることを考

慮すると、もう少しITの貢献度は低いと見るべ

きであろう。

�イ「ITユーザーの効率性（TFP）上昇」

企業におけるITの導入には、「ITストックの蓄

積」による業務の合理化を期待する場合と、IT

が生産活動そのものを進歩させ効率化させる「IT

ユーザーの効率性（TFP）上昇」を期待する場

合がある。後者の場合、IT導入がITユーザーの

生産性を向上させる効果を、マクロ指標において

直接的に計測することは困難である。

産業レベルでの間接的な検討ではあるが、以下

のとおり、「IT利用者の効率性（TFP）向上」の

寄与も小さくないとする研究（１）がある。

�非IT業種におけるTFP上昇率（図表１７）が、９０

年代後半においてかなり加速

�９０～９４年と９５～９８年の非IT産業における、業

種別の「TFP上昇率の変化」と「ITストック

比率（ITストック／全資本ストック）の変化」

との間の相関関係をみると、両者の相関度がか

なり高い（図表１８）。

しかし、図表１８の中で、製造業、小売業、金融

業を除く業種は、労働集約的なものが多く、情報

化によって効率性を向上させるのが困難な分野の

ように思われる。また、製造業については、従来

から非農業全体に比べて常に高い生産性上昇率を

示してきており（図表１９）、IT化投資の効果に

よって生産性が向上したと即断しにくい業種であ

る。さらに、製造業の中で、図表１８の「耐久財」

についてはTFP上昇率が非常に高いのに対し、

「非耐久財」はTFP上昇率が低いという解釈の

難しい問題もある。また、産業レベルでの評価に

おいては、「デジタルエコノミー２０００」において

も、IT化投資と生産性の相関について明確な証

拠は見られないとされている。また、そこで紹介

されたいくつかの研究でも、（証券業、投資会社

等を除き）生産性の上昇はあっても効率性（TFP）

の上昇への貢献は明確でないとされている９）（８）。

したがって、図表１８のデータだけで相関関係の有

無を判断するのは尚早であり、各業種毎の生産性

の推移やその他の特徴を詳細に分析する必要があ

ろう。

�３ 議論の動向

米商務省の「デジタルエコノミー２０００」では、

「最近までエコノミストは、コンピュータのアメ

リカ生産性への影響は、非常に好調な経済条件下

における一過性のものであると考えてきた。しか

し、彼らは、１９９５年以来のアメリカの産出と生産

性の大幅上昇が、ITによる構造的なものである

ことを認めはじめている。」とし、さらに、同書

における結論として、「マクロ経済レベルでも企

業レベルでも、ITは全般的な生産性向上に大き

な役割を果たしている。企業レベルの研究による

と、必要な組織変更などを実施する企業は、そう

５）ニューエコノミー論の主な根拠は、以下のとおり。
・コンピュータ化されたサプライチェーンにより、在庫がリアルタイムで監視できるため、生産が販売を超えて在庫が膨らむと
いう悪循環がなくなった。

・生産性の向上と、既存ビジネスとネットビジネスの競争により、インフレが抑制される。
６）従来、GDP統計に、ソフトウェア等が計上されていない、という統計不備説もあったが、これについては、米国のGDP統計に

おいてソフトウェアが固定資産として計上される形で変更が行われ、解決された。
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でない企業に比べて、ITを有効活用できる。」と

している。しかし、その一方で「産業レベルの研

究ではITの生産性への寄与はあまり明確でない。

これは、多くのサービス業で産出の測り方に問題

があるため」であり、「IT多使用サービス業の産

出が、より正確に求められない限り、IT産業以

外では、ITの労働生産性への寄与があまり大き

くないという可能性を排除できない」と指摘して

いる。

比較的客観的で、公平な分析のように思われる

が、マクロ経済レベルにおいては、企業における

IT利用の効果を「IT資本の深化」で計測するFRB

等の研究を基礎に議論が行われており、これは、

ITの利用が他の資本と同様のレベルで生産性を

向上させるとの前提があることを思い出す必要が

ある。

ザ・エコノミスト（１１）によると、現在、ITによ

る生産性向上の効果を積極的に評価しているのは、

商務省、FRBを始めとする米国政府（含む経済

白書）、及びOECDを中心とするグループである。

特に、グリーンスパンFRB議長が米国経済界に

強い影響力を与えており、FRBのStephen Oliner

及びDaniel Sichel（１２）は、最も楽観的な勢力とされ

ている。

これに対して、「最近の生産性向上はIT産業を

除き景気循環の影響に過ぎない」（ロバート・ゴー

ドン；ノースウェスタン大１０））、「最近の生産性の

向上は、主として低金利による資本コストの低下

によるもの」（ポール・ストラッスマン；ゼロッ

クスの元CIO）という極端な見方や、「少なくと

７）製造業における製造ラインの自動化については、その実績は証明ずみであり、また、金融機関におけるコンピュータネット
ワークやATMは、長年かけて確立してきたもので、確かに業務の効率化への貢献は明確と思われる。しかしながら、「デジタ
ルエコノミー２０００」においても、産業別の研究において多額のIT投資を行うサービス産業（保健、対企業サービスなど）で生
産性低下が観察されると指摘している。問題は、産出の公的測定値が適切でないことにあると思われるため、その改善を待つ
必要がある。また、IT化投資といっても、従来からの製造ライン自動化もその一つであるし、最近のITシステムにおいても図
表８「情報化のフロー」に示したように、ワープロ代わりにパソコンを導入することから始まり、電子メールの送受、グルー
プウェアの導入、一般管理・事務のコンピュータ化、営業・生産・流通等の本来業務の情報化、知識の共有、電子商取引など
様々なレベルがある。

８）企業単位のミクロレベルの研究「生産性パラドクスを超えて」において、ITの導入で生産性が向上するのは、企業が組織のフ
ラット化や職員の情報リテラシー向上のための努力などを十分に行った場合、という条件がつけられている。このように、企
業の対応次第でIT化投資の効果が現れ、逆に無駄な投資で終わることもあるため、IT投資が他の資本と同様に一律に生産性を
向上させるというのは、若干乱暴な仮定と思われる。

図表１７ 米国における非IT産業のTFP上昇率（１）

（年平均上昇率、％）

（出所） Oliner and Siche（２０００）
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図表１８ TFP上昇率と資本の情報化比率との相関関係（１）

（注１） 資本の情報化立＝ITストック／資本ストック合計×１００
（注２） TFPはコブ・ダグラス型生産関数を仮定して計算した。

図表１９ 米国の労働生産性の推移（米労働統計局）

図表２０ サービス産業の生産性の上昇率（８）
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も生産性向上とITとの関連が統計的に実証され

ていない」（ブラインダー；プリンストン大、ポー

ル・デビッド；スタンフォード大／オックス

フォード大）、「トレンドを見る限り、『過去１００年

間と比べてうまくやっているという兆候はない。

これまでどおりだ』というしかない」（ポール・

ローマー１１）；スタンフォード大）、とする意見も

根強い。また、産出が高い伸びを示しているとき

は、一般に労働生産性が高まる傾向にあるため、

ロバート・ソローは、「もし最初の景気後退後も、

この生産性改善が続くようなら、自信を深めても

良いだろう」という云い方で注意を喚起している

（デジタルエコノミー２０００）。

しかし、IT産業の成長が経済全体の生産性を

押し上げていることについては、誰も反対してい

ないし、また、ミクロの企業レベルでは、ITを

活用することにより生産性を大幅に向上させてい

る企業が多数あることも事実である。

ザ・エコノミスト（１１）は、これらの議論を比較的

冷静に分析し、最近の成長率についての熱狂が、

現時点の好景気によって誇張されていることはほ

ぼ間違いない、とする一方、インターネットが企

業組織の変革を促進することにより生産性を向上

させる引鉄となっていること、公式の経済指標は

ITの効果を過小評価させている１２）ことも指摘して

いる。

一方、例え、生産性上昇がITの効果であった

ことが明確になったとしても、米国の経済が将来

にわたって好調を維持できるという「ニューエコ

ノミー論」を保証するものではない。「生産性の

上昇率を維持するためには、新技術の導入ペース

も上昇させていく必要がある」（Jack Triplett：

ブルッキングス研究所）のであって、ニューエコ

ノミー論を早くから提唱した一人であるMichael

J． Mandelも最新の著書「来るべきインターネッ

ト不況」（１４）の中で、株価低迷によってベンチャー

キャピタルからの新興ハイテク企業へのマネー流

入が絶たれることにより、ITの導入ペースが衰

えれば、米国にも長い不況が訪れかねないと警鐘

を鳴らしている。

（参考）アンソニー・パーキンス等は、その著

書「インターネット・バブル」（１５）の中で、ニュー

エコノミー論的な概念は、米国の歴史の中で、常

に見られた考え方だと指摘している。そこで挙げ

られている例は、以下のとおり。

�１ １９世紀末：鉄道ブームとカムストック鉱脈の

シルバー・ラッシュ

�２ １９２０年代：フロリダの不動産ブーム、電気

モーターによる生産性の向上やT型フォードに

始まるモータリゼーション

フロリダの不動産ブームが１９２７年に崩壊した後

も、株式市場は加熱し続け、フォーブス誌が「こ

の５年間で、米国は新しい産業の時代に入った。

我が国は、産業面でも経済面でも、とんとん拍子

どころか、劇的なまでに前進しつつある。」

（１９２９．６）と書いた４ケ月後、米国の株式市場は

大暴落を迎えた。

�３ １９６０年代

同じくフォーブス誌が「この１０年の間に経済に

生じている出来事によって、我々は、新しいとま

では言わないまでも、これまでとは違った時代に

入った。従来の考え方や市場への標準的な対応の

９）図表２０の左側のグラフのとおり、サービス産業においてIT化投資が多い業種で逆に生産性が低下している。産出の測定が困難
な１０業種を除いた右側のグラフでも、ようやくIT多使用の業種がIT少使用の業種よりも僅かに生産性の成長率が上回っている
に過ぎない。

１０）ゴードンの議論はBtoCを中心にし過ぎた議論で公平さを欠いたものとの指摘がある（１１）。
１１）イノベーションやそれを促す市場のインセンティブなどがあれば、成長のペースを加速することは可能、という「新しい成長」

理論を主張しているが、現状認識については、上記のとおり。
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仕方は、もはや現実の世界とはそぐわないものに

なっている。」（１９６８．１０）と書いた直後、６年間

にわたる景気後退が始まり、株価は実質６０％下落

した。

�４ １９８０年代；パソコン・ブーム

ベンチャー・キャピタルによる投資が４１億８０００

万ドルに達し、ハーバード・ビジネススクール卒

業生の３０％がウォール街に就職した３ケ月後

（１９８７年１０月）、株価が大暴落し、ベンチャー

キャピタルの投資が１２億７０００万ドル（１９９１年）に

低下。

しかし著者は、その一方で、パソコン・ブーム

はディスクドライブ事業に潤沢な資金を供給し、

クオンタムやシーゲートといった世界のリーダー

企業を生み出したことも指摘している。

２．２ 米国と他国の比較

IT化投資は、米国以外の先進国においても活

発に行われているが、大部分の欧州諸国や日本に

おいては、その効果があまり大きく現れていない

といわれている。

�１ 世界各国との比較

OECDの研究（１６）によれば、ITによるTFP成長

率の上昇分（１９９０年代）について、景気循環の効

果を補正した後でも、オーストラリア、カナダ、

スカンジナビア諸国では０．５％以上を確認できた

が、欧州の大国及び日本では確認できなかった、

と報告している。

このようにIT化投資の効果が一般的に現れて

いない理由の一つとして、資本ストックに占める

ITストックの割合が、米国の７％に対して日本

やドイツでは３％程度と低いことが指摘されてい

る（１１）。また、米国のMichael J. Mandelは、米国

と日欧の違いの原因として、以下の事項を指摘し

ている（１７）。

�日欧は、IT導入を支える金融面において、ベ

ンチャーキャピタルによるリスク負担能力で米

国に遅れをとっている。

�欧州及び英国の中央銀行が、インフレ懸念に過

敏な政策をとることで、投資を正当化するため

の需要を殺している可能性がある。

各国のIT化投資比率（ソフトウェアを除く）

を比較すると、図表２１に示すように、米国に比べ、

日、独、仏等のIT化投資比率はかなり低い。

一方、各国のIT産業の拡大と経済全体の効率

性（TFP）の関係（図表２２）、及び、各国のIT投

資比率の上昇率と効率性（TFP）の上昇率との

関係（図表２３）を俯瞰すると、一定の相関関係が

認められるとしている。

IT産業（スウェーデン、フィンランドの携帯

電話を含む）が経済全体の牽引役となっているこ

とは確かであろう。また、IT化投資により生産

性が上昇する傾向があることも認められる。しか

し、個々の国には各々の状況があり、IT産業及

びIT化投資以外の要因も相当に大きいと思われ

る。したがって、個々の国におけるIT化投資の

効果については、個別に詳細な検討が必要である。

�２ 日本における効果の現状

日本におけるIT化投資効果の研究は、まだ始

まったばかりである。以下に、その先駆けとなる

研究例を示すが、ミクロ経済レベル以外では明確

な傾向を得るには至っていない。

�ア IT化、人的資本、企業組織と、生産性の関係

ミクロ経済レベル（企業単位）の研究では、IT

化がその効果を発揮して幅広い生産性上昇に繋が

るためには、人的資本や企業組織のあり方の変革

１２）産出の測定が難しいサービス業のことと思われる。

２１ 郵政研究所月報 ２００１．１
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も同時に必要、という米国と同様の結果が得られ

た（２）（付録６）。

�イ ITユーザー企業におけるIT化投資効果

産業別（１６業種）のコンピュータ・ストック

（ハード及びソフト１３））の労働生産性及び効率性

（TFP）に対する寄与について調査した結果（２）、

労働生産性については「輸送機械」及び「卸売・

小売業」の２業種のみで、また、TFPについて

は６業種（輸送機械、電気機械、精密機械、建設

業、卸売・小売業、金融・保険業）のみで（図表

２４）、寄与が認められた１４）。その結果は、「限定的

ないくつかの業種について、その可能性が示唆さ

れる程度」としている。

�ウ IT投資効果に対する企業の意識

企業サイドで把握しているIT化の効果につい

ても、以下のとおり、あまりはっきりした結果は

得られていない（２）（４）（付録６、付録７）。

�「サービスの向上」、「社内情報の共有化」、「業

務の合理化、効率化」、「企画力等の向上」など

外部からは分かりにくいものが中心。

�「売上高等の増加」、「新規顧客の獲得」、「新

サービス等の開始」といった量的拡大に関する

効果はそれほど広範に現われていない。

�「組織のフラット化」が進展したと回答した企

業も比較的少ない。

�３ 日本社会の課題

「IT化が進むと同時に、人的資本のレベルが高

く、企業組織のフラット化が進んだ企業こそが、

相対的に高い生産性を享受する可能性が高い」、

すなわち、「IT化がその効果を発揮して幅広い生

産性上昇につながるためには、人的資本や企業組

織のあり方の変革も同時に必要」（２）（付録７）と

いうことについては、ようやく、日本企業の認識

も高まりつつある（１９）（付録８）。今後は、以下の

点について改善を図っていく必要があろう。

�ア 人 材（３）

�情報化の目標とステップを明確にできるトップ

の不在１５）（付録８）

�業務とITをコーディネイトできる人材の不足

�イ システム（３）

�個人をサポートするシステムへの転換が進んで

いない

�非定形文書データやファジーなデータをマイニ

図表２１ 各国における設備投資中のIT化投資（ソフトウェアを除く）の比率

（注） ソフトウェア等を除くベース
（出所） Sehreyer（２０００）

２２郵政研究所月報 ２００１．１
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英国�

カナダ�

ノルウェー�
スウェーデン�

オーストラリア�

フィンランド�

ングできるソフトへの不足

�ソフト、文書規格の統一ができていない

�ウ 慣習、規制（１８）

�閉鎖的といわれる日本独自の取引慣行の見直し

�再販価格制度、酒類、医薬品販売の規制、懸賞

規制等の規制緩和策

図表２２ 各国におけるIT産業の拡大と経済全体の効率性（TFP）上昇率の関係（１）

（注） IT産業比率は、IT産業の付加価値の名目GDPに占める割合

図表２３ 各国のIT投資比率上昇率と経済全体の効率性（TFP）上昇率の関係（１）

（注） IT投資比率は、IT投資／GDP比率
（出所） Bassanini, Searpetta and Visco（２０００）, Daveri（２０００）, Credit Suisse First Boston Securities

（２０００）

１３）コンピュータこそが仕事のやり方そのものを変えるものだとして、上記ア及び米国における大部分の研究と異なり、通信設備
等を含めていない。

１４）このうち、電気機械、建設業、卸売・小売業、金融・保険業についてはコンピュータ・ストック比率の高い業種であるが、輸
送機械及び精密機械についてはコンピュータ・ストック比率の低い業種である（図表６）。

１５）米国のCIO（チーフ・インフォーメーション・オフィサー）も、５年程度以前には現在の日本と同じように、その権限が情報
化のみに限定されていたため、期待されたような成果が上がらなかった。その反省から、最近の米国では、CIOに対し、企業
の情報化だけでなく組織や業務形態の見直しの権限を与えることが一般的になっている。

２３ 郵政研究所月報 ２００１．１
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付録１ IT利用の効果についてのミクロ的分析

IT利用による企業単位（ミクロ）の生産性向

上については、米国の１，３００社を対象とした研究

「生産性パラドクスを超えて」（７）がある。

ここでは、従来のようにIT投資額だけを要因

として生産性への影響を分析するのではなく、組

織の分権化（フラット化）や人材育成の程度を考

慮すべきことが指摘されており、付図表１―１、

２のように、IT投資に組織の分権化等が伴わな

いと生産性の向上が期待できず、逆に、組織の分

権化に否定的な企業が大きなIT投資を行うと、

そのIT投資がサンク・コストとなるため、却っ

て生産性が低下する、という結果が示されている。

付図表１―１ 米国におけるIT投資及び組織の分

権化と生産性の関係（７）

IT投資

低 高

組織の

分権化等

低 ０％ －３．６６％

高 ＋１．６１％ ＋４．５５％

（注） 数字は「IT投資」、「組織の分権化等」ともに「低」
の場合を基準（０％）とした相対値

２５ 郵政研究所月報 ２００１．１
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付録２ 「米国における生産性の推移」
（８）

米国の生産性について、米国商務省の報告書

「デジタル・エコノミー」シリーズの最新版「デ

ジタル・エコノミー２０００」（８）では、以下の２点が

示されている。

�１「IT産業」が急成長しGDPに対するシェアも

着実に増大させている。

�２「非農業産業」全体の生産性のデータ（付図表

２―１）で、１９９０年代後半にその傾きが上向い

ている。

ただ、上記�２については、同図の生産性曲線を

直線近似する際、２本目の直線を引くために十分

な期間のデータがあるといえるのか、疑問が残る。

付図表２―１ 米国における非農業生産性の推移（８）

米国労働省労働統計局

２６郵政研究所月報 ２００１．１
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付録３ 米国の生産性向上についての疑問（例）

大統領経済報告のデータを付図表３―１に示す。

この図では「非金融・非農業の生産性上昇率」の

顕著な上昇は認められず（９）、１９９０年後半に生産性

の上昇率が高まっているとは言いにくい。

一方、付図表３―２は、同じ生産性上昇率の

データを１９８０年～２０００年で切り取って拡大し、

１９９０年代後半とそれ以前を対比したものであり、

デジタルエコノミー２０００等の議論のベースとなっ

ているものである。しかし、１９９０年代後半に生産

性上昇率が高まっている「可能性」があることは

否定できないが、この図だけからは、１９９０年代後

半において生産性上昇率が従来よりも明らかに高

まっていると結論付けることは、難しいと思われ

る。

付図表３―１ 米国におけるGDP、生産性等の成長率の推移

（出所） Survey of Current Business. Economic Report of the President２０００

２７ 郵政研究所月報 ２００１．１
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付図表３―２ 米国の労働生産性上昇率（非農業部門）（１）

（注）２０００年は上期中の平均。
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（１）労働生産性の改訂状況�

付録４ IT投資による生産性への影響についての統計的問題

米国においてIT投資の効果として生産性の変

化が統計的に現れてこなかった理由については、

以下の４種類の説がある。

�１「時間的ラグ説」：蒸気機関や電気の発明のよ

うに、革新的な技術の採用と生産性向上までに

は相当の時間が必要｛ポール・デビッド（オッ

クスフォード大）等｝

�２「技術革新効果相殺説」：新セクターの急拡大

と旧セクターの相対的縮小が同時発生（IT革

命により、既存の企業間・企業／消費者間の取

引、流通経路が縮小など）

�３「資本蓄積過小説」：既存の資本ストックが十

分大きいため、情報化投資に伴う資本ストック

の追加の影響が相対的に小さくなる

�４「統計不備説」：ソフト等の新たな財を統計が

補足していない、など

これについて、郵政研究所（１０）の検討結果では、

�１「時間的ラグ説」及び�２「技術革新効果相殺説」

は妥当するが、�３「資本蓄積過小説」は妥当しな

い、とされている。

また、�４「統計不備説」については、米国政府

が、これまで中間投入財として扱ってきたソフト

ウェア１６）を無形固定資産に計上するGDP統計の遡

及改訂を行ったため、付図表４―１のように、

GDP成長率の上方修正幅が大きくなった。特に、

９５～９７年の業種別データでは、金融及び卸売業界

において上方修正幅が極めて大きくなっている。

同様に日本政府も、今年１０月、ソフトウェアを

GDP統計に含めるため、国民経済計算を改訂し

た。

１６）ソフトウェアには、�１外注ソフト、�２内製ソフト、�３汎用ソフトの３種類がある。
米国では、これら３種類のすべてが統計に含まれているが、日本では、�２及び�３は統計に含まれていない。しかしながら、�１
に比べて�２及び�３の規模が６分の１程度といわれており、大きな違いにはならないと思われる。

付図表４―１ 米国におけるGDP成長率の改定の影響（１）

（注）９９年は、第１四半期～第２四半期の平均。

２９ 郵政研究所月報 ２００１．１
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（注）９５年～９７年における改訂後の平均伸び率から改訂前の平均伸び率を差し引いたもの
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＋1.1％�

I
T
の
寄
与
度�＋0.7％�

〈0.7〉�
〈1.4〉�

〈0.6〉�

付録５ 「IT産業の効率性上昇」及び「ITストックの蓄積」の効果

米国における最近の主な学術的研究では、付図

表５―１及び２に示すように、９０年代後半に９０年

代前半と比べて労働生産性上昇率が１％程度高

まっている中で、「IT産業」の貢献（�１「IT産業

の効率性（TFP）向上」及び�２「IT産業のストッ

ク（資本）蓄積」）がその５～７割程度を占める、

とされている（８）。

これらの研究結果は、コンピュータ等のIT産

業が成長し、その他の産業でもITへの設備投資

により資本が蓄積されることにより、労働生産性

付図表５―１ 労働生産性の向上に対する「IT産業」及び「IT資本蓄積」の寄与度

（注） ITの寄与度は、IT資本蓄積要因とIT業種TFP要因の合計
（出所） Oliner and Sichel（２０００）

付図表５―２ 米国の労働生産性に対するITの貢献度（８）

Jorgenson

＆ Stiroh

Oliner ＆

Sichel
Whelan

大統領経済

レポート
議会予算局

比較期間
９０―９５年→

９５―９８年

９１―９５年→

９６―９９年

７４―９５年→

９６―９８年

７３―９５年→

９５―９９年

７４―９９年→

９５―９９年

技術進歩
�１IT産業 ０．１９％ ０．２６％（＊） ０．２７％ ０．２３％ ０．２０％

他産業 ０．４４％ ０．４１％ n.a. ０．７０％ n.a.

ITユ ー ザ の

資本の蓄積

�２IT投資 ０．３１％ ０．４５％（＊＊） ０．４６％ ０．４７％ ０．４０％

その他 ０．１８％ ０．０３％ n.a. n.a. n.a.

�３労働生産性の加速 １．０％ １．０４％ ０．９９％ １．４７％ １．１０％

�４ITの貢献
（�１＋�２）

０．５％ ０．７１％（＊＊＊） ０．７３％ ０．７０％ ０．６０％

生産性の加速に対する

ITの貢献度（�４／�３）
５０．０％ ６８．３％ ７３．７％ ４７．６％ ５４．５％

（＊）「IT産業」のTFPの上昇（付図表５―３）は、９６～９９年における産業全体のTFP上昇率＋１．２５％を＋０．４７％（約５割）高
めており（付図表５―４）、９１～９５年と比べるとTFP上昇率を＋０．２６％高めた（TFP上昇率の加速）ことになる。

（＊＊） 資本ストック中のITストックの割合は９９年末に１４％弱に増大（付図表５―５）。「IT資本」の蓄積が生産性上昇率に及ぼ
す貢献は、９１～９５年の年平均＋０．４８％から、９６～９９年の＋０．９４％へと、＋０．４６％増加（付図表５―６）。

（＊＊＊） 全産業のTFP上昇＋１．１％に対する「IT産業」及び「IT資本蓄積」の貢献の合計は、＋０．７１％（付図表５―７）。
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0

コンピュータ�
半導体�

　　　IT産業のTFP上昇率�

（平均前年比、％）�

　　　TFP上昇に対するIT産業の寄与�

（平均前年比、％）�
1.4

1.2

1.0

0.8

0.6

0.4

0.2

0.0

74―90

〈0.40〉�

〈0.17〉�

91―95

〈0.57〉�

〈0.21〉�

96―99

〈1.25〉�

〈0.47〉�

TFP上昇率�

うちIT産業の寄与�

を押し上げていることを主張しているが、これは、

ITの効果が蒸気機関や電気の効果と同様に必ず

生産性向上に結びつくとする議論である。

付図表５―３ 「IT産業」�１（１）

付図表５―４ 「IT産業」�２（１）

（出所） Oliner and Sichel（２０００）
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付図表５―６ 「IT資本蓄積」�２
全産業のTFP上昇に対する「IT資本蓄積」の寄与度

（出所） Oliner and Sichel（２０００）

付図表５―５ 「IT資本蓄積」�１（１）
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付図表５―７ 米国のIT関連資本ストックの内訳（１）
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付録６ 日本企業における情報化の効果分析
（２）

�１ IT化、人的資本、企業組織１７）と、生産性等の

関係

上場・店頭企業（金融・保険を除く）について、

IT化が人的資本、企業組織とともに、財務デー

タ上の効率性（TFP）に与える効果は、以下の

とおりであり、「IT化が進むと同時に、人的資本

のレベルが高く、企業組織のフラット化が進んだ

企業が、相対的に高い生産性を享受する可能性が

高い」、すなわち、「IT化がその効果を発揮して

幅広い生産性上昇につながるためには、人的資本

や企業組織のあり方の変革も同時に必要」という

米国と同様の結果が得られている（付図表６―１）。

�「IT化が進み人的資本のレベルが高い企業」

及び「IT化、組織のフラット化とも進んだ企

業」は、それぞれ、両方が低い企業と比べると

高い生産性を示す。

�２つの要素の一方は高いがもう一方が低い企業

は、両方が低い企業と比べて統計的に生産性が

ほとんど変わらないことが多い。

�２ 企業サイドから見たIT化の効果

企業サイドで把握しているIT化の効果（付図

表６―２）は、以下のとおりである。

�「サービスの向上」、「社内情報の共有化」、「業

務の合理化、効率化」、「企画力等の向上」など

外部からは分かりにくいものが中心。

�「売上高等の増加」、「新規顧客の獲得」、「新

サービス等の開始」といった量的拡大に関する

効果はそれほど広範に現われていない。

�「組織のフラット化」が進展したと回答した企

業も比較的少ない。

付図表６―１ IT化、人的資本、企業組織が、生産性に与える効果（２）

�１ IT化と人的資本の効果

IT化の進展

低 高

人的資本の充実
高 ＋ ＋＋

低 ０ ０

�２ IT化と企業組織の効果

IT化の進展

低 高

企業組織のフラット化
高 ０ ＋

低 ０ ０

（注） 明らかに効果のあるもの；＋、特に効果が顕著なもの；＋＋、統計的に効果が認めら
れないもの；０

１７）３要素を示す指標：IT化＝「１人当たりパソコン台数」、人的資本＝「大卒・大学院卒者の割合」、企業組織＝「フラット化の
進展度合い」。
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付図表６―２ ITの効果に対する企業自身の評価（２）
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その他�

付録７ 日本企業における情報化投資の目的
（４）

情報化の目的については、付図表７―１に示し

たように、全般的に「情報共有化」及び「経営ス

ピード向上」が７～８割と最も多く、次に「損益

管理徹底」、「ローコスト経営」及び「サービス向

上・顧客満足獲得」が４～５割と続き、「市場機

会発見」及び「新しい能力と技術の創造」の手段

としている企業は約２割と少数である。

これは、本文の図表８に示した「情報化のフ

ロー」からも理解できる傾向であり、まず、情報

化を志す企業は、「情報共有」のためにLANや電

子メールからデータベース（商品DBレベル）の

整備へと進み、損益管理や経営コスト削減等の

「社内活動の効率化」を行う。この段階で、「損

益管理徹底」や「ローコスト経営」まで実現する

ためには、企業トップのリーダーシップが鍵とな

り、データベースの作り込みやその維持・利用促

進のための社内リテラシー（単に情報システムを

利用するためのリテラシーではなく、その目的を

十分理解し、その実現に努める姿勢までを含めた

リテラシー）の向上が重要となる。

その次の段階として、顧客と向き合う必要性に

気づいた企業が取引DBやCTIを整備して「サー

ビス向上・顧客満足獲得」に力を入れ出す。ここ

でも、単にお題目としてCRMを導入するのか、

企業全体として顧客満足度を最優先する意識を持

たせることができるかが、成否の分かれ目となる。

顧客とのコミュニケーションが良好な企業の中

で、特に意識の高い企業のみが、その情報を活用

付図表７―１ 業種別、情報化投資の目的（４）

（注） インフラ業；鉱業、建設業、運輸業、電気・ガス・熱供給・水道業、通信業
サービス等業；卸売・小売・飲食店、金融・保険業、不動産業、情報サービス・調査

業、サービス業
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して新しい「市場機会」を発見したり「新しい能

力と技術」を創造するところまで到達することが

できる。

なお、業種間では大きな差は見られないが、比

較的、「インフラ業」で「経営スピードの向上」、

また「サービス等業」で「サービス改善、顧客満

足獲得」への回答が多い。
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付録８ 日本企業における体制上の課題
（１９）

ITを導入した企業でも、これを十分活用でき

ている企業はあまり多くない。

付図表８―１は、自社の情報システムに対する

評価の調査であるが、「大変便利で積極的に利用

している」のは僅か１８％で、「積極的に推進する

責任者がいない」が２７％、「使い難い」及び「操

作ができない」が合わせて３４％もある。

積極的に導入を推進する責任者の存在について

は、IT予算を執行する際には６割近いCEOが積

極的に関与しているが、IT戦略を指揮するCIOに

ついてはその４分の１が役員ですらなく、７割が

他の担当との兼務でCIOの業務に裂く時間が３割

以下、という貧弱な体制にある。また、IT戦略

を策定するメンバー（複数回答）も、最高意思決

定機関（４５％）に対して、社内の情報システム部

門（７４％）、経営企画（５０％）と、全社的な対応

を行っている社は少なく、また、「IT部門が孤立

化している」と答えた会社が３９％もある（１９）。

さらに、付図表８―２に示すように、CIOを任

命している社の割合は、わずか３１％に過ぎない。

また、情報システムの構築や運用に当っての問題

点として、経営企画部門の４３．９％、情報システム

部門の４５．１％が、「業務プロセスの改善が進んで

おらず、情報化の効果が上がりにくい」ことが指

摘されている。

このように、我が国の企業においては、CIOの

育成・権限拡充を含めた体制整備が大きな課題と

なっている。

「情報化はトップダウンでなければ成功しな

い。」「社員の情報リテラシー向上の努力が欠かせ

付図表８―１ 日本企業における自社の情報化に対する評価（２０）

付図表８―２ 日本企業におけるCIOの任命状況（６）

４９
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ない。」というのは既に日本でも常識化している。

これらの点をクリアした先進的な企業でも、現場

が動かないというトラブルに直面することが多い。

その場合、「本当にトップの意気込みが現場に伝

わっているか」「現場が情報化の活用メリットを

実感しているか」「システムを使わずに済む逃げ

道を与えていないか」のチェックが不可欠といわ

れている。

このような全社的な取組みがあって初めてIT

化投資が活き、企業の生産性も向上していくもの

と思われる。このためにも、CIOの任命と権限強

化、CEOのリーダーシップが必要であるが、日

本企業はようやくこの点を認識した段階である。

４０郵政研究所月報 ２００１．１



はじめに

郵便事業においては、これまで小型郵便物にお

ける「郵便物あて名自動読取区分機」等の機械化

やバーコードによる道順組立までの機械化を行う

新郵便処理システムの導入など、業務の効率化へ

向けて積極的な取組が図られきた。しかし、その

成果をフルに発揮するための郵便作業室内のレイ

アウトについては、多くの要因が複雑に交錯し、

問題規模も大きいところから従来は担当者の経験

に基づく試行錯誤による方法が用いられてきた。

そこで、郵政研究所通信経済研究部（技術開発

研究担当）では、現状の郵便の内務作業について

実用上有効なことが示されているシステム的レイ

アウト計画の技法１）を援用して合理的な方法で調

査・分析し、効率的で機能的な郵便作業室の体系

的なレイアウト手法を明らかにすることを試みて

いる。本稿では、その成果の中からレイアウト要

素２）の近接性について述べる。

［要約］

郵便事業においては、これまで小型郵便物における機械化等、業務の効率化へ向けて積

極的な取組が図られてきた。しかし、その成果をフルに発揮するための郵便作業室内のレ

イアウトについては、担当者の経験に基づく試行錯誤による方法が用いられてきた。

そこで、合理的で体系的な郵便作業室のレイアウト手法を明らかにするために調査・研

究を行った。本稿では、その成果の中から設備・機器の配置に最も大きな影響をもつレイ

アウト要素の近接性について述べる。

調査・分析に当たっては、これから最も建設予定が多く、区分機の配備予定の多い規模

の郵便局を対象とし、現況レイアウト・処理郵便物数・稼働人員等について調査を行い、

現在有効であることが示されているシステム的レイアウト計画の技法を援用して分析を

行った。

この結果、郵便内務作業におけるレイアウト要素の近接性についてある程度明らかにす

ることができ、また今までの経験則によるレイアウト手法に対して定量的な裏付けを与え

ることともなった。

調査研究論文

一般局における郵便内務作業のレイアウト要素の
近接性について

通信経済研究部研究官（技術開発研究担当） 相良比呂志

１）岩田一明他「生産システム学」（精密工学講座１３）１８５頁
２）郵便作業室における郵便内務作業の処理機能及び作業単位を指す

４１ 郵政研究所月報 ２００１．１



１ レイアウトについて

レイアウトは、目的とする最大の効果を生み出

すために物的な資源を最も有効に配置することと

いわれ３）、その目的が何かによりレイアウト計画

の段階での重点の置き方が変わってくる。郵便局

におけるレイアウトの意義は、迅速性、正確性、

容易性及び経済性の達成にあるといわれている４）。

これを言い換えるならば郵便局におけるレイアウ

トの目的は、作業性と経済性の向上にあるといえ

る。これはいうまでもなくあらゆる生産施設の究

極の課題である。一般には上記の課題解決のため

に、生産工学及び人間工学的な視点からレイアウ

ト計画に求め得るものは、�a スペースの利用効率

の向上、�b 運搬コストの低減、�c 作業効率の向上、

�d 安全で快適な作業環境の確保、�e 将来の変化に

適応できる融通性の確保であり、この５項目がレ

イアウト計画の目的であるといわれている５）。

２ レイアウト原則

作業場所や設備機器のレイアウトは、作業空間

内に物理的（設備）構造を与え、作業の良否に直

接的かつ顕著な影響を与えるため、レイアウト計

画に当たっては詳細な検討が求められ６）、先の目

的を満足させるために特に考慮しなければならな

い事項として、次の７原則があるとされている７）、

�１総合化の原則、�２最短距離の原則、�３適正面積

の原則、�４流れの原則、�５弾力性の原則、�６安全

と満足の原則、�７管理容易化の原則。

レイアウト要素の近接性は、「最短距離の原則」

を満足するために最も必要とされるものである。

３ 研究の目的

今回の研究は、郵便局における一般的なレイア

ウト条件を探り、郵便作業室の体系的なレイアウ

ト手法を明らかにしようとするものであるから、

現状の工程・作業方法を前提として、前記の７原

則に沿ってレイアウトの研究を進めることとした。

４ 郵便作業室レイアウトの実態調査

４―１ 調査目的

�１処理機能８）の確定、�２処理機能を構成する作

業単位９）の確定、�３作業単位の面積の確認及び�４

作業単位相互間の近接性の優先度を明らかにする

ために必要なデータの収集。

４―２ 調査対象

研究の成果が広く反映されることを期待して、

今後最も建設予定が多くかつ新型区分機の配備予

定が多いのが、郵便の内務作業室面積が１，０００～

３，０００m２で新型区分機が１台配備される局である

ところから、下記の条件に適合する局を東京・関

東郵政局管内より５局選出し調査を行った。

�１ 必要条件

・普通局（地域区分局を除く）

・郵便作業室面積（郵便予備室を除く）が１，０００

～３，０００m２の局

・新型区分機を１台配備している局（改造型を含

む）

３）日本経営工学会編「経営工学ハンドブック」８３４頁
４）郵政省編「郵便業務管理」３６３頁
５）日本能率協会「作業改善の技術・下巻」第６章以下
６）岩田一明他・前掲著１７９頁以下
７）佐藤良明「物流・配送センター」６９頁
８）郵便作業室内における差立区分等の処理システム及びそれにより処理される郵便物を組み合わせたもの、５－１参照
９）各処理機能の工程内でこれ以上細分化できない機能の単位、５－１参照
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・郵便作業室（同上）が１階層若しくは２階層で

完結している局

・現在新築移転中や仮局でない局

�２ 優先条件

・新築（増築も含む）年度が新しい局

・郵便（内務）作業室が整形な局

・郵便作業室が狭隘でない局（郵便一人当たり面

積が１５m２以上）

４―３ 調査項目

�１ 現況レイアウト調査

臨局し、各部の寸法を測定し郵便内務事務室の

詳細レイアウト図を作成する。

�２ 処理物数調査

日報類から処理されている郵便物数を、各処理

機能ごとに把握する。

�３ 稼動調査

ワークサンプリング１０）により作業人員とその作

業流動状況及び業務スケジュールを把握する。

�４ 使用機器調査

各処理機能が必要とする設備、機械、備品、各

種附帯用具の種類と仕様、数量の検数を行う。

�５ 結束表調査

運送便のスケジュールと郵便局の業務スケ

ジュールの関連を調査する。

�６ ヒアリング調査

管理者に対しインタビューを行い、主としてレ

イアウト計画上の問題点と意見を聴取する。

１０）一定時間間隔で、各作業単位で作業に従事している人数を観測する方法
１１）レイアウト要素の近接性を分析するに当たって必要とされる処理物数及び稼働人員については、Ａ・Ｂ局でしか有効なデータ

の採取が出来なかったため、他の３局は図表１からは除いている。

４―４ 調査局の概要１１）

図表１ 調査局の概要

局 名 局 舎 全 体 郵 便 関 係 定 員

新 築
年 月

構 造

延面積

（m２）
m２

定員１
人当り
面 積
（m２）

作業室
面 積

（m２）

予備室
面 積

（m２）

計

（m２）

郵便１
人当り
面 積
（m２）

全体

（人）

郵 便 内 務 郵 便 外 務

本務者
（人）

P.T
（人）

本務者
（人）

P.T
（人）

Ａ郵便局 S５４．０３ RC２，B１ ５，０２６ ５３．５ １，１３９ ７０２ １，８４１ ３３．５ ９４ １５ ９．１ ４０ ２

Ｂ郵便局 S５５．０９ RC３，B１ ７，３３０ ３１．１ １，４５４ １，２２６ ２，６８０ １８．１ ２３６ ３１ １３ １１７ ２

局 名 配 達 区 数 区 内 状 況 取 扱 物 数

通 常 小 包 面 積 人 口 世帯数 引 受 配 達 年 賀

団 地 委 託

Km２ 千人 千

通 常 小 包 通 常 小 包 引 受 配 達

区 区 区
取 集 自 局

個 千
年 繁 １ 日

千 千
千 千 個 個

Ａ郵便局 ２３ ９ ２ １５ ９６ ３６ １３ ７ ４９ ４６ ９６７ ６４７ ２，３６１ ２，３５２

Ｂ郵便局 ６７ １７ ４ ４６ ２９４ １０９ ３０ １４ ３１９ １３４ ２，４６１ ９８８ ５，４６３ ６，０４０

全国普通郵便局局別施設概要一覧表（平成１０年１０月１日現在）による
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４―５ 調査結果

�１ 現況レイアウト調査結果（省略）

�２ 処理物数調査結果

郵便局で記録されている日報類から郵便物数を

把握し、各作業単位間を流動する郵便物の量を

From―to Chartにより整理したのが下記の図表２

及び３である。

図表２ Ａ郵便局 郵便物数（通数）

From to Chart 発

着

口

取

集

口

区

分

機

自
動
取
揃
押
印
機

小
型
通
常
差
立
手
区
分

大
型
通
常
差
立
手
区
分

速
達
差
立
手
区
分

小
型
通
常
配
達
手
区
分

大
型
通
常
配
達
手
区
分

速
達
配
達
手
区
分

特

殊

室

外

務

発 着 口 ４３８６７ ９０６４ ６０４３ ４１０ １１３８
取 集 口 ８４３６ ３６０７ ４８５ １８２ ４８４
区 分 機 ６１０２ ２３３４ ４１３４１
自 動 取 揃 押 印 機 ６１０２
小型通常差立手区分 ３７９０
大型通常差立手区分 ４８５
速 達 差 立 手 区 分 １８２
小型通常配達手区分 ９０６４
大型通常配達手区分 ６０４３
速 達 配 達 手 区 分 ４１０
特 殊 室 ４８４ １１３８
外 務

図表３ Ｂ郵便局 郵便物数（通数）

From to Chart 発

着

口

取

集

口

区

分

機

自
動
取
揃
押
印
機

小
型
通
常
差
立
手
区
分

大
型
通
常
差
立
手
区
分

速
達
差
立
手
区
分

小
型
通
常
配
達
手
区
分

大
型
通
常
配
達
手
区
分

速
達
配
達
手
区
分

特

殊

室

外

務

発 着 口 １２６２２１ ２０８３３ １１５１０ ３７３ １０９１
取 集 口 ２０４０５ ８９４６ ７２５０ １３４３ ３３７３
区 分 機 ４３７６５ ２８１７２ １２４５１４
自 動 取 揃 押 印 機 ４３７６５
小型通常差立手区分 ８９４６
大型通常差立手区分 ７２５０
速 達 差 立 手 区 分 １３４３
小型通常配達手区分 ２０８３３
大型通常配達手区分 １１５１０
速 達 配 達 手 区 分 ３７３
特 殊 室 ３３７３ １０９１
外 務
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�３ 稼働調査結果

内務作業に従事する職員を対象に、３分間隔で

何人の職員が、どの場所で、何の作業を行ってい

たかをワークサンプリングにより記録し、各作業

単位間を移動した職員の数を推計し、From―to

Chartにより整理したのが下記の図表４及び５で

ある。

�４ 使用機器調査結果（省略）

�５ 結束表調査結果（省略）

�６ ヒアリング調査結果（省略）

図表４ Ａ郵便局移動人数（人・回）

From to Chart 取

集

口

自
動
取
揃
押
印
機

区

分

機

小
型
通
常
差
立
手
区
分

大
型
通
常
差
立
手
区
分

速

達

差

立

区

分

発

送

口

Ｖ

Ｃ

Ｓ

小
型
通
常
配
達
手
区
分

大
型
通
常
配
達
手
区
分

速

達

配

達

区

分

特

殊

室

取 集 口 １１ ４ ９ ５ １ １ １ １１ １ １ １
自 動 取 揃 押 印 機 ６ ４ １
区 分 機 ８ １ ９ ２ １ １ ２ １
小型通常差立手区分 １６ １ １２ ３ ２ １ ４ ３ １ １
大型通常差立手区分 ３ ３ １ ２ １ １
速 達 差 立 区 分 １ ２ １ １ ３ １ １
発 着 口 ３ １ ２ ２ ３ ４ ３ ２
Ｖ Ｃ Ｓ １ ５ ４ ９
小型通常配達手区分 １２ １４ ３ ３ １ １
大型通常配達手区分 １ １ １ ２ ６ １
速 達 配 達 区 分 １ １ ６
特 殊 室 ２ １ １ １ ６

図表５ Ｂ郵便局移動人数（人・回）１２）

From to Chart 取

集

口

自
動
取
揃
押
印
機

区

分

機

小
型
通
常
差
立
手
区
分

大
型
通
常
差
立
手
区
分

速

達

差

立

区

分

発

着

口

Ｖ

Ｃ

Ｓ

小
型
通
常
配
達
手
区
分

大
型
通
常
配
達
手
区
分

速

達

配

達

区

分

特

殊

室

取 集 口 ４ ５ ７ ２ ２ ５ ４ ３
自 動 取 揃 押 印 機 ６ ６ ５ １ １
区 分 機 １３ ６ ３０ ２ １２ １０ １０ １４ ２１
小型通常差立手区分 ７ ２５ ２ ５ ４ ７ ６
大型通常差立手区分 １ １ １ １ １
速 達 差 立 区 分 ４ ２ １３ ３ １ ９ ５ ３
発 着 口 ８ １１ １ ４ ８ ４ ２
Ｖ Ｃ Ｓ １２ ２ １４
小型通常配達手区分 ９ ３ １７ ３ ４ ４ ４
大型通常配達手区分 １ １ ２４ ４ ２ ４ １１
速 達 配 達 区 分
特 殊 室

１２）速達配達区分と特殊室の移動については記録出来なかった。
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（２）配達区分の工程�

小包配達�
手区分�

書留配達�
手区分�

速達配達�
手区分�

大型通常配達�
手区分�

小型通常配達�
手区分�

小型通常道順�
組立機械区分�

小包差立�
手区分�

書留差立�
手区分�

速達差立�
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（１）差立区分の工程�
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５ 郵便内務作業のレイアウト要素の近接性の分析

レイアウト計画の原則の中で、レイアウト要素

の近接性に関係の深い「流れの原則」「最短距離

の原則」と合わせて、調査結果を用いレイアウト

要素の近接性の分析結果を示す。

５―１ 流れの原則

この原則は「設備・備品等を工程の流れに沿っ

て配置する。」というもので、この原則を満足さ

せるためには、郵便作業室内における差立区分等

の処理システム及びそれにより処理される郵便物

の種別（両者を組み合せたものを以下、処理機能

という）を確認し、各処理機能の工程内でこれ以

上細分化できない作業単位（例えば、小型通常郵

便物の手区分等）を確定する必要がある。

レイアウトを構成する要素を確定するという意

味で、レイアウト要素の近接性を論ずるについて

は重要な意味を持つ。

�１ 処理機能

調査局においても、一般の郵便局と同様、郵便

内務作業室では、�１郵便物の処理システム、�２郵

便物の種別が組み合わされて処理機能が形作られ、

それに�３管理機能が加わり全体が構成されている。

郵便物の処理機能には�１差立区分と�２配達区分

があり、その各々に小型通常大型通常速達特殊小

包の各郵便物の処理機能が形作られている。

管理機能は郵便物の流れには直接関与しない独

立の機能として存在している。この機能区分に基

づいて作業単位の確認を行う。

�２ 作業単位

各局における差立・配達機能の各郵便物の種別

ごとの工程を図表７に示す。この工程に基づき、

作業内容をスペースに置き換えて図表８のとおり

各処理機能における作業単位を確定した。

実際の作業は、各作業単位の中でより細かく分

図表６ 郵便内務作業室内の処理機能

機 能 郵 便 物 の 種 別

１ 差立区分

２ 配達区分

Ａ 小型通常郵便物

Ｂ 大型通常郵便物

Ｃ 速達郵便物

Ｄ 特殊郵便物（書留その他）

Ｅ 小包郵便物

３ 管 理

図表７ 各処理機能の工程

４６郵政研究所月報 ２００１．１



（２）配達区分の作業単位�

小包配達�
区分スペース�

特殊室�
（書留配達区分）�

速達配達�
区分スペース�

小型通常配達�
区分スペース�

大型通常配達�
区分スペース�

区分機スペース�
（小型通常道順組�
　立機械区分）�

小包差立�
区分スペース�

特殊室�
（書留差立区分）�

速達差立�
区分スペース�

小型通常差立�
区分スペース�

大型通常差立�
区分スペース�

区分機スペース�
（小型通常差立機�
　械区分）�

外
務（
外
務
・
受
託
者
へ
交
付
）
�

発
着
口（
到
着
・
パ
レ
ッ
ト
分
類
・
パ
レ
ッ
ト
開
披
）

（１）差立区分の作業単位�

窓
口（
引
受
）・
取
集
口
�

押
印
機（
選
別
・
消
印
）
�

発
着
口（
パ
レ
ッ
ト
納
入
・
便
編
成
・
差
立
）
�

� �

かれているが、作業単位の近接性を判断する場合

はこれ以上の細分化は不要と考えられる。

５―２ 最短距離の原則

この原則は「人や物の移動・運搬の距離・時間

を短くする。」というもので、基本的なレイアウ

トは「流れの原則」により工程に沿ってレイアウ

トされるが、各工程が分岐や交錯する場面で最短

距離を判断するためには、各作業単位間の結びつ

きの強弱を明らかにしなければならない。この場

合に必要となるのが各作業単位の近接性である。

近接性の優先度を判断するための因子としては、

作業単位間の具体的なつながりを移動の量で示し

ている�１郵便物の量、�２作業員の数、及び�３数量

では把握できない管理上等の重要な関係がある。

�１ 郵便物の量による分析

�ア 分析方法

近接性の優先度を判断する指標としては、�１数

量、�２運搬回数、�３運搬時間が考えられるが、運

搬時間を指標とすることは調査する局舎（作業室）

の形態に左右されるため適当ではない。また、単

に数量を指標とすることも大型郵便物と小型郵便

物を一律に数えることとなり適当ではない、そこ

で数量を輸送容器で補正した値（運搬回数）を指

標としこれにより優先度を判断することとした。

一般には、From―to Chartにより整理された、

各作業単位間を移動している郵便物の量をロール

パレット、ファイバー、１パス保管棚等の運搬手

段により換算し、その回数を比較し、近接性の優

先度を決定することが考えられる。今回は、作業

単位間を移動した郵便物をファイバーに換算した

上で輸送容器別１３）に換算した。更に郵便局間の比

較を行うため、作業単位間の運搬回数が最大のも

のを１００％とし、各作業単位間の比率（運搬比率）

を求めた。ただし小包の数が大きいため、小包を

図表８ 各処理機能の作業単位

１３）輸送容器換算値は、配達機械区分された郵便物は外務交付の保管棚数に交付回数（午前２回、午後２回）を掛けて運搬回数と
した。また、ファイバーが多数で実態として台車等で運搬している場合は、５個を一回で運搬すると仮定した。それ以外のも
のはファイバーを１個ずつ運搬するものとした。小包はロールパレット１台当たり１００個とした。
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図表９ Ａ郵便局運搬比率
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発 着 口 ７％ ２％ ２％ ２％ ２％ １２％ ２％ ７％ １５％ ２％

取 集 口 １２％ ２％ １０％ ２％ ７３２％ ２％

区 分 機 １０％ ５％ １０％

自 動 取 揃 押 印 機

小型通常差立手区分

大型通常差立手区分

速 達 差 立 手 区 分

小型通常配達手区分 １２％

大型通常配達手区分 １００％

速 達 配 達 手 区 分 ２％

小 包 差 立 区 分

小 包 配 達 区 分 １４６３％

特 殊 室 ２％

外 務

図表１０ Ｂ郵便局運搬比率

発

着

口

取

集

口

区

分

機

自
動
取
揃
押
印
機

小
型
通
常
差
立
手
区
分

大
型
通
常
差
立
手
区
分

速
達
差
立
手
区
分

小
型
通
常
配
達
手
区
分

大
型
通
常
配
達
手
区
分

速
達
配
達
手
区
分

小
包
差
立
区
分

小
包
配
達
区
分

特

殊

室

外

務

発 着 口 １２％ １％ ６％ １％ ３％ １０％ １％ １０％ ９％ ４％

取 集 口 １４％ ６％ ６４％ １％ １０３９％ ３％

区 分 機 １４％ １９％ ８％

自 動 取 揃 押 印 機

小型通常差立手区分

大型通常差立手区分

速 達 差 立 手 区 分

小型通常配達手区分 １４％

大型通常配達手区分 １００％

速 達 配 達 手 区 分 １％

小 包 差 立 区 分

小 包 配 達 区 分 ９０９％

特 殊 室 １％

外 務
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除いて最大のものを基準としている１４）。

�イ 運搬比率

図表９及び１０に各局の各作業単位間の運搬比率

を示す。

�ウ 分析結果

上記の結果を運搬比率が高い順に並べたのが下

記の図表１１である。

上記より、Ｄ局及びE局の双方で１０％以上の運

搬比率を持つ１５）下記の作業単位間について、強い

近接性があると判断する。

�１ 外 務１６）―小包配達区分

�２ 取集口 ―小包差立区分

�３ 外 務 ―大型通常配達手区分

�４ 取集口 ―大型通常差立手区分

�５ 取集口 ―自動取揃押印機

�６ 外 務 ―小型通常配達手区分

�７ 区分機 ―自動取揃押印機

�８ 発着口 ―大型通常配達手区分

また、片方の局で１０％以上の運搬比率を持つ下

記の作業単位間については、弱い近接性があると

判断する１７）。

�９ 区分機 ―小型通常差立手区分

１４）小包を最大とすると、他の作業単位間の値が小さくなり比較が困難となるからである。
１５）Ｄ局、Ｅ局とも１０％以上の運搬比率をもつ作業単位間の累積運搬比率が９８％を占めるため、この範囲をカバーすれば充分と考

えられるからである。
１６）配達が委託の場合は、委託業者となる。
１７）外務―区分機間については、外務―配達区分間の相関関係がはるかに強いため除いている。

図表１１ 郵便物の運搬比率による近接度

作 業 単 位 作 業 単 位 Ｄ 局 Ｅ 局 計

１ 外 務 小包配達区分 １４６３ ９０９ ２３７２

２ 取 集 口 小包差立区分 ７３２ １０３９ １７７１

３ 外 務 大型通常配達手区分 １００ １００ ２００

４ 取 集 口 大型通常差立手区分 １０ ６４ ７４

５ 取 集 口 自動取揃押印機 １２ １４ ２６

６ 外 務 小型通常配達手区分 １２ １４ ２６

７ 区 分 機 自動取揃押印機 １０ １４ ２４

８ 区 分 機 小型通常差立手区分 ５ １９ ２４

９ 発 着 口 小包配達区分 １５ ９ ２４

１０ 発 着 口 大型通常配達手区分 １２ １０ ２２

１１ 発 着 口 区分機 ７ １２ １９

１２ 外 務 区分機 １０ ８ １８

１３ 発 着 口 小包差立区分 ７ １０ １７

１４ 取 集 口 小型通常差立手区分 ２ ６ ８

１５ 発 着 口 大型通常差立手区分 ２ ６ ８

１６ 発 着 口 特殊室 ２ ４ ６

１７ 発 着 口 小型通常配達手区分 ２ ３ ５

１８ 取 集 口 特殊室 ２ ３ ５

１９ 発 着 口 小型通常差立手区分 ２ １ ３

２０ 発 着 口 速達差立手区分 ２ １ ３

２１ 発 着 口 速達配達手区分 ２ １ ３

２２ 取 集 口 速達差立手区分 ２ １ ３

２３ 外 務 特殊室 ２ １ ３

２４ 外 務 速達配達手区分 ２ １ ３
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�１０ 発着口 ―小包配達区分

�１１ 発着口 ―区分機

�１２ 発着口 ―小包差立区分

�２ 作業員の数による分析

�ア 分析方法

作業者が、作業切替等で空移動１８）を行う原因は、

次の２点が考えられる。

�１作業工程にしたがって工程の時系列的に移動す

る場合

�２工程の時系列に関係ない作業を並行的に行い、

タイミングを見計らって作業を切替える場合。

今回の分析に作業員の移動を含めたのは、観察

の結果、上記の�２の空移動が多いことに着目して

行ったものである。From to Chartで整理されて

いる移動数を、郵便局間の比較を行うため最大移

動回数を１００％としてその比率（移動比率）を算

出した。

図表１２ Ａ郵便局移動比率
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図表１３ Ｂ郵便局移動比率
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１８）郵便物の移送など実作業を伴わない移動。
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�イ 移動比率

図表１２及び１３に各局の各作業単位間の移動比率

を示す。

�ウ 分析結果

上記の結果を移動比率が高い順に並べたのが下

記の図表１４である。

前記の結果より、Ｄ局及びＥ局の双方で２０％以

上の移動比率を持つ、下記の各作業単位間につい

ては強い近接性があると判断する。

�１ 区 分 機―小型通常差立手区分

�２ 取 集 口―小型通常差立手区分

�３ 区 分 機―小型通常配達手区分

�４ 取 集 口―小型通常配達手区分

�５ 区 分 機―取 集 口

�６ Ｖ Ｃ Ｓ―区 分 機

�７ 小型通常配達手区分―大型通常配達手区分

�８ 速達差立区分―発 着 口

また、双方で１０％以上１９）の運搬比率を持つ、下

記の各作業単位間については弱い近接性があると

判断する。

�１ 自動取揃押印機―取 集 口

�２ 区 分 機―速達差立区分

�３ 区 分 機―発 着 口

�４ 小型通常差立手区分―小型通常配達手区分

�５ 区 分 機―自動取揃押印機

�６ 取 集 口―発 着 口

�７ 小型通常差立手区分―大型通常配達手区分

�８ Ｖ Ｃ Ｓ―発 着 口

�３ 判断因子の優先順位

近接性の優先度を判断する因子として�１郵便物

の運搬、�２作業者の移動について検討を加えてき

たが、次にこのどちらを優先するかという検討を

要する。一般的には郵便物の移動を優先すると考

えるのが普通と思われるが、今回は双方の移動時

間２０）に着目して検討を加える。

�ア 総工数２１）

�１ Ｅ郵便局 観測総工数

：５，２３６回×３分＝１５，７０８（人・分）

�２ Ｄ郵便局 観測総工数

：１，９１６回×３分＝５，７４８（人・分）

�イ 郵便物の運搬工数（運搬時間）

�１ Ｅ郵便局 内務の運搬工数

：２１８回×３分＝６５４（人・分）

（総工数比 ４．２％）

�２ Ｄ郵便局 内務の運搬工数

：１１４回×３分＝３４２（人・分）

（総工数比 ５．９％）

�ウ 作業員の移動工数（移動時間）

�１ Ｅ郵便局 作業者移動工数 ７８（人・分）

（総工数比 ０．５％）

�２ Ｄ郵便局 作業者移動工数 ４５（人・分）

（総工数比 ０．８％）

�エ 結 果

郵便物の運搬工数が作業員の移動工数に対し、

約８倍の比重をもつ。

この結果よりレイアウト計画の際は、郵便物の

移動経路の相互関係を優先的に考える必要がある

ことが判断できる。

１９）Ａ局およびＢ局の作業員の移動比率の累積相対度数が、頻度２０％ラインで累積度数約７０％、頻度１０％ラインで累積度数約９０％
を満足しており、作業員の移動をほとんどカバーしているからである。

２０）移動時間は、それぞれ固有のレイアウトを前提としているため絶対的な基準値としての使用はできないが、同一レイアウト内
における郵便物の実移動時間と作業員の空移動時間の相対的な比較には十分有効である。

２１）ワークサンプリングの結果から運搬時間を集計した。ワークサンプリングの結果の数字は、観測された人数と回数を表してお
りこれを時間値に置き換えるには３分を掛けることにより工数に置換できる。
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図表１４ 作業員の移動比率による近接度

作 業 単 位 作 業 単 位 Ｄ 局 Ｅ 局 判 定

１ 取集口 小型通常差立手区分 １００％ ２５％ ◎

２ 取集口 小型通常配達手区分 ９２％ ２４％ ◎

３ 区分機 小型通常差立手区分 ８４％ １００％ ◎

４ 自動取揃押印機 取集口 ６８％ １８％ ○

５ 区分機 小型通常配達手区分 ６４％ ５６％ ◎

６ 区分機 取集口 ４８％ ３３％ ◎

７ ＶＣＳ 小型通常配達手区分 ３６％ ０％ ×

８ 小型通常配達手区分 大型通常配達手区分 ３６％ ２７％ ◎

９ 取集口 大型通常差立手区分 ３２％ ２％ ×

１０ 小型通常差立手区分 小型通常配達手区分 ２８％ １８％ ○

１１ ＶＣＳ 区分機 ２４％ ４０％ ◎

１２ 小型通常差立手区分 大型通常差立手区分 ２４％ ５％ ×

１３ 速達差立区分 発着口 ２４％ ２３％ ◎

１４ ＶＣＳ 小型通常差立手区分 ２０％ ４％ ×

１５ 大型通常配達手区分 発着口 ２０％ ４％ ×

１６ ＶＣＳ 発着口 １６％ １５％ ○

１７ 区分機 自動取揃押印機 １６％ ２２％ ○

１８ 取集口 発着口 １６％ １８％ ○

１９ 小型通常差立手区分 大型通常配達手区分 １６％ １８％ ○

２０ 小型通常差立手区分 発着口 １６％ ９％ ×

２１ 区分機 速達差立区分 １２％ ４５％ ○

２２ 区分機 発着口 １２％ ３８％ ○

２３ 速達配達区分 発着口 １２％ ０％ ×

２４ 大型通常差立手区分 発着口 １２％ ０％ ×

２５ ＶＣＳ 取集口 ８％ ９％ ×

２６ ＶＣＳ 大型通常差立手区分 ８％ ０％ ×

２７ 区分機 手押印 ８％ ７％ ×

２８ 自動取揃押印機 速達差立区分 ８％ ５％ ×

２９ 取集口 速達差立区分 ８％ １１％ ×

３０ 取集口 大型通常配達手区分 ８％ ７％ ×

◎ 双方で２０％以上の移動比率をもつ作業単位
○ 双方で１０％以上の移動比率をもつ作業単位
× 片方が１０％以下の移動比率しかない作業単位
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�４ 重要な関係による分析

郵便作業室内における、各作業単位についての

重要な関係を抽出するために、地方郵政局及び郵

便局にアンケート調査を行った結果が下記の図表

である２２）。

図表１５は、郵便物の移動及び人の移動により導

き出されない作業単位の課長席、計画席、役職席、

休息コーナーのレイアウト理由を記したもので経

験則による重要な関係と判断できる。また、特殊

室は、郵便物及び作業員の移動による分析の対象

でもあるが、防犯上の理由が強く、この経験則に

よるレイアウト理由を重要視する必要がある。

�５ まとめ

以上の結果から、郵便内務作業における作業単

位の近接性の優先度は、郵便物の運搬比率から�１

同一機能内の作業単位内の近接性について、作業

員の移動比率２３）から�２他機能間の作業単位の近接

性について、重要な関係による理由２４）から�３管理

性等、郵便物の運搬比率及び人の移動比率から判

断できない近接性について判断すれば良いことが

分かる。

以下に各項目の優先順位を示す。また、図表１６

にその相互関係２５）を表している。

�ア 郵便物の運搬比率による作業単位間の近接性

の優先度

�１ 外 務２６）―小包配達区分（☆）

�２ 取集口 ―小包差立区分（☆）

�３ 外 務 ―大型通常配達手区分（☆）

�４ 取集口 ―大型通常差立手区分

�５ 取集口 ―自動取揃押印機（★）

�６ 外 務 ―小型通常配達手区分（☆）

�７ 区分機 ―自動取揃押印機（★）

�８ 区分機 ―小型通常差立手区分（★）

�９ 発着口 ―小包配達区分（☆）

�１０ 発着口 ―大型通常配達手区分

�１１ 発着口 ―区分機（★、☆）

�１２ 発着口 ―小包差立区分（☆）

（★） が付定されている項目は人の頻度にもそ

の理由がみられるもの

（☆） が付定されている項目は経験則にもその

理由がみられるもの

�イ 作業員の移動比率による作業単位間の近接性

の優先度

�１ ＶＣＳ―区分機（☆）

�２ 小型通常配達手区分

―大型通常配達手区分（☆）

�３ 区分機―速達差立区分

�４ 小型通常差立手区分―小型通常配達手区分

�５ 取集口―発着口

�６ 小型通常差立手区分―大型通常配達手区分

�７ ＶＣＳ―発着口

（☆） が付定されている項目は経験則にもその

理由がみられる

�ウ 重要な関係による作業単位間の近接性の優先

度

課長席を課内全体を把握できる位置に設けるこ

とを前提として、

�１ 課長席―計画席

�２ 課長席―役職席

�３ 課長席―特殊室

おわりに

今回の調査研究の成果は、各作業単位の近接性

２２）地方郵政局及び郵便局の担当者のアンケート結果から、過半数以上の同意があったものを記入している。
２３）郵便物の運搬比率に属するものを除いている。
２４）郵便物の運搬比率及び人の移動比率に属するものを除いている。
２５）経験則による相互関係は除いている。
２６）配達が業者委託の場合は、委託業者の作業場となり、集配課ではないので注意を要する。
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取　集　口� 発　着　口�

小型差立�

区分機�
外　務�

大型差立�

押印機�

小包差立�

小型配達�

大型配達�

小包配達�

VCS

速達差立�

運搬回数による近接性� 人の移動による近接性（線の太さが大きさを表す）�

の優先度を明確にした点である。結果としては、

今まで経験則でいわれていたことを追認しただけ

に過ぎないかもしれない。しかし、経験則に対し

て定量的な裏付けを与える試みを行ったことは評

価できると考えている。ただし、全国に分布する

集配郵便局の特性を考えると、この結果が果たし

て一般化できるかどうかについては疑問の余地が

残るため、今後、データの簡単な分析により郵便

局独自のレイアウト要素の近接性を明らかに出来

る方向での検討を加える必要があると考えられる。

最後に、お忙しい中にもかかわらず調査にご協

力いただいた関係者の皆様に御礼申し上げます。

図表１５ 経験則によるレイアウト理由

作業単位名 レ イ ア ウ ト 位 置 及 び 理 由 （％）

１ 課 長 席 課内全体を把握できる位置に設ける。 １００

２ 計 画 席 課長席の近くに設ける。 ９４

３ 通路スペース 郵便物の処理動線が短くなるように設ける。 ８８

４ 役 職 席 課長席の近くに設ける。 ８２

５ 特 殊 室 管理者席の近くに設ける。 ５３

６ 休息コーナー 窓や壁際等、レイアウト変更に与える影響が少ない場所に設ける。 ５３

図表１６ 郵便内務作業の作業単位相互関係図
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月例経済・金融概観�

日 本 経 済 �

景気は全体としては緩やかな改善を継続。�

。� 。�

製造業を中心�
に増加、公共投資は前年に比べて低調な動き。輸出は概ね横ばい、輸入は緩やかに増加。生産は堅調に増加。�

�雇用情勢は依然厳しいが、残業時間や求人が増加傾向にある等改善の動きが続いている。�
�
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米 国 経 済 �
★ � ★ �★ �★ �★ �★ �
★ � ★ �★ �★ �★ �★ �
★ � ★ �★ �★ �★ �★ �
★ � ★ �★ �★ �★ �★ �
★ � ★ �★ �★ �★ �★ �

★ �

★ � ★ �★ �★ �★ �

★ � ★ �★ �★ �★ �
★ � ★ �★ �★ �★ �
★ � ★ �★ �★ �★ �

�
・11月の非農業部門雇用者数は、前月差＋9.4万人の増加となり、２か月連続して10万人を下回る水準と
　なった。政府雇用が5.4万人減少しており、民間雇用は14.8万人と堅調を維持しているものの、増加の
　ペースはやや鈍化傾向となっている。内訳をみると、製造業は同＋0.1万人と増加に転じたものの、建設
　業が同－0.6万人と減少し、財生産部門では同－0.4万人の減少となった。サービス生産部門では、小売
　が＋4.6万人増加するなど、全体では同＋9.8万人の増加となった。�

・失業率は、９月及び10月は２か月続けて30年来の低い水準となる3.9％で推移していたが、11月は0.1％
　ポイント上昇し4.0％となった。雇用者数の伸びが年後半以降は鈍化傾向にあるものの、失業率は依然
　として低い水準に留まっている。インフレ関連指標とされる平均時給は、前月比＋0.4％の上昇となり、
　２か月続けてやや高めの上昇となっている。　　　　　　　　　　　　（出所：労働省　12月８日発表）�
�
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　　　　　　　　　　　（○：上昇、―：横ばい、×：下降）�

　鉱工業生産指数（季節調整値）は､沖縄管内を除く11管内で前月比下降となった｡有効求人倍率（季節調�� �
整値)は､東北等７管内が前月比横ばい､その他５管内が上昇となった｡大型小売店販売額(店舗調整済)は､�
東京管内を除く11管内で前年比減少した｡建設関連の指標のうち新設住宅着工戸数は､沖縄等７管内が前��
年比減少､東京等５管内が増加となった｡建築着工床面積は､東京等５管内が前年比減少､四国等７管内が増�
加となった｡新車販売台数については､東海及び沖縄管内が前年比増加となったが、その他の10管内で減少�� �
した｡実質家計消費支出は､近畿及び四国管内で前年比増加､その他の10管内で減少した｡�� �

（資料）①：通商産業省、各都道府県  ②：労働省  ③：通商産業省  ④：建設省  ⑤：日本自動車販売協会連合会　⑥：総務庁�
なお、管内ごとのデータについては、各都道府県別データをもとに郵政研究所にて集計�

主�要�経�済�指�標�の�動�き�

《９月の動き》�

・上昇傾向の管内　：北海道、東北、関東、東京、�

　　　　　　　　　　信越、中国、東海、近畿、�

　　　　　　　　　　四国、九州�
・横ばい傾向の管内：北陸�
・下降傾向の管内　：沖縄�

※ 以下の指標を用いて郵政局管内別地域経済総合指標（ＣＩ）�を作�
成し、�後方３か月移動平均後の前月比増減をもとに傾向を判断す�
る。�

一致指標…鉱工業生産(季節調整値)、有効求人倍率(季節調整�

　　　値)、大型小売店販売額(店舗調整済)、入域観光客数�

　　　(沖縄のみ)

先行指標…新設住宅着工戸数、建築着工床面積(商工業・�

　　　サービス用)、新車販売台数(乗用車)

遅行指標…実質家計消費支出�

※ 景気判断には12月11日現在発表の指標を用いており、今後新し�
い指標の公表や改定により判断を変更する場合がある。�

地 域 経 済 �

北海道� 東北� 関東� 東京� 信越� 北陸� 東海� 近畿� 中国� 四国� 九州� 沖縄� 全国�

鉱工業生産指数（季節調整値、前月比）� ①�
有効求人倍率（季節調整値、前月差）� ②�
大型小売店販売額（店舗調整済、前年比）�③�
新設住宅着工戸数（前年比）� ④�
建築着工床面積（商工業･ｻｰﾋﾞｽ用、前年比）�④�
新車販売台数（乗用車、前年比）� ⑤�
実質家計消費支出（勤労者世帯、前年比）�⑥�
ＣＩ（平成３年＝100、３か月移動平均）�
ＣＩ（平成３年＝100、３か月移動平均、前月比）�
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0.1
11.0
-1.9
-0.3
68.4
0.6

-6.8
0.03
0.7
19.2
-56.1
-2.7
-2.4
79.1
1.4

-3.0
0.00
-5.0
0.6
-12.3
-2.6
-13.4
69.4
0.9

-2.4
0.00
-6.1
-8.6
44.4
-1.0
-2.4
72.5
-0.5

-6.1
0.01
-6.2
-6.9
8.5
7.0
-1.3
67.7
0.7

-1.2
0.01
-5.6
-21.0
-9.6
-0.8
5.1
84.7
1.3

-5.3
0.00
-3.5
-10.9
-14.5
-1.3
-9.2
75.9
0.3

-2.3
0.00
-2.9
11.3
105.4
-0.1
0.8
81.0
0.1

-2.3
0.00
-2.9
11.3
38.0
-0.7
-2.1
84.2
0.5

2.9
0.02
-3.9
-29.7
9.7
2.9
-7.8
96.1
-2.5

-3.4
0.00
-5.0
-3.1
2.5
-0.4
1.0
74.9
0.4
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金 融 市 場 （11月期）�
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・11月上旬の10年物国債利回りは、雇用統計での時間あたり
　賃金の上昇を受けて金利も上昇した後、生産者物価の安
定　などから低下に向かった。中旬は、15日のＦＯＭＣで、潜
在成　長率を下回る景気の減速の可能性に言及されたことな
どか　ら、更に低下した。下旬は、景気の減速を示す経済指
標が相　次いだことに加え、株価、とりわけナスダック指数の
下落な　どを理由に債券が買われ、金利は一段と低下した
。�
　　　（10年物国債利回り終値：5.46％　11月30日現在）�
・11月上旬のＮＹダウは、優良株が買われ一時11000ドル台を
　回復したが、その後は大統領選挙の混迷などを嫌気し、小幅
　な下落を繰り返した。中旬は、ハイテク企業の業績減速感が
　強まり、総じて弱含みの展開となった。下旬は、引き続きハ
　イテク株が低迷し、ナスダック指数は2600ポイントを割り
　込む下落となる中、ダウは相対的に下げは小さいものの、軟
　調な推移となった。�
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日本主要経済指標�１

１９９９
３Ｑ ４Ｑ

２０００
１Ｑ ２Ｑ ３Ｑ

２０００
１

鉱工業生産 １００．４ １０１．８ １０２．６ １０４．３ １０６．０ １０２．１
前期比 ２．７ １．３ ０．８ １．７ １．６ －０．１
前年比 ２．７ ５．３ ４．５ ６．６ ５．５ ６．１

鉱工業出荷 １０２．１ １０４．１ １０４．６ １０６．５ １０８．８ １０４．３
前期比 ３．０ ２．０ ０．４ １．８ ２．１ －０．２
前年比 ３．１ ５．７ ４．４ ７．５ ６．６ ５．２

うち資本財（除く輸送機械） １０１．９ １０１．９ １０９．５ １０７．４ １１３．０ １０７．３
前期比 ３．０ ０．１ ７．４ －１．９ ５．２ ４．２
前年比 －２．３ ２．１ ６．４ ８．６ １０．９ ４．３

鉱工業在庫 ９５．１ ９４．０ ９４．８ ９５．７ ９５．３ ９４．３
前期比 －１．６ －１．２ ０．９ ０．９ －０．４ １．０
前年比 －８．８ －７．３ －３．５ －１．０ ０．１ －４．１

在庫率指数 １０１．２ ９９．２ ９９．３ １００．２ ９８．９ １００．２
前期比 －３．８ －１．９ ０．０ ０．９ －１．３ １．２
前年比 －８．８ －９．６ －７．９ －４．８ －２．３ －７．８

稼働率指数 ９６．２ ９６．７ ９８．５ ９９．０ １００．１ ９７．７
前年比 １．４ ３．２ ３．９ ６．３ ４．１ ３．５

第三次産業活動指数 １０３．９ １０４．２ １０４．８ １０６．０ １０６．５ １０５．３
前月比 ０．７ ０．２ ０．６ １．２ ０．４ ０．７
前年比 １．８ ２．５ ２．０ ２．８ ２．４ １．６

実質可処分所得（勤労者世帯） ９８．３ ９７．３ ９８．７ ９８．４ ９７．９ ９９．４
前期比 －１．３ －１．１ １．５ －０．３ －０．５ ４．６
前年比 －３．１ －２．８ －１．５ －１．２ －０．４ －１．７

実質消費支出（勤労者） ９７．７ ９５．８ ９６．５ ９８．７ ９５．８ ９６．１
前期比 －１．１ －１．９ ０．７ ２．３ －２．９ ２．３
前年比 －０．７ －３．１ －０．２ －０．１ －１．９ －３．１

消費水準指数（勤労者） ９７．８ ９６．２ ９６．５ ９９．７ ９６．８ ９６．７
前期比 －１．５ －１．６ ０．３ ３．３ －２．９ ２．３
前年比 －１．２ －３．５ －１．２ ０．４ －１．１ －３．１

平均消費性向（勤労者） ７１．９ ７１．３ ７０．８ ７２．７ ７０．９ ７０．０
小売販売（商業販売統計） ９３．３ ９３．０ ９０．９ ９１．４ ９２．２ ９１．６

前期比 －０．５ －０．３ －２．３ ０．６ ０．８ －１．０
前年比 －１．９ －１．４ －３．０ －２．５ －１．２ －２．２

東京百貨店売上（店舗調整） －３．５ －１．８ ０．９ －２．８ －０．６ ２．０
大型小売店販売（店舗調整） －３．８ －４．８ －３．２ －５．４ －５．９ －５．８
新車登録台数（年率・万台）（含む軽） ４１９．６ ３９９．９ ４３６．７ ４４１．２ ４２４．５ ４６０．８

前期比 －１．３ －４．７ ９．２ １．０ －３．８ １２．１
前年比 １．８ －４．０ ３．０ ３．８ １．２ ３．７

有効求人倍率 ０．４７ ０．４９ ０．５２ ０．５７ ０．６１ ０．５２
前年差 －０．０３ ０．０２ ０．０４ ０．１０ ０．１４ ０．０４

新規求人倍率 ０．８７ ０．９０ ０．９５ １．０３ １．０９ ０．９６
完全失業者（万人） ３２０ ３１４ ３２６ ３１７ ３１３ ３１７

前年差 １１ ５ ４ －１ －２ １１
完全失業率 ４．７ ４．６ ４．８ ４．７ ４．７ ４．７
所定外労働時間（製造業：３０人以上） １３．５ １４．７ １４．７ １５．０ １５．４ １３．４

NSA 前年比 ４．６ ７．８ １３．６ １５．７ １３．５ １３．６
常用雇用指数（５人以上） １０１．５ １０１．５ １０１．６ １０１．２ １０１．４ １０１．６

前期比 ０．０ ０．０ ０．１ －０．４ ０．２ ０．０
前年比 －０．２ －０．２ －０．２ －０．３ －０．１ －０．２

現金給与総額（５人以上） １００．５ １００．１ １０２．２ １０１．７ １０１．０ １０２．８
前期比 －０．２ －０．４ ２．１ －０．６ －０．７ ６．９
前年比 －０．６ －０．７ ０．６ １．０ ０．５ １．３

取引停止処分 ２，７２５ ２，９７７ ３，０２８ ３，０１６ ３，１４０ ９３５
前年差 －６１９ ９４ １，０７９ ４１８ ４１５ ３３６

倒産負債総額（１０億円） ２，９４９ １，４３４ ２，４５８ ４，４９７ ６，４１７ ６０４
前年差 －４０ －４３ －２，２９１ ７６ ３，４６８ －１４８

単位労働コスト＊ １０１．６ ９９．９ １０１．３ ９８．７ ９６．７ １０２．３
前期比 －２．８ －１．７ １．４ －２．６ －２．１ ７．０
前年比 －３．４ －５．８ －３．９ －５．５ －４．８ －３．６

（注）注記なきものは、季節調整済み系列。単位労働コストは、常用雇用指数×現金給与総額／鉱工業生産指数で定義。
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２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２

１０１．６ １０４．０ １０３．４ １０３．７ １０５．７ １０４．８ １０８．４ １０４．７ １０６．３ １０６．４１ １０７．４７
－０．５ ２．４ －０．６ ０．３ １．９ －０．９ ３．４ －３．４ １．５ ０．１ １．０
８．２ ４．５ ６．３ ７．６ ７．２ ７．２ ７．２ ７．２ ７．２ ４．１ ５．２
１０３．８ １０５．７ １０５．１ １０５．８ １０８．７ １０６．７ １１０．９ １０６．９ １０７．８ （１１―１２月は

予測値。）－０．５ １．８ －０．６ ０．７ ２．７ －１．８ ３．９ －３．６ ０．８
８．８ ４．７ ７．８ ８．１ ７．８ ４．７ ４．７ ４．７ ４．７
１０６．０ １１５．２ １０４．５ １０５．５ １１２．２ １０８．４ １１７．０ １１３．６ １１０．７
－１．２ ８．７ －９．３ １．０ ６．４ －３．４ ７．９ －２．９ －２．６
８．４ ９．７ １．５ －１．７ ５．８ －５．９ １２．０ ７．７ －１．３
９４．４ ９５．６ ９６．０ ９５．５ ９５．５ ９５．４ ９５．７ ９４．７ ９５．９
０．１ １．３ ０．４ －０．５ ０．０ －０．１ ０．３ －１．０ １．３
－４．２ －２．２ －１．４ －１．１ －０．７ ０．２ ０．２ ０．２ ０．２
９７．６ １００．０ １０１．５ １００．５ ９８．５ １０１．６ ９６．０ ９９．０ １０１．０
－２．６ ２．５ １．５ －１．０ －２．０ ３．１ －５．５ ３．１ ２．０
－１０．８ －４．８ －３．６ －６．２ －４．５ －１．０ －１．０ －１．０ －１．０
９７．９ ９９．８ ９８．１ ９８．６ １００．４ １００．０ １０２．３ ９８．０
４．１ ４．０ ７．１ ４．９ ７．０ ５．０ ６．０ １．２
１０３．６ １０５．５ １０４．９ １０５．８ １０７．４ １０６．０ １０７．３ １０６．１
－１．６ １．８ －０．６ ０．９ １．５ －１．３ １．２ －１．１
１．６ ２．７ ２．０ ２．６ ３．７ ２．３ ２．８ ２．２
９９．９ ９６．８ １０１．８ ９８．７ ９４．８ ９７．７ ９８．０ ９８．１ ９９．６
０．５ －３．１ ５．２ －３．０ －４．０ ３．１ ０．３ ０．１ １．５
－０．１ －２．８ ３．４ －１．７ －５．１ －０．３ ０．６ －１．４ ０．５
９８．６ ９４．７ １０１．０ ９９．２ ９５．８ ９６．１ ９４．４ ９６．９ ９６．５
２．６ －４．０ ６．７ －１．８ －３．４ ０．３ －１．８ ２．６ －０．４
３．９ －１．４ ３．６ －１．２ －２．６ －３．６ －３．０ ０．９ －０．１
９６．６ ９６．３ １０２．０ １００．２ ９６．９ ９７．３ ９５．２ ９７．８ ９７．５
－０．１ －０．３ ５．９ －１．８ －３．３ ０．４ －２．２ ２．７ －０．３
０．５ －０．９ ３．８ －０．８ －１．７ －２．５ －２．３ １．６ ０．６
７１．５ ７０．８ ７１．９ ７２．９ ７３．２ ７１．３ ６９．７ ７１．６ ７０．２
９０．６ ９０．５ ９０．２ ９１．３ ９２．８ ９２．３ ９２．６ ９１．７ ９１．７
－１．１ －０．１ －０．３ １．２ １．６ －０．５ ０．３ －１．０ ０．０
－３．５ －３．２ －４．１ －２．４ －１．１ －１．０ －１．１ －１．５ －２．２
１．６ －１．０ －０．６ －２．５ －５．４ －５．６ －１．７ ５．４ －１．８
－０．９ －２．８ －５．２ －６．０ －５．０ －４．３ －５．７ －７．６ －４．９
４３１．４ ４１８．０ ４２１．４ ４４４．３ ４５７．９ ３９５．６ ４６１．１ ４１７．０ ３９９．３
－６．４ －３．１ ０．８ ５．４ ３．１ －１３．６ １６．６ －９．６ －４．２
４．７ ０．７ １．７ ３．６ ６．２ －０．７ ５．０ －１．０ ３．９
０．５２ ０．５３ ０．５６ ０．５６ ０．５９ ０．６０ ０．６２ ０．６２ ０．６４
０．０４ ０．０５ ０．０９ ０．１０ ０．１２ ０．１３ ０．１５ ０．１４ ０．１６
０．９３ ０．９７ １．０２ ０．９７ １．１０ １．０８ １．０８ １．１１ １．１１
３２９ ３３２ ３２７ ３０８ ３１６ ３１４ ３０７ ３１８ ３１７
１４ ９ ４ －６ －８ －１３ －１０ ３ ３
４．９ ４．９ ４．８ ４．６ ４．７ ４．７ ４．６ ４．７ ４．７
１５．０ １５．８ １５．６ １４．３ １５．１ １５．３ １４．９ １５．９ １６．１
１２．８ １４．５ １６．４ １４．４ １６．２ １４．２ １４．６ １２．０ １１．８
１０１．７ １０１．６ １０１．２ １０１．２ １０１．２ １０１．４ １０１．４ １０１．４ １０１．４
０．１ －０．１ －０．４ ０．０ ０．０ ０．２ ０．０ ０．０ ０．０
－０．２ －０．１ －０．４ －０．３ －０．２ ０．０ －０．２ －０．２ －０．１
１０２．６ １０１．３ １０２．３ １０２．３ １００．４ ９８．４ １０１．５ １０３．１ １０３．１
－０．２ －１．３ １．０ ０．０ －１．９ －２．０ ３．２ １．６ ０．０
１．１ －０．６ ０．６ ０．７ １．８ －０．４ １．０ １．０ １．１
９０５ １，１８８ １，０１７ ９７３ １，０２６ １，０５６ １，０６４ １，０２０ １，００２
３３７ ４０６ ２１５ ５４ １４９ １４６ １８２ ８７ ４８
１，２０７ ６４７ ９４６ １，６７６ １，８７５ ４，２６４ １，３７８ ７７４ ８，５６１
３９４ －２，５３７ －２０ ６２ ３４ ２，９０９ ４４３ １１６ ７，９２９
１０２．７ ９９．０ １００．１ ９９．８ ９６．１ ９５．２ ９４．９ ９９．９ ９８．３
０．４ －３．６ １．２ －０．３ －３．７ －１．０ －０．３ ５．２ －１．５
－３．１ －５．０ －６．９ －４．４ －５．２ －５．６ －５．９ －３．０ －４．２

６５ 郵政研究所月報 ２００１．１



日本主要経済指標�２

１９９９
３Ｑ ４Ｑ

２０００
１Ｑ ２Ｑ ３Ｑ

２０００
１

新設住宅着工戸数（年率、万戸） １２３．３ １１６．８ １２６．８ １２３．６ １２０．１ １３５．２
前期比 －１．１ －５．２ ８．６ －２．５ －２．８ １６．４
前年比 ７．１ ２．３ ４．８ －０．９ －２．６ １６．７

公共工事請負金額 ２，０４５ １，８６１ ２，０４２ １，８００ １，８０４ １，１８４
前期比 －０．７ －９．０ ９．７ －１１．９ ０．３ －１８．５
前年比 －８．２ －１２．７ －７．７ －１２．６ －１１．７ －６．１

機械受注（船舶電力除く民需） ８，２６９ ８，９９１ ９，４３６ ９，７２５ １０，５２５ ９，６２２
前期比 ２．３ ８．７ ４．９ ３．１ ８．２ －０．３
前年比 －６．０ ６．２ １２．９ ２０．３ ２７．３ ２０．３

建築着工床面積（鉱工業商業サービス） ３．６０ ４．０９ ４．８６ ４．５１ ４．３０ ５．３９
前期比 －０．７ １３．５ １９．０ －７．３ －４．６ ３４．１
前年比 －１５．５ １０．２ ２４．９ ２４．３ １９．４ ４８．９

通関収支（兆円） ３．２１ ２．５６ １．０７ １．００ ０．９４ １．０５
前年差 －０．４ －０．７ －２．３ －２．１ －２．３ －０．２２

通関輸出数量 １１５．９ １１８．８ １２５．５ １２５．６ １２５．４ １２１．５
前期比 ４．６ ２．５ ５．７ ０．０ －０．１ １．４
前年比 ４．１ ９．０ １３．５ １３．４ ８．２ ６．７

通関輸入数量 １１１．０ １１７．８ １１９．３ １２３．２ １２３．０ １１３．４
前期比 １．７ ６．１ １．３ ３．２ －０．１ －７．３
前年比 ９．４ １６．４ １０．４ １２．９ １０．８ ８．７

原油価格（通関・ドル） １８．９３ ２３．５９ ２５．９６ ２６．６０ ２９．０４ ２５．２８
前期比 ２７．２ ２４．６ １０．１ ２．４ ９．２ １．４
前年比 ４３．４ ７０．６ １２９．６ ７８．７ ５３．４ １２１．３

貿易収支（兆円） ３．４５ ３．１２ １．１９ １．１６ １．００ １．２９
前年差 －０．５１ －０．７８ －２．６２ －２．４２ －２．４５ －０．１８

経常収支（兆円） ３．１３ ２．７１ １．２２ １．１４ １．０６ １．２８
前年差 －１．０２ －１．１９ －２．１１ －２．１７ －２．０７ －０．０７

証券投資（兆円） －１．４７ －０．５４ ０．８７ －１．４７ －０．６６ ４．３５
前年差 ３．２８ －５．０５ ２．７７ －２．９２ ０．８０ ４．４６

対米貿易収支（億ドル） １７８．６ １６８．５ ５７．６ ５７．３ ５９．５ ４５．２
前年差 ４７．１ １８．３ －６６．６ －８７．２ －１１９．１ ２．３

ドル相場（月中平均） １１３．１ １０４．４ １０７．０ １０６．７ １０７．７ １０５．３
前期比 －６．４ －７．７ ２．５ －０．３ １．０ ２．６
前年比 －１９．２ －１２．６ －８．１ －１１．７ －４．８ －７．１

輸入物価（円ベース） １０２．７ １０１．５ １０４．４ １０４．２ １０６．８ １０２．０
前期比 －０．４ －１．２ ２．９ －０．２ ２．６ １．０
前年比 －１１．０ －２．７ ４．７ １．０ ４．０ ３．４

国内卸売物価 ９６．１ ９６．０ ９６．１ ９６．１ ９６．３ ９６．０
前期比 ０．３ －０．１ ０．１ ０．１ ０．１ ０．０
前年比 －１．４ －０．７ －０．１ ０．４ ０．２ －０．３

消費者物価（東京都区部） １０１．８ １０１．４ １０１．２ １００．６ １００．６ １０１．２
前期比 ０．２ －０．４ －０．２ －０．６ ０．０ ０．０
前年比 ０．１ －１．３ －０．８ －１．０ －１．１ －１．０

消費者物価コア（東京） １０１．７ １０１．６ １０１．５ １０１．１ １００．９ １０１．５
前期比 ０．０ －０．１ －０．１ －０．４ －０．２ －０．１
前年比 ０．０ －０．４ －０．４ －０．６ －０．８ －０．５

M２＋CD（平残）（兆円） ６１８ ６２０ ６２４ ６３１ ６３１ ６２７
前期比 ０．３ ０．３ ０．６ １．２ ０．０ －０．１
前年比 １１．３ １０．９ １１．１ １１．３ ２．１ ２．６

銀行貸出（５業態、平残前年比） －６．３ －５．７ －６．１ －４．５ －４．３ －６．１
特殊要因調整済み －２．２
貸出約定平均金利（新規） １．７９ １．８１ １．７３ １．７４ １．７７ １．７６

前年差 －０．１ －０．１ －０．１ ０．０ ０．０ －０．１
CD３ヶ月金利 ０．１１ ０．２８ ０．１５ ０．１３ ０．６０ ０．１５

前年差 －０．６ －０．３ －０．３ ０．０ ０．０ －０．５
１０年国債利回り １．７８ １．７８ １．７９ １．７２ １．７４ １．７２

前年差 ０．７ ０．７ －０．１ ０．２ ０．７ －０．１
TOPIX １，４７８ １，５８９ １，６７７ １，６０８ １，０９７ １，６５８

前年比 ２５．９ ４７．０ ４８．６ １９．５ １５．４ ５３．３

郵政研究所月報 ２００１．１ ６６



２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１

１２１．２ １２４．１ １２３．６ １２０．７ １２６．６ １１６．４ １２１．９ １２２．０ １１６．４
－１０．３ ２．３ －０．４ －２．３ ４．９ －８．０ ４．７ ０．１ －４．６
２．３ －３．７ ０．０ －１．２ －１．３ －０．６ －３．８ －３．１ １．５
１，２４９ ３，６９４ １，９４４ １，６９６ １，７５８ １，７６６ １，６６０ １，９８８ ２，０１２
５．５ １９５．８ －４７．４ －１２．７ ３．６ ０．４ －６．０ １９．８ １．２
－１．４ －１０．２ －２８．５ ８．６ －７．３ －１６．７ －７．１ －１０．８ －１８．６
９，５７９ ９，１０６ ９，００４ ９，４０６ １０，７６５ ９，５０１ １２，０３１ １０，０４４ （１０―１２月期は

前期比７．６％
の見通し）

－０．５ －４．９ －１．１ ４．５ １４．４ －１１．７ ２６．６ －１６．５
１２．９ ６．０ １４．１ １７．８ ２８．４ １８．０ ４６．０ １８．０
４．６０ ４．６０ ４．３９ ４．８０ ４．３３ ４．６５ ４．５０ ３．７５ ３．４７
－１４．７ ０．０ －４．６ ９．３ －９．８ ７．４ －３．２ －１６．７ －７．５
９．５ １９．２ ４．３ ４７．７ ２６．６ ３８．４ １９．４ ２．２ －７．５
１．２３ ０．９４ １．１４ ０．７５ １．１１ ０．９３ ０．９０ ０．９９ ０．６１
０．２７ －０．１８ ０．１０ －０．２５ ０．０３ －０．２４ －０．０６ －０．１０ －０．４７
１２８．１ １２７．０ １２４．０ １２１．４ １３１．４ １２０．６ １２９．７ １２６．０ １２０．６
５．５ －０．９ －２．４ －２．０ ８．２ －８．２ ７．５ －２．９ －４．３
２０．０ １４．３ １１．９ １３．１ １５．１ ６．２ １２．３ ６．３ ２．８
１２０．０ １２４．６ １１５．９ １２８．９ １２４．８ １１７．５ １２９．６ １２２．０ １２６．６
５．８ ３．８ －７．０ １１．３ －３．２ －５．８ １０．３ －５．９ ３．８
７．３ １５．１ ４．７ ２０．１ １４．１ １１．２ １３．２ ８．１ １７．０
２５．３２ ２７．２９ ２７．３０ ２４．８６ ２７．６２ ２８．７５ ２９．１７ ２９．１９ ３１．３８
０．２ ７．８ ０．０ －８．９ １１．１ ４．１ １．４ ０．１ ７．５
１２５．７ １４１．９ １１１．０ ６２．７ ６８．１ ６９．４ ５３．８ ４０．０ ３８．７
１．３１ ０．９６ １．３７ ０．９９ １．１３ １．０７ ０．９５ ０．９７
０．２０ －０．２６ ０．１９ －０．２７ －０．０２ －０．１０ －０．１７ －０．１９
１．５３ ０．８５ １．２５ １．０９ １．０７ １．０１ １．１１ １．０５
０．４０ ０．００ ０．４２ －０．２２ －０．０９ －０．１７ ０．０６ ０．１６
－０．０２ －１．７３ １．７９ －２．２９ －３．９０ －０．２９ ０．０９ －１．７９
０．８４ －０．８０ －０．５１ －２．７７ －２．５７ －２．８４ ０．５２ １．８０
６２．８ ６４．８ ６８．６ ４３．１ ６０．３ ５７．４ ５０．３ ７０．８ ５９．５
２７．３ １９．０ ２０．６ ０．６ ６．２ －３．０ ３．２ －０．３ １．０
１０９．４ １０６．３ １０５．６ １０８．３ １０６．１ １０８．２ １０８．１ １０６．８ １０８．４ １０９．０
３．９ －２．８ －０．６ ２．６ －２．０ ２．０ －０．１ －１．２ １．５ ０．５
－６．２ －１１．０ －１１．８ －１１．２ －１２．１ －９．３ －４．５ ０．０ ２．３ ４．２
１０６．４ １０４．７ １０３．７ １０４．７ １０４．１ １０６．９ １０７．４ １０６．２ １０８．６ １０９．７
４．３ －１．６ －１．０ １．０ －０．６ ２．７ ０．５ －１．１ ２．３ １．０
６．６ ４．１ ２．２ ０．８ ０．２ ２．３ ４．６ ５．３ ６．７ ８．０
９６．１ ９６．１ ９６．２ ９６．１ ９６．１ ９６．３ ９６．３ ９６．２ ９５．９ ９５．８
０．１ ０．０ ０．１ －０．１ ０．０ ０．２ ０．０ －０．１ －０．３ －０．１
－０．１ ０．１ ０．５ ０．３ ０．３ ０．３ ０．２ ０．１ －０．１ －０．２
１０１．２ １０１．１ １００．８ １００．６ １００．４ １００．８ １００．６ １００．４ １００．３ １００．４
０．０ －０．１ －０．３ －０．２ －０．２ ０．４ －０．２ －０．２ －０．１ ０．１
－０．８ －０．７ －０．９ －０．９ －１．２ －０．８ －１．３ －１．４ －１．２ －１．１
１０１．５ １０１．４ １０１．２ １０１．２ １００．８ １０１．０ １００．９ １００．７ １００．７ １００．７
０．０ －０．１ －０．２ ０．０ －０．４ ０．２ －０．１ －０．２ ０．０ ０．０
－０．４ －０．４ －０．５ －０．４ －０．９ －０．７ －０．８ －１．０ －０．９ －０．９
６２０ ６２４ ６３３ ６３０ ６２９ ６３３ ６３０ ６３１ ６３５
－１．０ ０．６ １．５ －０．４ －０．２ ０．５ －０．５ ０．３ ０．６
２．１ １．９ ２．９ ２．２ １．９ ２．０ １．７ ２．６ ３．１
－６．３ －５．９ －４．２ －４．７ －４．７ －４．６ －４．３ －４．０ －４．０ －４．０
－２．４ －２．１ －１．８ －２．２ －２．２ －２．１ －２．０ －１．８ －１．８ －１．８
１．７４ １．６７ １．７５ １．７４ １．７４ １．７６ １．７９ １．７５ １．９３
－０．１ －０．１ ０．０ ０．０ ０．０ －０．１ ０．０ ０．０ ０．１
０．１５ ０．１５ ０．１３ ０．１２ ０．１２ ０．２２ ０．３１ ０．４０ ０．５３ ０．５９
－０．４ －０．１ ０．０ ０．０ ０．０ ０．１ ０．２ ０．３ ０．３ ０．２
１．８４ １．８２ １．７５ １．７１ １．７０ １．７３ １．７７ １．８９ １．８３ １．７６
－０．２ ０．１ ０．２ ０．４ ０．０ ０．０ －０．１ ０．１ ０．０ －０．１
１，７１２ １，６６２ １，６６２ １，５９５ １，５６６ １，５５３ １，４９３ １，４８４ １，４４３ １，３９２
５５．４ ３８．１ ２５．０ ２０．０ １３．７ ５．４ １．９ －０．８ －５．０ －１３．６

６７ 郵政研究所月報 ２００１．１



米国経済主要経済指標

９９
３Ｑ ４Ｑ

２０００
１Ｑ ２Ｑ ３Ｑ

２０００
４

非農業部門雇用者数（百万人） １２９．１ １２９．８ １３０．６ １３１．６ １３１．６ １３１．４
前期差（万人） ０．５ ０．５ ０．６ ０．７ ０．１ ４１．０

失業率（％） ４．２ ４．１ ４．１ ４．０ ４．０ ３．９

NAPM景気総合指数：製造業 ５５．１ ５６．９ ５６．３ ５３．３ ５０．４ ５４．９

鉱工業生産指数 １４０．１ １４２．１ １４４．４ １４７．１ １４８．４ １４６．３
前期比（％） １．４ １．４ １．６ １．９ ０．９ ０．８
前年比（％） ４．４ ５．１ ５．８ ６．５ ５．９ ６．５

設備稼働率（％） ８１．３ ８１．６ ８２．０ ８２．６ ８２．４ ８２．５

製造業新規受注高（億ドル） ３，６１７．４ ３，６８６．１ ３，７８３．２ ３，８８８．１ ３，８１３．５ ３，７０４．２
前期比（％） ３．９ １．９ ２．６ ２．８ －１．９ －３．８

耐久財受注高（億ドル） ２，０５７．８ ２，０８４．７ ２，１４４．７ ２，２３２．３ ５３３．３ ２，０６５．６
前期比（％） ４．９ １．３ ２．９ ４．１ －７６．１ －５．８

消費者景気信頼感指数（８５年＝１００） １３５．５ １３６．４ １４０．９ １４０．５ １４２．１ １３７．７

小売売上高（億ドル） ２，５２４．６ ２，５８１．３ ２，６６３．４ ２，６７６．６ ２，７１４．０ ２，６７１．２
前期比（％） ２．４ ２．２ ３．２ ０．５ １．４ －０．５

住宅着工件数（万戸） １６６．３ １６８．９ １７３．２ １６０．５ １５２．５ １６５．２

非防衛資本財受注（億ドル） ５５８．３ ５７７．７ ６０４．８ ６４４．２ ６５２．６ ６１５．１
前期比（％） ７．０ ３．５ ４．７ ６．５ １．３ １．９

貿易収支（国際収支億ドル） －２４２．４ －２５４．３ －２８３．７ －２９７．６ －３０４．４ －２９６．４

生産者物価（８２年＝１００） １３３．６ １３４．７ １３６．３ １３７．５ １３８．３ １３７．０
前期比（％） １．０ ０．８ １．２ ０．８ ０．６ －０．４
前年比（％） ２．３ ２．９ ３．７ ３．９ ３．５ ３．６

食品・エネルギー除く １４６．１ １４７．０ １４７．１ １４７．７ １４８．１ １４７．４
前期比（％） ０．２ ０．６ ０．１ ０．４ ０．３ ０．１
前年比（％） １．５ １．５ １．０ １．３ １．４ １．２

消費者物価（８２／８４年＝１００） １６７．２ １６８．４ １７０．２ １７１．７ １７３．０ １７１．３
前期比（％） ０．６ ０．７ １．０ ０．９ ０．８ ０．０
前年比（％） ２．３ ２．６ ３．２ ３．３ ３．５ ３．１

食料・エネルギー除く １７７．７ １７８．７ １７９．８ １８１．１ １８２．２ １８０．８
前期比（％） ０．５ ０．６ ０．６ ０．７ ０．６ ０．２
前年比（％） ２．０ ２．１ ２．２ ２．４ ２．５ ２．３

時間当り平均報酬 １３．３１ １３．４１ １３．５４ １３．６７ １３．７９ １３．６４
前期比（％） ０．９ ０．８ ０．９ １．０ ０．９ ０．４
前年比（％） ３．７ ３．６ ３．６ ３．６ ３．７ ３．８

公定歩合 ４．６７ ４．９２ ５．２５ ５．８３ ６．００ ５．５０

FFレート誘導目標水準 ５．１７ ５．４２ ５．７５ ６．３３ ２８．５７ ６．００

財務省証券利回り：１０年 ５．８７ ６．１３ ６．４７ ６．１６ ５．８９ ５．９８

NYダウ：工業３０種 １０，９００．６ １０，８２０．７ １０，７６８．９ １０，７０２．５ １０，８８１．８ １０，９４４．３

WTI先物期近物終値 ２１．７１ ２４．５０ ２８．７３ ２８．６０ －０．１７ ２５．４８

CRBインデックス（６７年＝１００） １９５．４ ２０４．０ ２１０．９ ２１８．８ ２２３．２ ２１１．２８

郵政研究所月報 ２００１．１ ６８



５ ６ ７ ８ ９ １０ １１

１３１．６ １３１．６ １３１．６ １３１．５ １３１．７ １３１．８ １３１．９
１７．１ ５．７ －４．０ －７．９ １９．５ ７．７ ９．４

４．１ ４．０ ４．０ ４．１ ３．９ ３．９ ４．０

５３．２ ５１．８ ５１．８ ４９．５ ４９．９ ４８．３ ４７．７

１４７．２ １４７．９ １４７．６ １４８．６ １４９．０ １４８．８
０．６ ０．５ －０．２ ０．７ ０．３ －０．１
６．４ ６．７ ５．７ ５．９ ６．１ ５．２

８２．７ ８２．７ ８２．３ ８２．５ ８２．４ ８２．０

３，８７９．１ ４，０８０．９ ３，７５０．３ ３，８２３．７ ３，８６６．５ ３，７３９．１
４．７ ５．２ －８．１ ２．０ １．１ －３．３

２，２１３．９ ２，４１７．５ ２，０９８．８ ２，１５８．６ ２，２０６．５ ２，０８３．０
７．２ ９．２ －１３．２ ２．９ ２．２ －５．６

１４４．７ １３９．２ １４３．０ １４０．８ １４２．５ １３５．８ １３３．５

２，６７４．２ ２，６８４．４ ２，７０６．５ ２，７０５．５ ２，７３０．１ ２，７３１．７
０．１ ０．４ ０．８ ０．０ ０．９ ０．１

１５９．１ １５７．１ １５２．７ １５１．９ １５３．０ １５３．２

６０８．２ ７０９．４ ６２２．８ ６４９．９ ６８４．９ ６０２．４
－１．１ １６．６ －１２．２ ４．４ ５．４ －１２．１

－２９７．９ －２９８．５ －３１６．９ －２９８．１ －３４２．６

１３７．１ １３８．３ １３８．１ １３７．８ １３９．０ １３９．５
０．１ ０．９ －０．１ －０．２ ０．９ ０．４
３．６ ４．５ ４．１ ３．２ ３．３ ３．６

１４７．８ １４７．８ １４７．９ １４８．０ １４８．５ １４８．４
０．３ ０．０ ０．１ ０．１ ０．３ －０．１
１．４ １．４ １．５ １．５ １．２ １．０

１７１．５ １７２．４ １７２．８ １７２．７ １７３．６ １７３．９
０．１ ０．５ ０．２ －０．１ ０．５ ０．２
３．２ ３．７ ３．７ ３．３ ３．５ ３．５

１８１．１ １８１．４ １８１．８ １８２．１ １８２．６ １８２．９
０．２ ０．２ ０．２ ０．２ ０．３ ０．２
２．４ ２．５ ２．５ ２．６ ２．５ ２．５

１３．６６ １３．７０ １３．７５ １３．８０ １３．８３ １３．８９
０．１ ０．３ ０．４ ０．４ ０．２ ０．４
３．６ ３．６ ３．６ ３．８ ３．６ ３．８

６．００ ６．００ ６．００ ６．００ ６．００ ６．００ ６．００

６．５０ ６．５０ ６．５０ ６．５０ ６．５０ ６．５０ ６．５０

６．４３ ６．０８ ６．０４ ５．８４ ５．７９ ５．７３ ５．７０

１０，５８０．３ １０，５８２．９ １０，６６３．０ １１，０１４．５ １０，９６７．９ １０，４４１．０ １０，６６６．１

２８．８０ ３１．５３ ２９．７１ ３１．１３ ３３．８６ ３２．９３ ３４．２６

２２０．４２ ２２４．７２ ２２０．５１ ２２０．８３ ２２８．２３ ２２６．３５ ２２６．５５

６９ 郵政研究所月報 ２００１．１



欧州主要経済指標

１９９９
１Q ２Q ３Q ４Q

２０００
１Q ２Q ３Q

ユーロ（EMU１１ヶ国）
実質GDP成長率 （前期比％） ０．８ ０．５ １．０ １．０ ０．９ ０．８ ０．７

（前年同期比％） １．９ ２．１ ２．５ ３．３ ３．５ ３．７ ３．４
鉱工業生産指数 （前期比％） ０．１ ０．７ １．８ １．５ １．０ １．６
生産者物価指数 （前期比％） －０．６ ０．６ １．０ １．１ １．５ １．４
消費者物価指数 （前期比％） ０．３ ０．６ ０．３ ０．３ ０．８ ０．７ ０．７
失業率 （％） １０．２ １０．０ ９．９ ９．６ ９．４ ９．１ ９．０
欧州中央銀行政策金利（％） ３．００ ２．５０ ２．５０ ３．００ ３．５０ ４．２５ ４．５０
マネーサプライ（M３）（前年同期比％） ５．４ ５．４ ５．９ ６．０ ５．９ ５．９ ５．４
為替相場（期中平均、ドル／ユーロ） １．１１ １．０４ １．０７ １．０２ ０．９６ ０．９３ ０．９０

（期中平均、円／ユーロ） １３０．７ １２７．７ １１８．７ １０８．４ １０５．５ ９９．６ ９７．４

ドイツ
実質GDP成長率 （前期比％） ０．９ －０．１ ０．９ ０．８ ０．９ １．１ ０．６
IFO業況指数 （９１年＝１００） ９０．６ ９１．３ ９４．８ ９８．１ １００．５ １０１．２
鉱工業生産指数 （前期比％） ０．８ ０．８ １．７ ０．７ １．１ １．９ １．６
製造業新規受注 （前期比％） ０．８ ２．４ ５．２ １．７ １．２ ５．４ ０．６
設備稼働率 （％） ８４．９ ８５．３ ８６．０ ８７．０ ８８．０ ８７．７ ８７．７
小売売上数量 （前期比％） ３．０ －２．０ －０．２ －０．２ １．８ ２．４ －１．７
貿易収支 （億マルク） ３２２．７ ２９１．４ ３２２．７ ３２８．６ ３１２．９ ２７３．８ ２３８．６
消費者物価指数 （前期比％） －０．２ ０．４ ０．１ ０．１ －０．３ ０．６ ０．３
失業率 （％） １０．６ １０．５ １０．５ １０．２ １０．１ ９．６ ９．４
マネーサプライ（M３）（前年同期比％） ９．０ １０．９ １０．４ ８．４ ７．５ ３．７ ２．３

フランス
実質GDP成長率 （前期比％） ０．６ ０．８ １．０ １．０ ０．６ ０．８ ０．７
鉱工業生産指数 （前期比％） ０．２ ０．５ １．９ １．４ ０．７ ０．２ １．３
設備稼働率 （％） ８３．８ ８３．９ ８４．４ ８４．８ ８５．２ ８６．０ ８６．５
工業品家計消費 （前期比％） １．２ ０．５ １．９ ０．４ １．５ ０．６ ０．１
貿易収支 （億フラン） ２８６ ２７５ ３５６ １８９ １６１．６ １５３ －９１．２
消費者物価指数 （前期比％） ０．０ ０．６ －０．１ ０．５ ０．５ ０．６ ０．３
失業率 （％） １１．５ １１．４ １１．２ １０．８ １０．２ ９．８ ９．６
マネーサプライ（M３）（前年同期比％） ３．３ ４．１ ６．１ ８．７ ７．７ ６．７ ７．７

イギリス
実質GDP成長率 （前期比％） ０．４ ０．８ １．０ ０．７ ０．５ ０．９ ０．７
鉱工業生産指数 （前期比％） －０．６ ０．８ １．５ ０．１ －０．８ １．４ ０．６
小売売上数量指数 （前期比％） １．２ １．１ １．３ １．２ １．４ ０．３ １．３
貿易収支 （億ポンド） －７６ －６２ －５７ －７２ －７０ －７５ －７６．７
消費者物価指数 （前期比％） －０．４ １．１ ０．１ ０．７ ０．４ １．９ ０．２
失業率 （％） ４．５ ４．４ ４．２ ４．１ ４．０ ３．８ ３．６
イングランド銀行政策金利（％） ５．５０ ５．００ ５．２５ ５．５０ ６．００ ６．００ ―
マネーサプライ（M４）（前年同期比％） ６．５ ５．５ ３．１ ３．８ ５．３ ６．７ ９．２
為替相場（期中平均、ドル／ポンド） １．６３ １．６１ １．６０ １．６３ １．６１ １．５３ １．４８

（注１）ユーロ圏、ドイツ及びフランスの鉱工業生産指数は建設を除くベース。
（注２）イギリスのマネーサプライは末残ベース。
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２０００
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
０．０ ０．８ ０．９ ０．６ ０．６ －０．５ ０．５ ０．５ ０．８
０．６ ０．５ ０．５ ０．３ ０．７ ０．４ ０．６ ０．３ ０．９ ０．５
０．１ ０．４ ０．４ ０．１ ０．１ ０．５ ０．２ ０．０ ０．５ ０．０
９．５ ９．４ ９．３ ９．２ ９．１ ９．０ ９．０ ９．０ ９．０ ８．９
３．００ ３．２５ ３．５０ ３．７５ ３．７５ ４．２５ ４．２５ ４．２５ ４．５０ ４．７５ ４．７５
５．２ ６．１ ６．５ ６．６ ６．０ ５．４ ５．２ ５．６ ５．４ ５．３
０．９７ ０．９６ ０．９６ ０．９１ ０．９４ ０．９５ ０．９３ ０．８９ ０．８８ ０．８４ ０．８６
１０６．５ １０７．６ １０２．６ ９９．９ ９８．１ １００．７ １０１．４ ９７．８ ９３．１ ９２．７ ９３．３

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
１００．２ １００．９ １００．５ １０１．２ １０２．０ １００．３ ９９．１ ９８．９ ９８．０
－０．５ ３．１ －１．２ １．１ ２．５ －３．３ ２．８ １．０ －１．０ －０．３
－１．１ ５．１ ０．５ ２．０ １．８ ０．３ ０．０ ２．０ －４．２ ３．１
― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
３．８ ０．９ －２．４ ４．９ －０．５ －２．１ ０．３ －０．２ －０．７
８８．０ １１７．３ １０７．６ ８８．０ ８２．１ １０３．７ ８６．１ ７８．２ ７４．３
０．２ ０．２ ０．３ ０．０ －０．２ ０．６ ０．２ ０．０ ０．７ ０．１ ０．２
１０．１ １０．１ １０．１ ９．６ ９．６ ９．６ ９．５ ９．５ ９．４ ９．４ ９．３
８．１ ８．０ ７．５ ６．５ ４．４ ３．７ ３．０ ２．８ ２．３ １．３

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
０．３ ０．７ ０．４ －０．４ ０．２ －０．１ １．３ ０．０ ０．１
― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
０．６ １．７ －１．３ ０．２ １．１ ０．１ １．０ －１．５ －１．０ １．５
４１．７ ５９ ６１ ３７ ６８ ４８ －７１ －２４ ４
０．０ ０．１ ０．５ ０．０ ０．２ ０．２ －０．２ ０．２ ０．６ －０．２
１０．５ １０．２ １０．０ ９．９ ９．８ ９．６ ９．７ ９．６ ９．５ ９．４
６．１ ６．３ ７．７ ８．５ ８．３ ６．７ ８．３ ８．１ ７．７

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
－０．４ －０．５ ０．８ ０．７ ０．２ ０．３ ０．５ ０．５ －１．０ －０．２
１．６ －１．３ ０．４ ０．０ ０．４ ０．５ ０．２ ０．４ ０．７ ０．０

－２５．６ －２２．３ －２１．６ －２８．０ －２３．１ －２３．９ －２９．０ －２２．６ －２５．１
－０．４ ０．５ ０．５ １．０ ０．４ ０．２ －０．４ ０．０ ０．７ －０．１
４．０ ４．０ ３．９ ３．８ ３．８ ３．８ ３．７ ３．６ ３．６ ３．６
５．７５ ６．００ ６．００ ６．００ ６．００ ６．００ ６．００ ６．００ ６．０ ６．０ ６．０
３．２ ３．２ ５．３ ４．８ ５．１ ６．７ ６．９ ８．７ ９．２ ９．４
１．６４ １．６０ １．５８ １．５８ １．５１ １．５１ １．５１ １．４９ １．４４ １．４５ １．４３
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アジア主要経済指標

１９９９
１Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ

２０００
１Ｑ ２Ｑ ３Ｑ

中 国
実質GDP （前年同期比％） ８．３ ７．１ ７．０ ６．２ ８．１ ８．３ ８．２
実質工業生産増加率 （付加価値ベース％） ９．７ ９．０ ９．０ ７．３ １０．７ １１．７
全国小売物価指数 （前年同期比％） －２．９ －３．５ －２．７ －２．５ －１．９ －１．９ －１．７
貿易収支（通関ベース原数値１００万米ドル） ４，２６７ ３，７１７ １１，６０４ ９，８２３ ５，２１９ ７，２１５ ６，７８７
うち対日収支（１００万米ドル） －６２ －１，０２７ －１８ －２８１ －２４９ －７０ ３１
香 港
実質GDP （前年同期比％） －２．９ １．２ ４．４ ９．２ １４．３ １０．８
製造業生産指数 （前年同期比％） －９．７ －６．９ －６．２ －３．０ －０．１ －０．９
消費者物価指数�Ａ （前年同期比％） －１．５ －３．５ －５．０ －３．０ －４．１ －３．４ －２．０
貿易収支（通関ベース原数値１００万香港ドル） －１２，９３０ －１２，２３２ －６，４５８ －１１，６７３ －２３，７１２ －２４，６９７ －１６，８２０
うち対日収支（１００万香港ドル） －１８，７１６ －２１，９９６ －２３，８７３ －２５，３２３ －２４，７５７ －２９，４０８ －１９，０９２
韓 国
実質GDP（産業総合・前年同期比％） ５．４ １０．８ １２．８ １３．０ １２．８ ９．６ ９．２
鉱工業生産指数 （産業総合、前期比％） ４．８ ５．５ ７．０ ７．１ ２．３ １．０ ８．０
消費者物価指数 （前年同期比％） ０．７ ０．６ ０．７ １．３ １．５ １．４ ３．２
貿易収支（通関ベース原数値１００万米ドル） ４，６８７ ６，９８２ ５，３２９ ６，９３５ ５０３ ３，６５０ ４，１６０．０
うち対日収支（１００万米ドル） －１，６５４ －２，０７０ －２，２０１ －２，３５５ －２，８８３ －３，２３４
台 湾
実質GDP （前年同期比％） ４．１ ６．４ ４．７ ６．４ ７．９ ５．４
鉱工業生産指数 （前年同期比％） ６．０ ９．６ ５．０ １０．１ １１．４ ７．５ １０．９
消費者物価指数 （前年同期比％） ０．７ －０．１ ０．３ －０．１ ０．９ １．４ １．２
貿易収支（通関ベース原数値１００万米ドル） ２，６３９ ３，５５５ ２，４４０ ２，２６７ １，２９８ １，３７６ １，９４３
うち対日収支（１００万米ドル） －４，１２７ －４，２３４ －４，４５０ －５，８８０ －５，１４４ －６，０２８ －５，７７７
シンガポール
実質GDP （前年同期比％） ０．８ ６．６ ６．９ ７．１ ９．８ ８．０ １０．２
製造業生産指数 （総合、前年同期比％） ６．８ １４．９ １７．１ １６．４ １３．３ １３．３ １５．５
消費者物価指数 （前年同期比％） －０．７ ０．０ ０．３ ０．５ １．１ ０．８ １．５
貿易収支（通関ベース原数値 １００万Sドル） １，８３８ １，７３９ ８４ ２，４８７ １，５４５ １５０ １，７８０
うち対日収支（１００万Sドル） －３，２１８ －４，１４４ －４，９８３ －４，５５９ －４，９２９ －５，５４９ －６，２５８
タ イ
実質GDP （前年同期比％） ０．２ ２．５ ７．８ ６．５ ５．３ ６．６
製造業生産指数 （前年同期比％） ６．５ １１．２ １９．０ ２０．４ ９．５ ３．５
消費者物価指数 （前年同期比％） ２．７ －０．７ －０．９ ０．１ ０．８ １．９ ２．０
貿易収支（通関ベース原数値 １００万バーツ） ５８，１８８ ７５，３４７ ９４，６１５ ７８，７１５ １０１，８４９ ４１，７３５
うち対日収支（１００万バーツ） －２５，０７８ －３７，４４２ －３８，５１０ －５１，５５５ －３３，２４３ －４７，４１４
マレイシア
実質GDP （前年同期比％） －１．４ ５．０ ８．６ １１．０ １１．９ ８．５ ７．７
鉱工業生産指数 （総合、前年同期比％） －２．４ ６．６ １４．２ １７．９ ２３．５ ２０．１
消費者物価指数 （前年同期比％） ４．０ ２．７ ２．３ ２．１ １．５ １．４ １．５
貿易収支（通関ベース原数値１００万リンギ） １５，５６５ １８，２２８ １８，７７８ １９，８０７ １６，５２７ １２，４９３ １４，９０３
対日貿易収支（通関ベース原数値・億ドル） －１６４．２ －１７１．８ －１９８．１ －２０５．１ －１９１．４ －２０５．８
フィリピン
実質GDP （前年同期比％） ０．７ ３．６ ３．８ ４．９ ３．４ ４．５ ４．８
製造業生産指数 （前年同期比％） １．０ ７．２ １１．７ １５．４ １４．７ １７．１
消費者物価指数 （前年同期比％） １０．０ ６．８ ５．６ ４．５ ３．０ ３．９
貿易収支（通関ベース原数値１００万米ドル） ５５０ １４８ １，７５４ ２，１１８ ７３１ １，５５０ １，９６１
対日貿易収支（通関ベース原数値・億ドル） －１６４．２ －１７１．８ －１９８．１ －２０５．１ －１９１．４ －２０５．８
インドネシア
実質GDP （前年同期比％） －７．０ ３．７ １．２ ５．０ ３．６ ４．１ ５．１
製造業生産指数 （前年同期比％） ４．９ ２５．７ ３７．０ ３８．５ ― ― ―
消費者物価指数 （前年同期比％） ５５．８ ３０．９ ６．６ １．７ －０．６ １．１ ５．７
貿易収支（通関ベース原数値１００万米ドル） ４，６０９ ５，５４５ ７，１８９ ７，３１９ ７，５８５ ８，００９

（注１）香港の消費者物価指数は所得階層別に３種類発表され、�Ａは都市部家計の５０％をカバーしている。
（注２）シンガポールの鉱工業生産指数はゴム加工を除く。
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２０００
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
８．９ １２．０ １１．９ １１．４ １１．５ １２．２ １２．８ １２．８ １２．０ １１．４
－２．１ －１．４ －２．１ －２．４ －１．９ －１．４ －１．２ －１．３ －１．５
１，５３９ １，３４７ ２，３３３ ２，１４０ ３，１８４ １，８９２ １，９８７ ２，５４１ ２，２５８
－４２３ －４０ ２１４ ９４ ７５ －２３９ －２０６ １２０ １１７

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

－４．２ －４．２ －４．０ －３．３ －３．４ －３．５ －２．１ －１．８ －２．０
－３，２３１ －６，８８８ －１３，５９３ －１０，５２４ －７，８６１ －６，３１２ －８，１１９ －３，４７４ －５，２２７ －３，８７７
－７，２３２ －８，７９７ －８，７２８ －９，９６０ －９，６４２ －９，８０６ －１０，１６２ －９，０１７ ８７

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
３．１ －０．９ －１．７ －２．３ ６．０ ２．４ ３．５ ３．３ －４．０
１．６ １．４ １．６ １．０ １．１ ２．２ ２．９ ２．７ ３．９
－４２６ ７０６ ２２３ １８３ １，３６５ ２，１０２ ７９９ １，４０４ １，９５８
－８０７ －９２７ －１，１４９ －１，２３１ －９５５ －１，０４８ －１，０４５

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
１１．７ １３．３ ９．５ ５．０ ７．９ ９．５ ７．２ ９．３ １６．５
０．５ ０．９ １．１ １．２ １．６ １．４ １．４ ０．３ １．６
９０９ －２２ ４１１ １０１ ４４０ ８３５ １２５ ６６５ １，１７６ １，３２１

－１，７４４ －１，５８７ －１，８１３ －２，３２６ －１，９２０ －１，７８３ －２，０８１ －１，８３０ －１，８６６ －１，８３４

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
２８．４ ９．６ ３．９ ９．３ １９．８ １１．１ １１．４ ２０．８ １４．４
０．９ １．２ １．２ １．１ ０．６ ０．８ １．１ １．７ １．７
－２３６ ６４３ １，１３８ －１０４ １，０７５ －８２１ ４５５ １，０４９ ２７６ １，４６８
－１，４３９ －１，６９６ －１，７９４ －１，８２５ －１，７２５ －１，９９８ －２，１２３ －１，９４４ －２，１９０

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
８．４ １０．２ ９．８ ３．７ ５．０ １．６ －１．３ －２．３ ２．０
０．５ ０．９ １．１ １．２ １．７ ２．７ ２．６ ２．２ １．３ １．７ １．７

４７，１５９ １６，０８６ ３８，６０４ １７，１６４ ２１，２０５ ３，３６６ ３２，５７１ １６，１６９
－７，５０４ －１３，４２５ －１２，３１４ －１５，９０７ －１３，３６３ －１８，１４４ －１５，８４０

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
２５．５ ２３．５ ２１．７ １７．９ ２１．２ ２１．３ ２０．６ １８．７
１．６ １．５ １．５ １．４ １．３ １．３ １．４ １．５ １．５
４，６１４ ４，９０７ ７，００６ ３，４０５ ４，１４８ ４，９４０ ４，００３ ４，８００ ６，１００ ５，６００
－４６．６ －５２．７ －６４．９ －５６．４ －６９．４ －６３．１

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
２０．５ １４．６ ９．８ ６．１ ２１．９ ２２．５ ３６．４
２．６ ３．０ ３．３ ３．７ ４．１ ３．９ ４．２ ４．６ ４．５ ４．８
６５ ４１９ ２４７ １４０ ４９４ ９１６ ５４４ ８８６

－４６．６ －５２．７ －６４．９ －５６．４ －６９．４ －６３．１

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
０．３ －０．９ －１．２ ０．１ １．２ ２．０ ４．４ ５．７ ６．６ ８．０
２，２２５ ２，６７４ ２，６８６ ２，６７３ ２，４５８ ２，８６２ ２，８６７
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近時、国内外で大きな会社合併、分割が相次い

でいる。２０００年１０月アメリカ電話会社大手AT&

Tが自らの持つ携帯電話やケーブルテレビ

（CATV）など複数の事業部門を分離・独立させ

る４分割計画を発表して話題となった。わが国に

おいても同年９月、第一勧業、富士、日本興業の

３銀行が共同で持株会社みずほホールディングス

を設立、２００２年春を目処として持株会社のもとで

顧客セグメント別・機能別に統合・分離し、分社

経営に移行することを決定している。

企業組織を買収、合併、分割等により組み替え

て競争力を高める動きは内外とも近年活発化して

いたが、欧米主要国に比較して日本の諸制度は必

ずしも使い勝手のよいものではなかった。しかし、

組織再編成に係る最も中心的な法制である商法が

２０００年の会社分割制度の創設を最後に数年来の改

正作業をひととおり終了し、欧米市場に比肩し得

る制度的枠組みが整備された。

（会社法制改正の背景）

東西冷戦構造の終焉という世界的な流れのなか

で、社会主義諸国は市場経済体制への移行を始め

た。資本主義諸国も国際的な緊張が緩和されると

ともに軍備増強の必要性から解放され、企業間の

国際競争が著しく激化してきた。これに市場のグ

ローバル化や規制緩和もあいまって、今や世界は

いわゆる大競争時代に突入した。市場での競争が

より激しく、ビジネスのスピードがより速くなる

につれ、企業は市場の動向に機敏に反応するとと

もに、生き残りをかけた競争力強化、経営効率性

の向上を追求する必要に迫られた。そして、その

ひとつのツールとして企業組織再編成、すなわち

組織の業容をフレキシブルに分割・譲渡・統合で

きる立法措置を求めることになった。アメリカや

EU、イギリス、フランス、ドイツなど欧米主要

国は会社合併・分割に必要な制度を整えていたが、

わが国の商法においては会社合併に係る規定しか

存在していなかった１）。

（合併法制の合理化）

わが国合併法制は、商法に初めて登場したのが

１９３８年、近年の形を整えたのも１９６０年代後半と、

現在とはまったく異なる社会・経済環境下で定め

られたものであった。社会実態が制度から乖離し

ていくにつれ、企業側から組織再編成・経営効率

化を図る手段として利用の多い合併手続の簡素合

理化が求められ、株主及び会社債権者の側からは

合併情報の開示の充実が求められてきた。その結

果、１９９７年６月に商法が改正され、同年１０月施行

された。主な改正内容は図表１のとおりであり、

トピックス

企業組織の再編成

第二経営経済研究部主任研究官 須澤 淳

１）会社分割と同等の効果を持つ現物出資、営業譲渡などの制度がないわけではなかったが、後述するようにスピードが求められ
る競争社会の条件下では必ずしもアベイラブルなものとなっていなかった。
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事前開示の充実�

簡易な合併手続の創設�

債権者保護手続の合理化�

廃止�

合併登記�
事後開示制度の創設�

合併契約書の承認総会�

貸借対照表の本店への備置き�

合併契約書の締結�

【従来の手続】� 【改　正　後】�

債権者保護手続�
（公告並びに個別の催告） 

報告総会または創立総会�

合併契約書、合併比率に関する説明書及び各会社の損益
計算書を備置書類に追加�

官報及び定款で定めた日刊新聞紙で合併に係る公告をす
れば、各債権者に対する個別の催告は不要�

吸収合併における報告総会、新設合併における創立総会
を一律に廃止�

規模の大きな会社が小さな会社を吸収合併する場合、規
模の大きな会社（存続会社）では承認総会を不要とし、
合併に反対する株主に株式買取請求権を付与�

債権者保護手続の経過、合併の日、承継した財産額・債
務額など合併に関する事項を書面に記載し、合併後６
か月間本店に備え置いて株主・債権者に開示�

現代の競争市場に対応した会社合併手続のスピー

ドアップ２）、合併情報の内容及び開示の充実、会

社債権者保護手続の合理化などが図られた。

（持株会社の解禁）

近年、会社は企業グループを形成して事業を行

うことで、国際的競争力の向上や企業経営の全体

的な効率化を目指している。グループ化を進める

に当たっては、既存の会社を子会社とする親会社

を円滑かつ簡易に作り出せる環境があることが望

ましい３）。欧米などでは、このうち特に株式所有

を通じて子会社の事業活動を支配することを主た

る事業とする親会社、いわゆる持株会社を核とす

るグループ経営形態がさかんに用いられてきた。

一方わが国においては、独占禁止法４）が公正かつ

自由な競争を促進するとの趣旨から持株会社を一

律に禁止していた。これは、沿革的には戦前の財

閥の復活を防止する目的のものであったといわれ

図表１ 合併手続の概要

（備考） 商事法務（No.１４５１）資料をもとに郵政研究所作成。

２）改正前は、会社合併に少なくとも９か月程度を要していたとされる。
３）その逆については論をまたない。
４）私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律。
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る。しかし、国際競争力に対応して事業者の活動

を活発化し、わが国経済の構造改革を促進すると

の観点から、経済界を中心に持株会社解禁への要

望が高まった結果、１９９７年６月同法が改正、一部

分を除き同年１２月より施行された５）。みずほホー

ルディングス（持株会社の新設）やソフトバンク

（既存会社の持株会社への転化）などが新たな規

定に基づいた持株会社の例であるが６）、同法の本

来趣旨に反する、事業支配力が過度に集中するこ

ととなる持株会社の設立は依然禁止されている７）。

（株式交換、株式移転制度）

独占禁止法の改正によって、企業が持株会社方

式という経営組織形態を選択する理論的枠組みは

整ったものの、多数ある株主の会社所有権を現在

の会社から新設するその親会社へ一括移行すると

いう手続は未整備かつ実態上も遂行不可能であり、

同法改正時の議論からも商法上の観点からも新た

なツールが求められていた。こうしたなか、独占

禁止法改正の附帯決議として、持株会社を作るた

めの商法上の制度整備が国会でうたわれたことを

受け、１９９９年８月の商法改正で創設されたのが株

式交換制度及び株式移転制度である８）。もっとも、

持株会社というのはあくまで独占禁止法上の概念

であったために、商法上のこれら制度は持株会社

の創設という形でなく、その典型的な場合に当た

る完全親会社、すなわち子会社株式のすべてを有

する親会社を作り上げる制度として規定されてい

る９）。

制度の概念を示したものが図表２である。株式

交換はアメリカにならった制度で、既存の２つの

会社で株式交換契約を締結し、株主保護の手続を

経て株式交換の効力が生じる日になると、完全子

会社になろうとする会社の株主が持っていた株式

が、完全親会社になろうとする会社に組織法上当

然に移転するというものである。この時同時に、

完全親会社となろうとする会社が発行する新株が、

完全子会社となろうとする会社の株主にかわりに

割り当てられる。したがって、最終的に子会社の

株主はすべて親会社の株主になり、親会社が子会

社の唯一の株主になる。

これに対して株式移転とは、既存のひとつない

し複数の会社が共同で新規に完全親会社を設立す

る制度である。株主総会で株式移転に関する決議

を行うと、株式移転が効力を生じる日に完全親会

社ができ上がり、既存会社の株主は完全親会社が

設立に際して発行する株式の割当てを受けて、当

然にその株主となる仕組みである。この制度によ

り、少数株主の株式を含む全株式の一括移転が可

能となるとともに、親会社となる会社にとっては

子会社を持つために自社新株を発行するだけでよ

く、買収資金の用意が不要となった。株式交換、

株式移転制度は独占禁止法の改正とあいまって、

持株会社を核とする企業グループの円滑、簡易な

形成を可能なものとした。

５）金融持株会社の解禁については、預金者、保険契約者、投資者の保護等のために別途銀行法等の改正が予定されていたため、
その改正に施行を合わせることとされた結果、１９９８年６月の施行となった。

６）改正前の持株会社の定義は定性的に�１株式を所有することにより子会社の事業活動を「支配」し、�２そのことを「主たる事業」
とする会社とされていたが、この定義は厳密な数値基準に変更され、�１は発行済株式総数の５０％超（間接保有を含む）を所有
すること、�２は取得した子会社株式の合計価額が総資産額の５０％超であること、と改められた。これにより、事業者にとって
自己が持株会社に該当するか否かが容易に判断できるようになっている。

７）事業支配力の集中度合いの判断に当たり、独占禁止法上持株会社グループの範囲が画定されているが、それによれば、持株会
社自身、子会社に加えて、持株会社が実質的に事業活動を支配している会社も含まれ、支配の実態面に配意した考え方がみて
とれる。なお、事業支配力の考え方については、公正取引委員会がガイドラインを作成、公表している。

８）１９９９年１０月施行。
９）その後、完全親会社が所有する子会社株式の一部を任意に売却すれば、所有関係はいかようにも作り出せるからである。
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（1）　株式交換制度 

Ｏ　社�

（親会社となろう�
　とする会社）�

Ｋ　社�

（子会社となろう�
　とする会社）�

株
　
主�

株式交換発効�

株式交換発効�

Ｏ社新株の�
割当て�

株式の移転�

株
　
主�

Ｏ　社�
�

（完全親会社）�

Ｋ　社�
�

（完全子会社）�

株
　
主�

株
　
主�

（2）　株式移転制度 

Ｋ1、Ｋ2社�

（子会社となろう�
　とする会社）�

Ｋ1、Ｋ2社�
�

（完全子会社）�

Ｏ社株式の�
割当て�

会社新設�

株式の移転�

株
　
主�

Ｏ　社�
�

（完全親会社）�

株
　
主�

株式交換契約書、貸借対
照表等の本店への備置き�

株式交換契約書で定めた
株式交換の日�
　 （株式交換発効）�

株式移転の議案の要領、
貸借対照表等の本店への
備置き�

株式交換契約書の承認総
会�

株式交換に関する書面の
本店への備置き�

株式移転を行う旨の社内
決定�

株式移転に関する書面の
本店への備置き�

株式移転に反対す
る株主の株式買取
請求権�

株式交換に反対す
る株主の株式買取
請求権�

規模の大きな会社
が親会社となる場
合は不要�
（簡易株式交換）�

完全親会社の設立登記�
（株式移転発効）�

株式交換契約書の締結�

株式移転の承認総会�

図表２ 株式交換制度及び株式移転制度の概念図

（備考）
１ 株主と会社の関係を表した図における矢印は支配関係を示す。
２ 郵政研究所作成。
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（会社分割法制の創設）

みずほファイナンシャルグループの計画を例に

とると、第一勧業、富士、日本興業の３銀行が共

同でホールディングカンパニーを設立するところ

までは１９９９年段階でも行えたが、３行の重複部門

を分離・集約して事業部門別分社体制に改組する

ことは組織再編成のための最後のツール、会社分

割法制なくしては困難である。特定の目的を実現

するために分社化等に関する商法の特例を設ける

例もみられたが１０）、企業再編成を総合的かつ容易

に実施するためには会社分割制度を欠くことはで

きないとの認識から、経済界が制度創設を強く要

望していた。政府も同様の認識に立ち、規制緩和

推進３か年計画（１９９９年３月閣議決定）に会社分

割法制の整備を盛り込むなどして取り組んだ結果、
ちょうび

２０００年５月一連の商法改正の掉尾を飾ることと

なった。遅くとも１年内には施行される運びであ

る１１）。

（会社分割の効果）

新制度の内容について詳細にみよう。会社分割

とは、最も単純な例ではひとつの企業が複数の企

業に分かれることであるから、複数の企業がひと

つになる会社合併の逆の現象ととらえることがで

きる。しかし、企業とは経営資源たる人と物と金

の集合体であって、それらがどの企業にどう分か

れるのかによって、企業の契約当事者としての地

位、債務者としての企業の信用、従業員の雇用環

境の確保などが不安定となってしまうことが会社

合併との根本的な相違である。最初の２点の問題

を解決するため、商法は会社分割を会社の営業の

全部または一部を他の会社に承継させる行為と定

義した。営業をひとまとまりの単位として移転さ

せることで、契約の相手方が分割後どの企業を当

事者として認識すべきかが明確になる。個々の権

利義務関係の承継についても、営業の一体性を保

つことでいちいち利害関係者の同意を要しない仕

組みとされた。分割をこうした包括承継と位置づ

けることで、利害調整の手数を省き手続のスピー

ドアップを企図しているわけである。また営業単

位での移転と構成したことが、３点めの従業員の

雇用について、突然の職場消滅を生じさせないと

いう一定の効果を生み出している。しかし、個々

の従業員が新会社に承継されるのか否かを元の会

社が恣意的に決定できるものとすると、労働者側

に不利益が生じることが当然想定される。このた

め、雇用関係については商法上労働者との事前協

議義務を定めたほか、労働関係承継ルールを明確

化して労使間トラブル防止と労働者保護を図るた

めの労働契約承継法の立法による手当てがあわせ

てなされた１２）。なお株式交換等と同様、営業は会

社分割の効力発生と同時に一括して、法律上当然

に移転するものと構成されている。

（分割の諸類型）

会社分割の規定は分割の態様によっていくつか

の類型を認めているが、それらを組み合わせて用

いることで、企業戦略や実体経済に対応した幅広

い使い方ができるようになっている。類型のひと

つは物的分割と人的分割である。人的分割はこれ

まで行われてきた分社経営における子会社を機動

的に設立するものであり、分社型分割と呼ばれる。

１０）産業活力再生特別措置法は、経営資源をより高い生産性が見込める中核的事業にシフトさせる事業再構築計画の認定を受けた
企業が実施する現物出資等を円滑化するため、検査役手続の簡略化、簡易な営業譲受制度を整備しているが、これはバブル時
代から企業が抱えていた過剰設備の清算を促進して企業の再生を図る目的のものであるうえ、２００２年度末までの時限措置であ
る。

１１）２００１年４月の施行が見込まれている。
１２）会社の分割に伴う労働契約の承継等に関する法律。
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物的分割は分割型分割と呼ばれ、アメリカなどで

広く用いられるスピンオフと同じ効果を持つもの

だが、これまでわが国では実施することができな

かった類型である。それぞれの概念を図表３にま

とめた。企業Ｐ社が自社の事業Ｙを分割して他社

Ｑ社に譲渡する場合、Ｑ社は業容の拡大となるの

で資本を増額するため新株を発行する１３）。この株

式を元のＰ社に完全に割り当ててしまうのが分社

型であり、営業の承継を受けたＱ社はＰ社の支配

を受ける。これに対して、分割型はＱ社の新株を

元のＰ社の株主に人的に割り当てるもので、Ｐ社

の株主からみればＰ社Ｑ社は兄弟会社の状態にな

る。

いまひとつの類型は吸収分割と新設分割である。

吸収分割は図表３におけるＱ社のように既存の別

の会社に営業を承継させる分割であり、新設分割

は営業を承継する会社を分割と同時に新しく設立

する手法である。ある会社が複数の事業部門を有

図表３ 会社分割の概念図

（備考）
１ 株主と会社の関係を表した図における矢印は支配関係を示す。
２ 郵政研究所作成。

１３）新株の発行を行わず金銭売買で営業を譲り受けるのは商法上の営業譲渡ないし事後設立である。会社分割制度は営業の承継に
当たって新株を割り当てる仕組みに限定しているため、株式交換と同様、分割に際して資金を用意する必要がない。
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する場合に、各部門をそれぞれ独立会社とするこ

とで経営の効率性を向上させるケースが新設分割

の典型的な利用形態であろう。吸収分割は、みず

ほファイナンシャルグループのように、各銀行の

法人格を生かしながらその有する法人部門、個人

部門、投資部門を分離して、それぞれに特化した

専門銀行として再構築したいというケースを想起

すれば分かりやすい（図表４）。

（各分割類型の採用によるメリット）

従来制度との比較で考えてみると、分社化、す

なわち会社の事業部門を子会社化するための手法

としては現物出資や財産引受け、営業譲渡、事後

設立などが用いられてきた。しかし、これらによ

図表４ 会社分割を用いた金融機関の再編成の例

（備考） 法務省資料より抜粋。

１４）これらはいずれも会社財産の重要な部分に係る取引であり、資本充実の脱法行為として悪用される可能性があるため、商法は
厳重な監視体制をとっている。なお、会社の設立に当たって営業を出資者が譲渡するものが現物出資、出資者以外が譲渡する
ものが財産引受け。会社設立後の営業譲受けは営業譲渡の規定により、特にそれが設立後２年内の行為であれば事後設立の規
制を受ける。
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る場合は裁判所が選任する検査役の調査を要する

など、高い規制のハードルが設けられていた１４）。

例えば営業の現物出資を行えば、検査役の調査は

現物出資の履行完了を前提に実施されるため、調

査中は営業を停止せざるを得ない、検査役は会社

の資本充実の観点から出資された営業の価格が適

切か否か詳細に調査するため、分社が成立する時

期の見込みが立たない１５）、営業に含まれる債務の

移転についても個別債権者の同意を要する、など

である。その他の手法の場合もほぼ同様であり、

結局分社化の手続を短期間で機動的に行うことは

困難であった。しかし、今回導入された分社型分

割によれば、検査役の選任が不要であるため営業

を停止する必要がない。一定の債権者保護手続を

踏むことで会社債権者個々の同意も不要となり、

非常に合理化された規制となった。

他方、分割型分割は従来存在しなかった制度で

あるが、仮に図表４の第２段階を分社型分割で行

えばＡ、Ｂ、C各銀行間に株式の持合いが生じて

しまうところを、この制度を用いることですべて

の株式が持株会社に行き、完全な親子会社関係を

維持したままそれぞれの会社に独占的に営業をさ

せることができるメリットがある。

その他有効な用途として、営業を承継する新設

あるいは既存会社が発行する株式の一部を元の会

社に、残りを元の会社の株主に割り当てる、いわ

ゆる一部分割という手法も採用できる。承継会社

の株価上昇や上場を見込んで、株式の流動性を確

保する場合などに活用が期待される。さらに、中

小企業内での株主間の紛争を解決する有効な手段

ともなり得る。これは非按分型分割と呼ばれ、全

株主の同意があれば、例えば３人兄弟で経営して

いる会社の営業を３分割し、それぞれが発行する

新株を兄弟１人ずつに割り当てることで、他の兄

弟の影響を受けないまったく独立した３会社をそ

れぞれ作ることができる１６）。もちろん、ひとつの

会社が複数の営業を分割するとか、複数企業が共

同で合弁会社を設立する、複数企業が複数子会社

を作り出すといった弾力的な分割形態をとること

も許されている。ただし、トータルでみて負債超

過となっている事業部門のみを分割して新設会社

とすることは、資本充実の原則から行い得ないも

のとされている。

このほか、分社型の会社分割を行う際に、承継

される財産額が一定の額より大きくない場合には、

元の会社の株主総会による承認手続を省くことが

認められている（図表５）１７）。これは簡易分割と

呼ばれ、株主の意向を直接に保護する必要性が薄

いことによる便法である１８）。簡易分割によること

ができる場合は、結局取締役会の承認のみで分割

が実行可能である。さらに一定の要件を満たせば、

営業を承継する既存会社における株主総会の議決

も省略することができ、迅速な組織再編成の実行

に資するものとなっている。

（期待される会社分割の活用）

会社分割制度を利用することによって、高収益

分野を別会社としたり、不採算部門をグループか

ら切り離したりすることが容易になる。現時点で

は改正商法が施行されていないため実現事例は存

１５）検査役による資産評価は半年から１年の期間を要するといわれる。
１６）非按分型分割は株主平等の原則を破るものであり、明文の規定はないが全株主の同意が揃えば可能と解されている。なお、元

の会社に対して他の２人が有していた株式は、各新会社において消却することになる。
１７）なお、株主総会における会社分割の承認決議は、会社経営に重要な影響を与えるものであるため、通常の決議よりも加重され

た特別決議（発行済株式総数の過半数となる出席株主のうちの２／３以上の賛成）を要するものとされる。会社合併、株式交換・
移転についても同様である。

１８）分社型の分割においては、株主は分割後もなお元の会社を通じて間接的に、承継を受けた会社に対して支配権を行使すること
ができるからである。
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本店への備置き�

簡易分割により総会決議の省略が可能�
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反対株主に株式買取請求権を付与�

債権者保護手続�
（原則各別の催告が必要）�

強い債権者保護の要請から催告は原則必要�

      

分割の効力が生じると同時に営業全体が法律上当然に移転�

分割の登記�
（会社分割発効）�

会社分割に関する書面の本店�
への備置き�

ただし吸収分割における承継会社は合併手続に準じ、官報�
及び定款で定めた日刊新聞紙で分割に係る公告をすれば、�
個別催告不要�

注：吸収分割においては承継会社があるため分割契約書を�
　　作成する�

（要件）�
①分割会社においては、�
・分社型分割であること�
・承継される財産の合計額が分割会社の資産の合計額の�
　1／20を超えないこと�

②吸収分割における承継会社においては、�
・分割に際して発行する新株の総数が、承継会社の発行�
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・承継会社が支払う分割交付金の額が純資産の1／50を�
　超えないこと�

在しないが、その特徴を生かして従来のさまざま

な問題点をクリアする活用法が期待されている。

前節で挙げた合弁会社の設立が一例だが、いまひ

とつの例は資産流動化である。資産流動化とは、

資産（貸付債権、売掛債権、不動産等）をオフバ

ランスにしてその資産の生み出すキャッシュフ

ローを裏づけとした資金調達を行うことである。

原資産の保有者は、資産に対する支配力を残しつ

つ資産単体での格付けを得ることができ、特に優

良債権を基礎とした調達に用いられるが、会社分

割を用いて優良資産を持つ営業を新会社として独

立させれば、その会社の発行する株式を売却する

ことによって実質的に資産流動化と同等の資金調

達効果が得られるほか１９）、従業員も営業に付随し

て転籍するため、単なる資産の譲渡と比較して失

業者が出ないメリットもある。

また、MBOに応用することも期待される。

MBO（Management Buyout）とは経営者による

企業買収であり、ノウハウや技術力に秀でた社員

が、自己の統括する会社の一部門を買い取って独

立するのが典型的な形態である。特に、大手企業

からベンチャーとして独立する際に採られる手法

図表５ 会社分割の手続

（備考） 郵政研究所作成。

１９）ただし、当該営業に含まれる不良資産のみを除外することはできない点に留意が必要である。
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だが、一般に社員単独では十分な開業・運転資金

を調達するのが困難なことが指摘されていた。こ

こに会社分割を用いれば、簡素な手続で独立会社

を設立できるうえ、買収の対価として新会社の株

式を割り当て、貴重な現金の流出を回避できる。

株式により生じる元の会社との資本関係を、営業

その他の手段として利用することも可能となろう。

このほか、独占禁止法上の事業支配力集中（シェ

ア独占）を一部事業の分割によって分散、回避す

ることにも応用できるかも知れない。

実質的な効果を求めるものとして、企業グルー

プ内の再編にも生かすことができる。グループの

なかで複数の事業部門を持つ会社あるいは会社群

から製造、卸売、販売、人事、経理等同種の事業

を切り離しそれぞれ独立の会社に統合することで、

グループ内の事業を効率化できると同時に、戦略

目的から特定部門をグループ外に売却することも

容易となる。これがスピンオフである。

（スピンオフ）

親会社が、新設した子会社に事業用資産の一部

を子会社株式と交換で現物出資し、得た株式を親

会社の株主に分配する会社分割が、アメリカでは

スピンオフ（Spin―off）と呼ばれる。最終的な所

有形態をみれば、日本でこのたび整備された分割

型新設分割に相当するものである。１９９０年代後半

より欧米でさかんに行われるようになり、企業の

競争力強化や株主価値の向上を実現している。

スピンオフの基本的理念はコングロマリット・

ディスカウントの解消にあるといわれる。図表６

の左側の状態で、それぞれの価値が２であるよう

なまったく別個の事業部門を持つ会社は、シナ

ジー（相乗）効果が働いて、合計で４以上の企業

価値を持っているだろうと市場は期待する。しか

し、なんらかのロスが生じて単純合計を下回って

いる場合、会社は市場の評価を回復するため、事

業を２分割して合計価値を４に戻そうとする。つ

まり、ひとつの組織に異質な利害を複数抱え込む

ことからくる内部調整等の非効率を、組織分割に

より解消しようとする手法なのである。

この原理から分かるように、スピンオフの究極

の目標は市場における企業価値の追求、すなわち

会社所有者たる株主の利益の極大化及び顕在化に

あるといってよい。アメリカにおいては株主の権

利意識が非常に強い一方で、わが国の会社は短期

的な配当の向上より事業拡大による中長期的な利

益計上を指向するという違いが、スピンオフの発

想に影響しているのではないかと思われる。図表

図表６ スピンオフによる企業効率化

（備考） 後掲小本恵照［２０００］より抜粋。
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７にIT関連分野における最近のスピンオフの事

例を列挙したが、大手企業のみならずベンチャー

企業による例も多いといわれる。後掲Alberto

Torres［２０００］によれば、１９９９年に既存の会社

からスピンオフして株式公開したアメリカ企業は

３０社近くに上り、前年の３倍に増えたとされる２０）。

アメリカにおいては、企業はスピンオフによって

組織を身軽にすることで、戦略的な経営資源の集

中と経営のスピード化を実現し、変化の速い市場

に即応することを求められているものとみられる。

改正商法施行後は日本にもスピンオフが根づく

だろうか？企業グループとしての業績向上による

株式のキャピタル・ゲインを求めるわが国株主の

傾向からすれば、急成長の可能性を秘めた事業を

２０）Torres［２０００］は、１９９６年のLucent Technologies（通信機器、AT&Tより独立）や１９９９年のPalm（携帯端末、３comより）、
２０００年のAgilent Technologies（情報機器、Hewlett―Packardより）など一部の企業は、スピンオフにともなう株式公開により
数百億ドルもの市場評価額を得た、とも言及している。

２１）例えば、株式の上場に当たって、東京証券取引所は�１会社設立後３年以上経過していること、�２連結P／L上過去一定額の利益
を計上していること、等を求めているが、新設分割により設立された会社は当然これを満たすことができない。

２２）現にアメリカでは、例えば資産の売却で収益を認識するところを、スピンオフによる営業の分割と構成することで譲渡益課税
を免れる、といったケースが多発したため、非課税の適用条件が厳格化されることとなった。

２３）例えば現行の現物出資において、一定の条件の下で圧縮記帳等による課税繰延べが認められていることなどとの整合性を図っ
たものである。

図表７ IT関連分野における最近のスピンオフ事例

年月 企業 スピンオフ（分割）の内容

２０００．１ 電気機器大手IBM ホームネットワーキング事業Home Director Inc．を分割すると発表

情報機器・ソフトInprise データベース開発・管理事業部門を分割すると発表

コンピュータメーカーSGI メディアサーバソフト事業Kasenna Inc．を分割

２ ネット機器販売
Cabletron Systems

通信サービス企業向けハード販売Riverstone Networks
企業データネットワーキング機器販売Enterasys Networks
ネットワークコンサルティング／サービスGlobal Network Technology
Services
ネットワーク管理ソフト販売のAprisma Management Technologies
に最終的に４分割すると発表

３ 通信機器用部品メーカー
Lucent Technologies

LAN構築・データ事業を分割すると発表

コンピュータソフト大手Microsoft 不動産サイトMSN HomeAdvisorを分割すると発表

ネット機器メーカー３Com 携帯端末事業のPalmを分割

４ OS販売Applix ソフト提供事業VistaSourceを分割すると発表

６ ビジネス情報大手D&B 格付機関Moody’s Investors Serviceを分割すると発表

コンピュータ大手Hewlett－Packard 試験・計測器メーカーAgilent Technologiesを分割

７ 通信機器大手Qualcomm 半導体・ソフトウエア事業Qualcomm Spincoを分割すると発表

８ ネットワーク管理
Computer Associates

アプリケーション配信技術iCan－ASPを分割すると発表

９ グラフィックチップメーカーS３ 情報端末事業Frontpathを分割すると発表

半導体メーカーConexant Systems ネット機器向け部門を分割すると発表

１０ オンライン事業NBCi 企業向けネットサービス事業AllBusinessを分割すると発表

電話会社大手AT&T 携帯電話部門AT&Tワイヤレス、CATV部門AT&Tブロードバンドを分割
すると発表

（備考）後掲ZD NET NEWS記事から２０００年入り後アメリカで計画発表または実施されたスピンオフの代表的な事例を抽出、郵政
研究所においてまとめた。
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グループ外に放出してまで短期的利益を求めるべ

きだと考える株主は少数派だと思われる。スピン

オフと同時に株式公開ができるのか、という手続

上の問題も指摘されている２１）。しかし、著名企業

でアメリカ型スピンオフの成功事例が出現すれば、

意外に多くの企業が検討・実施に移るのではない

だろうか。インターネットやIT関連市場の展開

は急速かつグローバルなものであり、世界の動静

に遅れをとれないとするわが国企業の潜在的ニー

ズは小さくないと思われる。利益還元の実現は、

別の株主の権利意識覚醒の呼び水となり得る。多

角経営に起因する非効率改善のため、採算のとれ

ない部門を本体から切り離して連結からはずすと

いう、ある意味では消極的な活用も、経営者の決

断の選択肢にのぼる可能性がある。

（わが国経済が順応するに当たって）

いかなる経緯をたどるかはともかくとしても、

わが国企業は整備された会社分割制度を効果的に

用いて、経営の効率化、国際競争力の強化を図っ

ていかなければならない。一部繰返しになるが、

制度への順応に当たっては、今後越えなければな

らないハードルがいくつか存在すると考えられる。

その筆頭は経営者の意識の転換である。将来有望

な事業を育成すれば、それを核にすえて経営基盤

を確実なものとし市場の信頼を得るとするのが従

来の経営者の考え方であった。それをあえてグ

ループから切り離すという行動に出るには、抵抗

感が強いだろうと想像される。この点、激化する

国際競争と市場のグローバル化を踏まえつつ、株

主利益重視の観点に立った意識の転換が求められ

るところであろう。元の会社に残るものが現金で

なく株式のみ、ということも経営者が抵抗を感じ

る背景にあろうから、株式公開に係る規制の緩和

や分割手続の一層の簡略化など環境整備も望まれ

る。

また税制の問題も存在する。アメリカではスピ

ンオフが非課税で実施できたことが、その普及の

大きな要因のひとつであったといわれている。非

課税措置を無制限に認めては課税回避に悪用され

て逆効果となるため２２）、バランスをとるのは容易

でないが、制度のフィージビリティを損なわない

ためにも、組織再編成を目的とした適正な分割は

非課税とカテゴライズされるべきところであろう。

現在税制改正の作業が行われており、報道によれ

ば、会社分割にともなう資産の移転は薄価ベース

として課税繰延べを認めるほか２３）、株主に発生す

る株式譲渡益についても繰延べを容認する模様で

ある。課税回避を防止するため、税当局では法令

に分割の客観基準を設ける方向であるが、経営戦

略としての会社分割の活用範囲を必要以上に狭め

２４）なお、資産の承継会社が元の会社から繰越欠損金を引き継ぐことについては、移転する営業分の欠損金を計算するのが難しい
ことから、引継ぎを認めない模様である。

２５）ストックオプションは従業員持株制度ともいわれ、経営参加意識を高める目的で役員、管理職、従業員に、自社株式をあらか
じめ決められた価格で購入する権利を与えるものである。努力の結果株価が行使価格より上昇すれば、従業員等は行使価格で
自社株を購入し、市場で時価で売却することにより利益が得られ、会社側も直接報酬を拠出することなく、従業員等に経営努
力のインセンティブを与えることができる。しかし、子会社従業員に親会社のストックオプションを与えることは認められて
いないため、持株会社制度への対応に不備があるとの議論がある。

２６）反面、株価が子会社業績を反映するにもかかわらず株主には子会社の議決権がなく、配当に当たっては直接の発行主体である
親会社の業績の影響を受ける。

２７）例えば、電話会社大手AT&T（２０００年１０月）や通信事業大手WorldCom（同年１１月）がトラッキングストックの発行を発表し
ている。

２８）導入を目指して議論が進められているところであるが、成立時期は未定である。
２９）株式を公開すれば親会社ソニーの支配力が希薄化し、グループとしてのシナジー効果が失われることに配意しての措置といわ

れる。
３０）アメリカ法制が情報開示を徹底しているのに対し、わが国では株式未公開会社には法律上詳細なディスクローズを行う義務が

なく、投資家保護に欠ける可能性がある。なおソニーでは、商法が優先株と劣後株以外の種類株式を否定しているわけではな
いとの解釈により、日本版トラッキングストック発行の余地があると判断したとされるが、情報の開示手段や発行手続、利害
関係の調整における基準は現時点で未整備である。
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ない措置とすることが望まれる２４）。

いまひとつの点として、労働者の帰属意識の希

薄化が挙げられるのではないか。分割が頻繁に行

われるようになると、労働者のグループ企業への

愛着心や経営者への忠誠心といった帰属意識が薄

れてくるおそれがある。いわゆる日本型雇用シス

テムの変貌による影響もあろうが、放置すれば従

業員の勤労インセンティブまで削ぐ結果ともなり

かねない。これを防ぐ手だてとしては、ストック

オプション（Stock Option、自社株購入権）の付

与によるグループ企業への求心力維持などが考え

られる２５）。従業員を移籍させる前提として事前協

議をきめ細かに行うことや、移転する営業に当然

には付随しない福利厚生の取扱いに遺漏なきを期

することなどにより、個々の労働者に自己の職業

上の位置づけをその都度確認させる試みも励行さ

れるべきである。

（トラッキングストック）

最後に、会社分割に類似した効果をもたらすこ

とができるトラッキングストック（Tracking

Stock、部門収益連動株式）について言及してお

きたい。トラッキングストックとは、企業グルー

プのある特定の子会社の業績を基礎に、親会社が

発行する株式を指す。アメリカで多用されている

資金調達手法で、投資家は親会社の株主となるが、

配当は子会社株式を有する場合と同様のものを得

ることができる仕組みである２６）。グループとして

シナジー効果が発揮できていなくとも、業績の挙

がっている優良子会社に投資対象を限定すること

で、資金調達を容易にする効果をもたらす。配当

の基礎となる子会社に株式を公開させる必要がな

いため、優良子会社を引き続きグループの支配下

においておきたいと考える経営者にとって、有力

な資金調達のツールとして利用されている２７）。わ

が国商法はこうした特殊な株式の発行を想定して

いないが２８）、２０００年１１月、ソニーが日本版トラッ

キングストック（子会社業績連動株式）を発行す

ることを発表して話題となっている。これにより、

インターネット子会社、ソニーコミュニケーショ

ンネットワーク（SCN）は株式公開をすることな

く、かつソニーの完全子会社のままで容易に資金

調達を行うことが可能となったが２９）、現行法上明

記された制度に依拠したものでないため、投資家

保護などの面で問題点も指摘されており３０）、経済

界では汎用性のあるアメリカ流トラッキングス

トックの解禁を要望している。
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１ はじめに

商務省は、昨年１０月に報告書「Falling Through

The Net: Toward Digital Inclusion」を発表した。

これを見ると、８月現在、全世帯の４１．５％がイン

ターネットにアクセスしている。ほぼ１年半前

（９８年１２月）が２６．２％であるから急速な普及ぶり

である。アジア系、白人家庭の利用は多く、また、

高学歴、高所得世帯になるほどアクセス率が高い。

これらのアクセス率の高い上位グループと下位グ

ループの黒人・ヒスパニック、低学歴、低所得の

家庭を比較すると、世帯の絶対数ではその差は開

く傾向にある。ただ、下位グループの増加率は高

く、いずれ上位・下位のグループ間の格差は縮小

トピックス

インターネットと米国の選挙

官房企画課総括専門官 大寺 廣幸

図表１ インターネットアクセスの世帯比率（％）

１９９８．１２�a ２０００．８�b 増加％（b－a） 変化率（b－a）／a

全世帯 ２６．２ ４１．５ １５．３ ５８．４

白人（ヒスパニックを除く） ２９．８ ４６．１ １６．３ ５４．７

黒人（ヒスパニックを除く） １１．２ ２３．５ １２．３ １０９．８

アジア・オセアニア系 ３６．０ ５６．８ ２０．８ ５７．８

ヒスパニック １２．６ ２３．６ １１．０ ８７．３

年収１５，０００ドル未満 ７．１ １２．７ ５．６ ７８．９

１５，０００―２４，９９９ドル １１．０ ２１．３ １０．３ ９３．６

２５，０００―３４，９９９ドル １９．１ ３４．０ １４．９ ７８．０

３５，０００―４９，９９９ドル ２９．５ ４６．１ １６．６ ５６．３

５０，０００―７４，９９９ドル ４３．９ ６０．９ １７．０ ３８．７

７５，０００ドル以上 ６０．３ ７７．７ １７．４ ２８．９

中卒以下 ５．０ １１．７ ６．７ １３４．０

高 卒 １６．３ ２９．９ １３．６ ８３．４

各種カレッジ ３０．２ ４９．０ １８．８ ６２．３

カレッジ卒 ４６．８ ６４．０ １７．２ ３６．８

大学院卒 ５３．０ ６９．９ １６．９ ３１．９

農村地域 ２２．２ ３８．９ １６．７ ７５．２

地方都市地域 ２７．５ ４２．３ １４．８ ５３．８

大都市地域 ２４．５ ３７．７ １３．２ ５３．９
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すると見込まれる。また、年齢別のインターネッ

トアクセスを見ると、４９才までの年齢層はさほど

格差がなくなってきている。高齢者の苦手意識は

まだ根強いようだ。

このように、インターネットは、人種・民族、

学歴、所得、年齢といった観点から、利用環境に

格差が厳然とあり、その格差是正への取組みが急

がれている。しかし、一般的にはインターネット

は、ラジオ、テレビといったメディアがそうで

あったように急速に日常生活の必需品となってき

ている。

米国では、昨年の大統領選挙、上下両院議員選

挙などでインターネットが様々な形態で利用され

た。候補者や政党は自ら構築したウェブサイトを

使って政策のアピール、ボランティアの募集、募

金に努めた。アメリカオンラインなどの商用ポー

タルサイトも政治専門ポータルサイトも、CNN

やニューヨークタイムスなどのマスメディアや公

益団体も自らのウェブサイトを使って、インター

ネットで積極的に選挙関係のニュースや解説を流

した。選挙制度の枠組みを定める連邦選挙委員会

（Federal Election Committee：FEC）は、イン

ターネットの利用が連邦選挙キャンペーン法

（Federal Election Campaign Act）でどのよう

に扱われるべきか、につき、事例に応じ見解（ad-

visory opinion）を公表してきたが、一昨年１１月

包括的な規制案を世の中に提案しパブリックコメ

ントを求めた。昨年８月、これまでの見解を集大

成したガイドラインを発表した。

インターネットは発展途上のメディアであり、

米国の政治、選挙への利用においても、なお試行

錯誤の連続である。しかし確実に言えることがあ

る。ルーズベルト大統領のラジオを使っての炉辺

談話や、１９６０年大統領選のケネディ・ニクソン両

候補のテレビ討論に象徴されるように、ラジオ、

テレビは、政治活動、選挙運動と密接なつながり

を持つようになった。これと同じように、イン

ターネットも早晩、政治活動、選挙運動に不可欠

な道具になるということである。

米国の選挙でのインターネットの利用について

サーフィンしてみたのが、この小稿である。

２ インターネットの特色

インターネットの一般的なメディア特性が政治

活動や選挙運動への活用に興味深い効果を与え、

開かれた政治、一般国民の政治参加を促す誘因に

なるのではないかと期待されている。

�１ 非集中性（分散性）

従来のマスメディアは、情報伝播チャネルが限

定されており、比較的少数の組織団体がゲート

キーパーとして機能している。他方、インター

ネットの情報流通構造は集中型ではなく分散型で

ある。ゲートキーパーなしに機能する構造になっ

ている。

�２ グローバル性

インターネットは、世界中から即時アクセスが

図表２ インターネットアクセスの年齢層別比率（％）

１９９８．１２�a ２０００．８�b 増加％（b－a） 変化率（b－a）／a

３―８才 １１．０ １５．３ ４．３ ３９．１

９―１７才 ４３．０ ５３．４ １０．４ ２４．２

１８―２４才 ４４．３ ５６．８ １２．５ ２８．２

２５―４９才 ４０．９ ５５．４ １４．５ ３５．５

５０才― １９．３ ２９．６ １０．３ ５３．４
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可能である。電子メールは、道路を隔てた向こう

へも、海を超えた海外への、同じく簡単に安く

メッセージを送ることができる。また、WWW上

のサーチエンジンは、国内外を問わず必要な情報

があるサイトを選び出す。ミラー機能は、サイ

バースペースに匿名性を与える。

�３ 情報の豊饒

インターネットの仮想空間では、発言者の数に

制約はない。マスメディアには、たとえば新聞紙

面、２４時間のテレビ放送枠など、希少性がある。

インターネットには希少性はほとんど存在せず、

情報の量、多様性において無限である。

�４ コストの安さ

米国の選挙運動を規する法制には暗黙の前提が

ある。候補者は有権者から支持を得るためキャン

ペーン活動が不可欠だ。その主要なキャンペーン

手段は、テレビコマーシャルや集会、ダイレク

ト・メールなどだ。このようなキャンペーン活動

には多額の経費がかかる。一方、インターネット

では「スピーチは廉価」。インターネットでは、

個人や、組織的に緩い紐帯で結ばれた団体の間に

コミュニケーションがあり、これは他のメディア

にない特色である。電子メディアとしては歴史上

初めてすべての利用者が出版者になりうる。地理

的、社会的、政治的な障壁を超えて利害を共通す

るコミュニティを形成でき、また、このようなコ

ミュニティに参加できる。自己の考えを電子メー

ルの形で多数の人に一斉に発信できる。ポータル

サービスを使い、ウェブページを作って意見交流

の場を提供したりできる。それも個人に手の届く

費用で。

�５ 双方向性

ラジオやテレビのほとんどの番組においては情

報の送り手と受け手が画然と分かれているが、イ

ンターネットは、本質的に双方向の機能をもつ。

一から一へ、一から多数へ、多数から一へ、と情

報は往復する。

�６ 利用者がコントロール権

テレビやラジオは、おおむね受け手である個人

に情報受容の決定権は与えられていない。イン

ターネットは違う。利用者が情報受容のコント

ロールができるメディアである。

３ ９６年選挙の経験

インターネットが選挙運動に用いられたのは９６

年の選挙からと言っていいだろう。大統領選での

民主党のクリントン・ゴア陣営と共和党のドー

ル・ケンプ陣営は、いずれも有権者に対し情報を

提供しボランティアを募り、選挙キャンペーンの

主なイベントの情報を流した。注目すべきは、非

公式な組織化されていない「草の根」的なウェブ

サイトが多く登場したことである。選挙に関連す

るニュースレター、広告宣伝、選挙ガイドなどが

これらのウェブサイトから発信された。

９６年選挙でのインターネット利用の状況はいろ

いろな角度、視点から調査された。

AP通信の調査結果を紹介しよう。１６，３３８人に

対する出口調査によれば、その２６％がインター

ネットを日常使用していた。インターネットを日

常使用する１８歳以上の人の９０％が投票登録をすで

に行っていた。また、ワシントンポストによれば、

投票者の７％がインターネットを選挙の主要な情

報源とし、３分の１が情報源の１つとしていたと

回答した。別の電話聞き取り調査（有効回答１，０５０

人）から推計して９６年に投票を行った１１人に１人

（８５０万人）がインターネット上の情報から影響

を受けたと推定された。ちなみに雑誌から影響を

受けた者の比率は１１％、ラジオからは１９％で、や

はりなおテレビと新聞は主要な情報源であり、有

権者の６０％以上はテレビと新聞を有力な情報源と

したと答えた。

「政治参加は自ら意見を表明することだ」と定
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義すれば、９６年の選挙はより多くの有権者が政治

に参加した。市民がウェブページを自ら開設し意

見を出し、関連サイトをサーフィンする。ポータ

ルサイトのオンラインフォーラムへ書き込み、電

子メールで意見を交換し合う。たとえば、アメリ

カオンラインの「政治チャンネル」では、多数の

インターネット利用者が候補者への賛否の理由を

書き込んだという。

Georgia Tech Research Corp. の調査によれば、

インターネット利用者の４０％がインターネット利

用以来、政治への関心が高まったと回答した。最

も一般的な活動は、政治家への投書（３１％）、政

治活動団体への寄付（２７％）、政策課題の議論

（２３％）、請願に対する署名（２２％）である。

４ ９８年中間選挙

９８年中間選挙は、有権者参加型の民主主義の可

能性が見い出され、普通の平均的な市民が政治過

程に再び結びつく期待を抱かせた選挙である。今

でもよく引用される事例を紹介しよう。

ミネソタ州で、泡沫候補とみられていた改革党

の知事候補ジェシュー・ベンチュラが逆転当選し

た。

注目されたのは、ベトナム戦争で海軍特殊部隊

SEALの隊員として従軍し、除隊後プロレスラー、

テレビ・ラジオ司会者、俳優になり、９０年代前半

ブルックリンパーク市長を経た、その異色の経歴

からではない。インターネットを最大限利用して

勝利したからである。マスメディアをバイパスし、

直接、有権者、それも３０代以下の有権者にアプ

ローチし民主・共和の両候補を負かした。３千名

の市民がボランティアとして活動し、また、ウェ

ブサイトを通じ１１万ドル以上の寄付を集めた。こ

の選挙運動のウェブサイトは、インターネットと

選挙との新たな出会いの記念碑として今も閲覧す

ることができる。

そのホームページはきわめてシンプルである。

しかし、さまざまな創意工夫の跡がうかがえる。

ベンチュラと副知事候補のメイ・シュンクの顔写

真と標語「人々の為に働く。政党の為でなく…」

の下に、「ジェシューの経歴」、「ジェシューの政

策」などのことばがならび、クリックすれば各

ページにつながる。「経歴」、「政策」のほかに、

「記者発表」、「キャンペーン日程」、「ボランティ

ア募集情報」、「寄付の依頼」、「Tシャツなどの

キャラクター商品の販売」、「有権者から寄せられ

た候補者へのメッセージ」、「候補者から有権者へ

のメッセージ」、「候補者の動静を伝えるマスコミ

の報道」、「支持者からマスコミへ投稿してほしい

手紙の案文」、「掲示板」、候補者の最大の公約で

ある「教室へもっと多くの教師を」、選挙運動終

了直前の「勝利へのドライブツアー」などの簡潔

な言葉が並び、その各々のページにクリック一つ

で画面は替わる。

ウェブを構築・管理したボランティアのフィ

ル・マドスンのコメントは興味深い。彼は、それ

までウェブサイトを構築した経験はなく、ただ９２

年の大統領選に出たロス・ペローを支援して以来、

草の根支援の体験があるだけである。

初期投資はマイクロソフトの「フロントページ

９８」の購入費など総額で２００ドル足らず。ウェブ

サイトのホスト管理費は月額３０ドル。極めて低コ

図表３ ９８年知事選の得票数等

１８才以上の州人口 ３４８万３，０００人 ベンチュラ ７７万３，７１３票

投票者総数 ２１０万５，３７７人 共和党候補 ７１万７，３５０票

投票率 ６０．４５％ 民主党候補 ５８万７，５２８票
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ストだ。ウェブサイトの目的は明確で、ボラン

ティアの募集、募金、票の獲得である。その基盤

としてオンラインでつながる支援者を集め、彼ら

に情報を流した。ウェブサイトの基本設計は「交

差点型」とはせず「袋小路型」とした。他へのリ

ンクページを敢えて置かずサイトの中にできるだ

け留めようという作戦でいった。最初の頃、サイ

トを尋ねたサーファーは、一回当たり５～７ペー

ジの閲覧であった。次第にサイトのページの分量

を増やした結果、一回の閲覧は９～１１ページに

なった。２月のサイト立上げから１１月までのヒッ

ト数は約２００万で、その７５％は、選挙前３週間に

集中した。

「ジェシューネット」と称する支援者のネット

は、「ジェシューネットに参加して輪の中に入ろ

う。そしてキャンペーンから電子メールで最新情

図表４ ベンチュラ氏のウェブサイト

（http：／／www.jesseventura.org／９８campaign／９８home.htm）
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報を得よう。」の合言葉で参加を呼びかけた。選

挙前までにネットに参加した人数は３千名に達し

た。ジェシューネットの参加者に対しては、受け

取った電子メールの情報を友人に伝え、また、

ポータルサイトの掲示板にその情報を掲載するよ

う呼びかけられた。

有権者の関心事項に応じて特定の政策に限って

知らせていた従来方式は採用しなかった。その代

わり、ウェブサイトに見れば候補者の全政策を知

ることができるようにした。この結果、元プロレ

スラーの泡沫候補というレッテルは消え、マスコ

ミはまともに取り扱うようになった。「政策」ペー

ジは「経歴」ページについでヒット数を記録した。

マスコミは、ベンチュラの政策をそのウェブから

引用して報道に使った。

ウェブサイト立上げ目的の一つが選挙運動資金

の獲得である。ベンチュラの選挙資金源は主にT

シャツ販売と５０ドル寄付であった。選挙終了後１２

月段階で、総額４５万～５０万ドルの資金が選挙にか

かった。そのうち３２．６万ドルは州の選挙資金支援

基金からで、残り１２．４～１７．４万ドルは寄付金でま

かなわれた。うち５万ドル以上がインターネット

経由の寄付であった。さらに、州からの拠出３２．６

万ドルは、選挙後の１２月になって初めて入金され

る仕組みであった。泡沫候補と呼ばれた選挙運動

の当初は、つなぎ資金を銀行からなかなか貸して

くれず、個人１名当たり２千ドルを上限に借りた。

６万ドルを借りたが３万ドル強はウェブサイトを

通じてであった。

「ベンチュラは合法化された売春を容認してい

る」とマスコミが報じた。その時、敵陣営はこ

ぞってその情報を援用した。数時間とたたずに、

それは誤報であるとの反論の報道発表を、ウェブ

サイト上に掲載し、またジェシューネットの支援

者へメールを送った。支援者は確固たる確信を

もって地域有権者に真実を語った。１、２日で虚

報は雲散霧消した。

ジェシューネットに参加する人が増えるにつれ、

ボランティアの確保も容易になった。たとえば、

州のフェアでベンチュラ支援ブースのスタッフが

足りないとき、このネットでボランティアを募集

した。以前なら電話を掛けまくって一人のボラン

ティアを確保したものだが、今では一つのメール

を一斉に送りボランティアを多数見つけることが

できた。

従来の感覚での選挙事務所も、選挙運動前半は

なかった。二本の電話だけ引かれたオフィスは、

Tシャツの販売取次ぎ店兼倉庫だった。キャン

ペーンマネージャーを一人、最後の二ヶ月雇用し

ただけで、後はすべてボランティア。スタッフの

打ち合わせは、ほとんど携帯電話、ファックス、

電子メール、ウェブサイトだった。

州のフェアでは、フェアに集まった市民の多く

がステッカーやポスターを求めた。そのうち約５

千人がボランティアの申込みをした。投票日も間

近に迫りこれらのボランティアへメールを送るた

め急遽、宛名用のベータベースを作らなくてはな

らなくなった。申込み書を特別に入力できるウェ

ブサイトを構築し、データ入力のボランティア４８

名の協力を得て入力した。

ベンチュラの選挙運動で最も関心を呼んだのは

「最後の３日間のキャラバン」である。投票日の

２週間前に、州全域をバスや自家用車で回り一カ

所当たり３０分程度の集会を開催するキャンペーン

のアイデアが突然出てきた。１０月２６日に電話で

「２８日準備の打ち合わせをしたい」と連絡。２８日

夜２５０名が集まり、アイデアと参加ボランティア

の役割を盛り込んだ計画を発表した。参加者は、

自分の役割を決めて散会。この計画はウェブ上に

「勝利へのドライブツアー」として載った。キャ

ラバンは１０月３０日スタート。ツアーのルートと集

会の場所は、購入した市場調査資料で決めた。い
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くつかの地域には支援者は全くいなかったが、イ

ンターネットと携帯電話でボランティアに集まっ

てもらって集会を準備した。

このキャラバンは、先に進むにつれテレビ局の

取材クルーも同伴し出した。このツアーの参加者

は、いくつかのコミュニティでは５００名にも上っ

た。ウェブ上に掲載されたツアー計画を見てボラ

ンティアは、近隣住民にキャラバンへの同行、集

会への参加を自発的に呼びかけた。ボランティア

は携帯電話でキャラバンに電話をしその地域の

リーダーになりたいと申し出た。キャラバンの到

着を待ち、集会場所まで案内する地点など、必要

な詳細な事項がウェブサイトを使って指示された。

キャラバンは、なかなか時間通りには進まない。

キャラバン一行の中のボランティアが、携帯電話

で自宅にたえず連絡し、自宅の端末から、キャラ

バンの現在地を数分ごとに入力。他方、集会の会

場でも、携帯電話で自宅を呼び出しキャラバンの

位置を確認。集会に集まった人たちは、キャラバ

ンの居場所や遅延理由、到着予定時間といった情

報をたえず得ていたので、帰ってしまうというこ

とはなかった。

さらに、コンピュータおたくのボランティアは、

キャラバンや集会の模様をビデオやデジタル写真

で撮り、すぐに携帯電話で自宅のパソコンにその

画像を送りインターネット上に流した。

５ 候補者のウェブサイト

９８年中間選挙などで活用されたインターネット

は、選挙候補者のウェブサイトを専門に構築する

コンサルティング企業を生み出した。その一つ

Internet Campaign Solutions, Inc．が興味深いレ

ポートを出しているので紹介しよう。それは、昨

年の選挙において、民主・共和両党の連邦上下両

院候補者がウェブサイトを構築・運営している実

態を８月時点で調査した結果である。

約半分、４８．５％の候補者がウェブサイトを構

築・運営している。インターネットは選挙地盤が

弱い新人にとり、有権者にアッピールする有力な

武器になると一般に言われているが、ウェブサイ

ト構築比率はこれまで議席を有してきた前議員よ

り新人のほうがはるかに高い。興味深いのは、民

主党よりも共和党、下院よりも上院と、共和党や

上院の立候補者のほうがインターネット利用に積

極的なことだ。

また、立候補者がどのようなページをウェブサ

イトで作成しているか、に関しても興味深い結果

が示されている。経歴、政策、演説・記者発表と

いった定番の項目に加え、選挙運動に協力してく

れるボランティアの募集や寄付の要請といった項

目の比率が高い。この調査で異色なのは「候補者

関連のドメインネームを選んでいるか」の項目で

ある。この項目の背景に、特定のドメインネーム

をめぐる売買市場の争いをうかがい知ることがで

きる。たとえば、www.gwbush.comのドメイン

ネームを先行取得されたブッシュはドメインネー

ムの法外な購入要請を拒否した。その後、この

ウェブサイトは、ブッシュに反対するサイトと

なった。

６ 候補者のウェブサイト構築の利点・課題

大統領予備選に立候補した有力候補者はいずれ

もウェブサイトを構築した。ミズリー大学の

Benoit夫妻が昨年の大統領選挙予備選に立候補し

た１２名のウェブサイトの優劣を評価をしている

（http：／／acjournal .org／holdings／vol３／Iss３／

rogue４／benoit_html）。その中で候補者がウェブ

サイトを持つことの利点や課題を論じている。

ディジタルデバイドなどインターネット普及途上

の課題はあるものの、有権者の政治離れを食い止

め、有権者のニーズをくみ取り市民の政治参加を

促すため、候補者はウェブサイトをもつべきであ
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図表５ yahoo（米国）で internet campaign consulting をsearchした結果のページ
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ると結論づけている。

利点と課題を紹介してみよう。

６．１ 候補者にとっての利点

既存メディアは、候補者の政策や人柄などを伝

えるよりも選挙レースの勝敗に力点を置きがちで

ある。さらに、候補者のメッセージにフィルター

をかけ、メディアなりの解釈を加える傾向がある。

インターネットを利用することによって、候補者

は、有権者に直接メッセージを伝えることができ

る。

�１ 演説、新聞・テレビ広告、ダイレクトメール

など既存の選挙運動メディアを追加・補完する。

３０秒のテレビ広告は放送枠が限定されるがその

広告はウェブサイトに載せれば常時視聴できる

ようになる。

�２ 既存メディアは、文字、写真、音声、動画像

などの組み合わせが困難なものが大半であるが、

インターネットでは組み合わせることができ、

受け手が最も効果的に受容できるようアレンジ

して情報を発信することができる。

�３ インターネット利用者は多数にのぼりさらに

急増中であり、早晩、候補者にとって有権者と

の対話の有力な手段になる。

�４ テレビ広告などの制作費、広告掲載費に比し

てきわめて安価である。ちなみに９６年の大統領

選挙ではドール、クリントン、ペローの３候補

は合わせて２億ドルをテレビ広告に使ったとい

われている。

�５ 選挙運動のメッセージを個々の受け手に合わ

せて個別化が可能である。有権者は、自ら関心

を有する政策にアクセスできる。また、有権者

図表６ 民主・共和両党候補者：ウェブサイト構

築・運用を行っている候補者の割合（％）

上院 下院 計

民主党 計 ６０．７ ４２．７ ４４．８

前議員 ５４．５ ２５．６ ２７．１

新 人 ６２．０ ５６．２ ５７．１

共和党 計 ７５．６ ５０．１ ５２．３

前議員 ７７．８ ３７．６ ４０．９

新 人 ７４．１ ５９．３ ６０．６

総 計 計 ６７．０ ４６．４ ４８．５

前議員 ６９．０ ３１．６ ３４．１

新 人 ６６．２ ５７．８ ５８．８

図表７ 民主・共和両党候補者のウェブサイト：下記のページがある割合（％）

計 民主党 共和党 下院 上院 前議員 新人

寄付の要請 ５６．２ ５７．３ ５４．９ ５２．４ ７８．９ ５５．８ ５６．２

政策 ７９．７ ７６．７ ８１．０ ７７．０ ９５．８ ７５．５ ８１．２

経歴 ９４．２ ９６．２ ９１．４ ９３．５ ９８．６ ９３．２ ９４．４

ボランティアの募集 ６３．３ ６５．４ ６０．８ ６０．８ ７８．９ ７２．１ ５９．６

電子ニュースレター送付の署名 ３７．１ ３９．３ ３４．７ ３３．６ ５７．７ ４４．２ ３４．０

演説・記者発表 ６４．９ ６８．８ ６０．８ ６１．７ ８４．５ ５４．４ ６９．１

他のサイトへのリンク ３９．８ ３７．６ ４１．０ ４１．８ ２８．２ ４４．２ ３７．９

演説会等のイベント情報 ２７．７ ２７．４ ２７．６ ２８．８ ２１．１ ３２．７ ２５．６

音声・ビデオによる演説等 １２．４ １３．２ １１．６ ９．７ ２８．２ １２．９ １２．１

候補者関連のドメインネームを選定 ９４．４ ９３．６ ９１．８ ９３．３ １００ ９５．９ ９３．５

有権者の投票の登録 ２１．５ ２８．２ １５．３ ２０．６ ２６．８ ２７．９ １８．８

選挙収支報告 ２．６ ３．０ ２．２ ２，８ １．４ ４．８ １．７
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図表８ 投票日当日のGore候補のサイト
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図表９ BUSH候補のサイト
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の関心事項に合わせた情報をピックアップした

電子メールを個々の有権者に発信できる。

�６ 候補者と有権者との間の双方向的な意見交換

ができる。有権者に政策の是非などの問いかけ、

また、有権者からの提案などを受けることが容

易になる。チャットルームでは候補者が多数の

有権者と直接対話、議論ができる。

�７ 候補者は、有権者に対し、３０秒のテレビコ

マーシャルでは不可能な、意を尽くした詳細な

メッセージを送ることができる。有権者もまた

候補者の主義主張を十分に理解できる。

６．２ 有権者にとっての利点

�１ 知りたい情報を取得できる。

�２ インターネットアクセスのコストが低廉化し

情報取得費用がわずかですむ。

�３ 有権者は、知りたいときに情報を入手できる。

�４ 有権者は、自らの判断で情報の種類、量を管

理できる。

�５ インターネットは、多種多様な情報にアクセ

スできる。たとえば、対立候補、政党、メディ

アなどのサイトで情報を得ることが可能。

６．３ 候補者にとっての課題

�１ インターネットによる選挙運動は、当面、イ

ンターネットを利用しない有権者を排除してし

まうことになる。多くの調査によれば、イン

ターネットを利用しない比率が大きいグループ

は、高齢者、低学歴層、低所得層である。

�２ インターネットの利用者であっても、現実問

題としては、候補者のウェブサイトを見る人は

限られている。テレビのチャンネルを回すと、

候補者のテレビ広告が飛び込んでくるというこ

とはない。インターネットは、利用者が候補者

のウェブサイトにサーフィンしないとつながら

ない。

�３ 確かにウェブサイトのコストは低廉であるが、

やはりそれなりの構築・維持費が必要だ。最新

情報に更新する費用は無視できない。

�４ インターネットの利用者のアクセス速度はま

ちまちである。静止画、動画のダウンロードに

は時間がかかりがちであり、利用者は待ち時間

に苛立ち、他のウェブサイトにサーフィンして

しまうおそれがある。

６．４ 有権者にとっての課題

�１ インターネット利用者の中には、なお基本的

なインターネットの使い方がわからず候補者の

ウェブサイトにアクセスできない人も多い。

�２ サーチエンジンのキーワード検索では似通っ

た名前のウェブサイトがあり、必ずしも候補者

のオフィシャルサイトに行けない。

�３ 候補者のサイトは、当然、自分に有利で都合

のよい情報が多く含まれている傾向があり、有

権者の情報ニーズを満足させない危険はある。

７ 昨年の選挙での有権者のインターネット利用

動向

昨年の選挙については、様々な角度から調査分

析が行われるであろう。その調査分析の結果が一

つインターネットに掲載された。Pew Research

Center for the People & the Pressが実施したも

のだ。投票日前後の１０月から１１月にかけ電話調査

を実施した結果を見てみよう。（有効回答４，１８６）

（http：／／www.people―press .org／online００rpt .

htm）

米国人の１８％がインターネットで選挙関係の

ニュースを入手した。（９６年のそれから４％の

アップ）。投票に行った人に限ると２８％に比率は

上がる。この数字はVoter News Serviceの行っ

た出口調査での３０％という数字と近似している。

インターネットを利用している人の中では３人に
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１人がインターネットで選挙情報を得ている。年

齢別では、インターネットで選挙情報を得ている

比率は、１８～２９歳の階層が５０歳以上の階層の２倍

以上である（２５％対１０％）。ただ、これがインター

ネット利用者に限ってみると、年齢による差はあ

まりない（１８～２９歳：３４％、５０歳以上：３０％）。

学歴による利用の差は大きく、大卒以上の学歴の

人は高卒以下の３倍以上である（大卒以上：３３％、

高卒以下：８％）。また、年収による比較では、

５万ドル以上の収入を得ている家庭では３０％に対

し、３万ドル以下では１０％しかインターネットで

選挙関係の情報を得ていないという結果であった。

インターネット利用年数での比較によれば、利用

年数が多いほどニュース取得比率は高まり、３年

以上の経験を有する人では４５％に達する。６か月

しかインターネットの経験のない人だと１７％に過

ぎない。選挙情報をインターネットで入手する人

の７人に１人は、候補者の政策スタンスを調べて

いる。

選挙情報をインターネットで得た人の４３％は、

その情報が投票の意思決定に影響を与えたと答え

た。９６年では３１％であった。１８歳から２９歳では約

半数がインターネットから得た情報によって候補

者の選択を行っている。

５６％の人が、インターネットを選挙情報源とし

た主な理由をその便利さ、手軽さであると言って

いる。なおインターネットが発展途上であった前

回では、５３％の人が、既存メディアで得られない

情報を補完的に得るためにインターネットを利用

すると回答した。

インターネットは、候補者と有権者との間の双

方向コミュニケーションの構築に役立ち始めてい

る。３５％の人がインターネット上の選挙予測など

の投票に自分の意見を書き込んでいる。２２％の人

が電子メールを候補者に送っている。また、５％

の人は、インターネットを通じて寄付に応じてい

る。

インターネットへのアクセスは、投票日が近づ

くにつれ多くなった。投票日の１１月７日前後では

１２％の人がインターネットで選挙関係のニュース

を得ており、投票後は１８％に跳ね上がった。ちな

みにこの数字は、それまでの期間の４倍以上のア

図表１０ ゴアのホームページから著者あてに届いたメール
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クセス数である。

８ 連邦選挙法とインターネット

インターネットは、選挙運動を大きく変革する

可能性を秘めている。それは、他方で選挙を公正

に実施するために築かれてきた選挙制度にも改革

を求めている。

連邦選挙法（Federal Election Act）は、大統

領、上下両院議員などの候補者から有権者に対す

るコミュニケーションは金がかかるとの前提に

立って、支出行為の禁止・制限や報告の義務づけ

を行っている。個人、法人、労働組合や政治委員

会（Political Committee）による政治活動を規制

する連邦法の体系は、支出額の簿記を基礎として

いる。

インターネットの登場は、この前提を崩しつつ

ある。連邦選挙運動資金法を解釈し執行する権能

を有する連邦選挙委員会（FEC）は、試行錯誤

の連続である。個人は、一度に多数にメールを送

ることができる。団体がそのウェブサイトにメッ

セージを載せれば数千人を動員することができる。

企業も公益法人も政治ニュースをインターネット

に流すことができる。候補者や政党のウェブサイ

トとリンクを張ることはいとも簡単だ。候補者の

選挙向けパンフレット、インタビューなどの情報

は、ウェブサイトからダウンロードして印刷する

ことが容易である。一つの現実はパソコンを操作

することやメールを送付すること、リンクを張る

ことにほとんど追加的費用がかからない点だ。今

やいくつかのインターネットサービスプロバイ

ダーは基本サービスの一部として加入者に対し

ウェブサイト構築のソフトを利用できるようにし

ており、ウェブサイトの構築に特別の経費は不用

だ。通信費がかからなければ現行法は措置なしで

ある。

昨年８月にFECは、それまで個別に示してき

た勧告的意見（advisory opinion）や一昨年１１月

包括的な規制案を世の中に提案しパブリックコメ

ントを求めた結果を集大成したガイドラインを発

表した。（http：／ ／www . fec . gov ／ pages ／ inter-

netuse.htm）このガイドラインは、インターネッ

トなど存在しなかった時代に築かれた選挙規制秩

序との整合性を図りつつ、可能な限り選挙キャン

ペーンにインターネットを取り入れようとする意

図が反映されたものだ。

図表１１ インターネットへのアクセス等

１９９６年 ２０００年

インターネットを利用して選挙

ニュースを得たか

全体 ４％ １８％

インターネット利用者 ２２％ ３３％

なぜ選挙ニュースをインターネット

で得たか

便利さ ４５％ ５６％

他のメディアでは十分な情報が得られないから ５３％ ２９％

他では得られない情報を得られるから ２６％ １２％

インターネットの情報源への個人的な関心から ２４％ ６％

その他・わからない ９％ １２％

インターネットの選挙情報が投票の

選択に影響を与えたか

はい ３１％ ４３％

いいえ ６９％ ５５％

わからない ０％ ２％
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９ 終わりに

これまでのマスメディアの選挙報道は、ともす

ると投票や勝敗に焦点をあてがちであるが、イン

ターネットでは、候補者の政治姿勢、政策、政治

活動履歴などの多面的な情報を入手することが可

能になる。さらに、重要なことは有権者と候補者

との間の情報交流が可能になる点だ。９９年６月、

Communications Decency Actに対し違憲判決を

下した米国連邦判事Stewart Dalzellは、その判決

の中で「インターネットは、歴史上、最大の参加

型のマス言論市場であるといっても過言ではな

い。」と述べている。アリゾナ州の民主党員Dean

Axelrod氏のことばが印象的である。「アリゾナ

州は政治的に過疎地帯であった。民主党員は近隣

にいないので政策決定者や政党自体との連携がで

きなかった。しかし、ホワイトハウスや民主党の

ウェブサイトにアクセスできたので、個人的に地

域の政党組織への関与が可能になった。民主党の

ウェブサイトの掲示板に参加し州の選挙区ミー

ティングに行き候補者と直接話ができた。イン

ターネットは同じ部屋で直接話すのと代替できる

わけではないが、自分の場合は孤立したオフィス

から世界へ…。政治が真実の意味を持つように

なった。」

インターネットは、情報の自由な流れの加速、

政治無関心層の取りこみ、政策論議への直接参加、

草の根市民層の活動の支援などに対して、肯定的

なインパクトをもつ。しかし他方で、政治への否

定的なインパクトがある。たとえば、急激な懐疑

主義への傾斜、不正確な情報の広範・急速な伝播、

衆愚政治の危険などである。インターネット上の

広範に信じられる噂は、マスメディアで真偽を調

査すべきであろう。また、当然のことながらハッ

カーへの対策は怠ってはならないし、プライバ

シー保護は万全でなければならない。

インターネットでの世論調査、住民投票、選挙

投票が関心を呼んでいるが、今一つ踏み切れない

のは、上記の理由からである。

しかしながら、インターネットは日常生活に不

可欠な存在になることも確実である。政治や選挙

の世界にもインターネットは、一層錯綜し複雑な

リンクを張っていくであろう。米国の動向は、選

挙制度を異にする我が国においても注視していか

なければならないと考える。
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１ 刊行物等の発行

�１ 金融・経済解説紙等の発行

「NEWS BRIEF（経済指標解説）」（随時発行）

「IPTP トピックス（金融経済解説）」（適宜発行）

「IPTP ECONOMIC WEEKLY（週単位の経済・金融分析）」（毎週金曜日発行）

「IPTP ECONOMIC MONTHLY（月単位の経済・金融見通し）」（毎月発行）

２ 広報活動

�１ P―sat放映

「デジタルパーク郵政館」毎週水曜日放映（１ch）

「月例経済・金融概観の解説」（１０月）

「月例経済・金融概観の解説」（１１月）

「小規模事業所のDM利用状況」（１１月１４日）

「アメリカ郵便庁の技術開発状況」

�２ 新聞・雑誌・学会誌等への掲載

「郵政研がDMリスポンス率を集計 第１４回全日本DM大賞応募作品から」（DM NEWS３３７号）

「日本における遺産動機と経済行動」保険展望（１０月号）

「地方財政計画」かんぽ資金（１０月号）

「６月の地域経済指標の総合的な動き」かんぽ資金（１０月号）

「平成１２・１３年度経済・金融見通し」郵政（１０月号）

「平成１２・１３年度経済・金融見通し」逓信協会雑誌（１０月号）

「平成１２・１３年度経済・金融見通し」郵便局経営（１０月号）

「平成１２・１３年度経済・金融見通し」郵政研究（１０月号）

「知的所有権」かんぽ資金（１１月号）

「７月の地域経済指標の総合的な動き」かんぽ資金（１１月号）

「平成１２・１３年度経済・金融見通し」保険展望（１１月号）

「Web調査の利用可能性」日本工業新聞［シンクタンクの目］（１０月４日）

「インターネットコマースの取引信用に関する新しい動き」情報通信ジャーナル（１０月号）

「各国の一番最初の切手」郵政（１０月号）

「ブックレビュー」逓信協会雑誌（１０月号）

「エレキテル」朝日新聞掲載（１０月２日）

「２０世紀初頭の郵便局」郵政（１１月号）

「ていぱーく１２０％活用術」郵政研究（１１月号）

「初代貯金のユウちゃん」郵政東北

郵政研究所通信
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「エンボッシング・モールス電信機」文化時報

３ 学会・大学・講演会等での発表

「BIS比率と長期貸出」日本金融学会秋季大会（１１月５日）

４ ていぱーくの特別展

・日蘭交流４００周年記念「郵便切手の原画展」ハウステンボスギャラリー

（９月８（金）～１１月１４（火））

・げーむぱーく２０００～ボンボン人気キャラクター大集合！～（１０月６日（金）～１０月２９日（日））

・電波法・放送法施行５０周年記念行事（１２月２日（土）～３日（日））

・「セサミストリート」展（１２月９日（土）～１２月２４日（日））

◆Opinion―読者の声―◆

本号に掲載した論文等について、皆様からのご意見をお寄せください。本誌の中で随時取り上げ

ていきます。宛て先は下記まで、所属先及び氏名を明記の上、お送り願います。

なお、郵政研究所では大学・研究機関等のホームページと積極的にリンクを設定していきたいと

考えております。リンクをお考えの方は下記までE―mailにてお知らせ下さい。

【御意見等の宛て先】

〒１０６―８７９８ 東京都港区麻布台１―６―１９ 郵政省郵政研究所 研究交流課

TEL：０３―３２２４―７３１０ FAX：０３―３２２４―７３８２

URL http：／／www.iptp.go.jp／

E―mail：www―admin@iptp.go.jp
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編集後記

新年明けましておめでとうございます。

年明けとともに省庁再編、郵政研究所は総務省の附属機関となります。本省は大変だ

そうですが、郵政研究所は引越しはしないので、お正月返上、ということはありません。

そのうち、とても立派とうわさに聞く総務省の新庁舎を見に行こうと思います。

いろいろと批判も多い省庁再編ですが、名前や組織や環境が変わると、職員の意識も

仕事の中身も大きく変わっていきます。結果を見ないうちは誰にもわかりませんが、１０

年後どうなって欲しいかを考えながら、中の人も外の人もちょっとずつがんばるしかな

いのでしょう。ぼろぼろになってるか、きらきらしてるかは我々次第です。

郵政研究所では、研究の成果のほとんどをインターネットで公開しています。

郵政研究所ホームページアドレスはこちら→ http：／／www．iptp．go．jp／

省庁再編に伴い、関係の部署は引越しされるところも多いと思います。

月報の送付先につき、住所変更等ございましたら、FAXにて下記までお知らせくださ

い。（倉澤）

FAX ０３―３２２４―７３８２
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